
  

提案１（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

２１世紀は“iPS 細胞、Big Ｄata、素粒子標準理論、新宇宙、”など、新コペルニクス

的大転換というべき、大革命の新世紀であり、新産業革命を誘起する。ここで構築され

る世界はアルゴリズミック社会であり、未知な地球や人間や脳をも対象化しながら、人

間が自由に創発し、自己実現することに特徴を有する。技術的には「知力をアルゴリズ

ムで代替」することに大きな特徴があり、ICT の寄与すること大である。 

重点的に取り組むべきＩＣＴ分野は、世界的にも未踏のＳｏＳ（A system of systems）

である。これはアルゴリズミックデザインから資材調達・製作・施工・運用までを実行

するシステムで、各種システムと連携し代謝する。この原始的類例を建築業界に見るこ

とができる。アルゴリズミックデザインでは日本の建築分野が先行しており、国際コン

ペでも勝利している。 しかし、BI（Ｂusiness Intelligennce）には必ずしも浸透しき

れてはいない。グローバルな多様情報収集から戦略的判断支援までをも含むＳｏＳは技

術立国の要となる。小さな規模では機器部品の製造もＳｏＳ化されるであろう。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

①BＩ 群を開発運用できるＳｏＳ情報社会インフラの研究開発を先行させることが重要

である。米国ではIBM,Google,Mitre などをメンバーとするＩＣＴ巨大企業群の共同研究

が２００６年より推進され、まず分散データベースの新言語選定から行った。我が国で

は、ＳｏＳ情報インフラの構築を、新分散データベースを中心に自動データ収集・通信・

交換・セキュリティなど統合化するアルゴリズミックデザインで先行する。これには既

存のＢｉｇＤａｔａ系との関係性を検討する必要がある。②ＳｏＳとしてのＢＩは、競

争力をもつ特解を求め運用代謝するもので、パイロットシステムの構築評価が必要であ

る。③アルゴリズミックデザイン手法開発には、小規模な機器のＳｏＳ試作運用も有効

である。④ＳｏＳ競争力には、知力・発想力を拡張させる新手法が重要な研究開発課題

で、これには、脳科学や生体化学や複雑系科学などとの連係も必要である。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

ＳｏＳは、厳しいグローバル経済環境を生き抜くBI として企業が装備してアルゴリズミ

ック世界を制覇する。大型ＳｏＳの研究開発に先行して、既存クラウド上に中小企業向

けＢＩを先行構築することも有効である。 

パイロットプロジェクト群の戦略的企画はＩＣＴ戦略委員会でご検討されることを期待

する。 
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２１世紀の大変革の時代にあっては、ＩＣＴを軸とした政治学、経済学、法学、社会学

さらには理工学の合理化再編成を必要としている。また、パイロットプロジェクトを推

進することによって２１世紀を担う人財の育成も可能である。ここでもＳｏＳの概念・

デザインが有効であることは言うまでもない。 

アルゴリズミック社会への情報戦略は、省庁間を超越した強力な推進が、焦眉の課題で

ある。 

 次ページに補足説明 
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補足資料。 

①「新しい科学的方法」としてのアルゴリズム 

アルゴリズムとは、簡単にいえば数学や言語学、コンピュータなどにおいて、問題を解く

為の手順を意味しているが、敷衍していくと社会の様々な現象、問題、課題を解き明かし

ていく手順であり、検証可能性が担保された解明手段でもあることから、複雑系科学とし

て対象化されてき た気象変動、 生物進化、株価、経済変動、人体、有機体、脳、生命な

どが引き起こす現象を操作・計画可能とする方法として注目されはじめた「新しい科学的

方法」である。従って、完全さを捨てて解を見つけ出していくヒューリスティックスを包

含していると言える。 

 

②アルゴリズミック社会とＳｏＳ 

 

Ｇｏｏｇｌｅ、 Ｆａｃｅｂｏｏｋなどの提供する情報社会インフラは、アルゴリズミック

社会を先導するものと考えられ、自動的に収集される個人情報を基に、検索への回答も受

け入れ易く編集され、個人化される 

時代を可能としてきている。これにより、いわゆる新聞や評論などの専門家の役割は検索

エンジンと連動した一定の演算処理で代行されはじめている。これは“人間の知力の“ア

ルゴリズムによる代替”であり、“人力を機械が代替した産業革命”に相当する。 

 

我々の提案は、アメリカで先行しているＳｏＳをＩＣＴ戦略として研究開発を推進すべき

としている。すなわち、企業はグローバルな競争環境を生き抜くしたたかな企業戦略を能

率的、かつ、倫理的に実行しなければならない。これにはグローバルなＢｉｇＤａｔａに

あわせ自前での情報収集を必要とし、企業目標の実現戦略を決定し投資運用する、極めて

自由度の大きな複雑な課題に迅速に解を求める必要 

に直面する。これを支援するシステムはＢＩ(Business Intelligence)とも呼ばれ、多様な

システムと連携し経済化効率化をはかる“A system of systems”であるが、このシステム

構築論は世界的にも未踏である。 
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提案２（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 

 

 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

・国研や旧公共企業体の研究所のオープンイノベーションと保有特許／技術の適切な開

示 

・合ビジネスプロデュース制の本格導入 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案４（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

グローバル化の推進と、美しい日本語(教育)を取り戻すために、 

日本語対多国語(英、仏、西、中、韓等)の完成度の高い音声同時通訳(音質・音量は元の

声を使う)及び、完成度の高い文章翻訳の実現 (大きく 2つのプロジェクト) 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

研究開発のプロセス)比較言語学、言語工学、文学、音声・文字認識工学等の学問研究と、

ビッグデータ処理技術、ディバイスとしての超精密機器開発等の協業 

イノベーション創出)既に実装され始めたスマホや、イヤホン型の小型機器、音声認識で

操作できる機器への搭載 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

① ～④の順番で、1つに 1年程度かける 

①日本国内の多数外国語関連大学での実証検証 

②相手国の日本語コースでの実証検証 

③一定のルールの下での発表・議論 (学会等)での試行 

④アニメ、映画等での試行 
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提案４（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

廃炉処理を確実に、より早期に行うために、  

高濃度放射線環境内における安定した通信及び処理が出来るディバイスの開発。  

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

研究開発プロセス)研究目的の原子力発電器内での実証  

イノベーションの創出)一刻も早い福島第一原発への投入  

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

① 福島第一原発原子炉内の映像撮影  

② 廃炉に関する現場作業用ロボットの制御、通信ディバイスとしての採用  

③ 人工衛星の船外機器のディバイスとしての採用  
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提案５（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 

 ●重点分野： ネットワーク上の各種オブジェクトを自動結合するための知識情報を

特許情報の中の請求項から生成して活用するという分野  

【背景】  

携帯電話の普及，ＲＦＩＤの普及、監視カメラを代表とするセンサの普及にともなっ

て、私達の社会はすでに第１期ユビキタスネットワーク社会に突入しています。 第１

期ユビキタスネットワーク社会では、人は携帯電話を通じて、どこにいてもネットワ

ークに繋がって情報の送受信をできるようになりました。そして、ＲＦＩＤが社員証

や学生証、定期券などという形をとって人に付随するようになったり、携帯電話にＲ

ＦＩＤ機能が装備されたりして、人はＲＦＩＤで遠隔識別されるようになってきつつ

あります。また、街角や駅や店のいたるところに監視カメラが設置され、画像処 理技

術の高度化に伴って顔認識による本人照合ができたり、性別判別や年齢推定まで やっ

てのけるようになってきています。また、車両のナンバープレートの自動読み取りは

すでにいたるところで運用されています。 自動車にはＥＴＣというＲＦＩＤが装着さ

れて、高速道路の料金所での無停止通過を可能とし、さらには車両識別に伴う さまざ

まなサービスや規制に使用されるようになっていきつつあります。また、食料品の安

全性のため、食料品の生産から消費までの全過程をトレースするためにＲＦＩＤが使

用される方向に行きつつあります。このように、第１期ユビキタスネットワー クの時

代では、人間および物がネットワークに接続されるか、ネットワークによって動向を

監視され、追跡されることで安全やサービスの提供をはかるということになっていま

す。さらには、環境の状態や交通渋滞などの状態を計測するための多くのセン サが広

い地域に多数配置され、それらがネットワークにつながっていくということも生じつ

つあります。この段階は、ネットワークと外部デバイスの接続が確立するという段階

です。地球という脳に地球規模のセンシングエリアの感覚器が接続されていくという

時代です。 しかし、第２期ユビキタスネットワークの時代になると、様相は変わって

くると思います。第２期ユビキタスネットワークの時代とは、ネットワークに接続さ

れた人やコ ンピュータなどの知的存在からの知識がネットワークを通じて自由に組

み合わせられ、ネットワークにつながっているデバイスを通じて外部に高度な付加価

値を提供していくという状況になります。地球という脳の中のシナプスが結合し、ニ

ューロンが賢くなっていったという状況です。また、ネットワークに接続されている
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知的存在の知識をネットワークを通じて組み合わせることで、ネットワークに接続さ

れているデバイスを通じて能動的にネットワークが外部を高度に観測するということ

にもなります。この動きはすでに一部で始まっています。その１つが、Ｗｅｂサービ

スというも のであり、ネットワーク上に存在しているサービス機能を探索して使用し

たり、組み合わせて使用したりという方向に行っています。グリッドコンピューティ

ングでは、ネットワークに接続されたコンピュータが協調して大きな規模の情報処理

を行なうというものです。  

ネットワークを通じて、デバイス（センサ、アクチュエータ、コントローラなど）、

知識、サービス、プログラムなどのオブジェクトが自動的に組み合わされて、高度な

仕事やサービスや問題解決をしていきます。しかも、その大きな活動に参加している

人やコンピュータは、全体としてどんな活動に参加しているのか把握することができ

ないし、把握する時間もないし、把握する必要もないという状況が生まれてきます。

ここで特徴的なことは、様々な組み合わせが自動的に行なわれるということです。  

このような様々な組み合わせを自動的に行なうためには、「どのような目的のために

はどのようなオブジェクトをどのように結合すれば良いかを示す知識情報」が膨大に

必要です。ここで、特許情報の中の請求項は、問題を解決するための手段のエッセン

スを大変にコンパクトに記述していますので、この請求項を一定の記述形式に変換す

ることで、請求項を知識情報として取り扱えます。  

したがって、ＩＣＴ分野におけるイノベーション創出を様々な産業でおこすインフラ

の実現のためには、「ネットワーク上の各種オブジェクトを自動結合するための知識情

報を特許情報の中の請求項から生成して活用するという分野」の研究開発すべきと考

えます。  

【具体的な提案内容】  

「ネットワーク上の各種オブジェクトを自動結合するための知識情報を特許情報の中

の請求項から生成して活用するという分野」の研究の具体的な内容を次に、述べます。  

（１） ネットワーク上のオブジェクトの機能、性能、使用条件、所有者、使用方法、

位置などのメタデータの記述形式を標準化すること、メタデータを記録・更新しつつ

利用可能なデータベースを構築するとともに、適切にデータベースを管理する方式の

開発と運用の研究。  

（２） ネットワーク上のオブジェクトを目的に応じて適切に組み合わせるための知識

情報を、特許情報中の請求項および発明の目的および発明の効果の記述から作成する

ための記述形式の標準化（例：請求項記述言語）と、その標準のもとでの知識情報の

データベースの構築と運用。  

 

【参考情報】  

請求項記述言語は、政策研究大学院大学で約１０年前から行なわれている知的財産マ
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ネジメント研究会（ＳＭＩＰＳ）の特許戦略工学分科会で研究されています。  

特許戦略工学分科会で作成したソフトウェアの１つを、下記サイトで無料使用できま

す。  

http://www.patentisland.com/pcml_open_editor.html  

上記サイトの機能を用いると、請求項が自動的に分析されて、機能ブロック図に変換

されてグラフィック表示されていることがわかります。すなわち、請求項がオブジェ

クトの結合を示すブロック図となっています。  

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

●提案手法：政府調達が知的財産権侵害とならないようにすることを徹底する。（これは、

政府が取り組むべき事項である。）  

【提案手法の背景】  

新しい技術やビジネスモデルを開発しても、事業の立ち上げ期には、（１）実績がないか

ら売れないとか、（２）実績が無いから融資を受けられないとか、（３）インフラが無い

からアプリの事業ができないがインフラはアプリが少ないから立ち上げられないなどと

いう、様々なデッドロックや障害が多い。（他にも下記Ｗｅｂサイトに示すようなパター

ンがある。）  

http://www.patentisland.com/memo215.html  

これらがイノベーション創出の大きな障害となっている。  

ここで提案する手法は、事業の立ち上げ期のこのような障害を克服できるように、「政府

調達」がイノベーション創造者に希望の光を与えるというものである。  

具体的には、「政府調達が知的財産権侵害とならないようにすることを徹底する」という

当然の事ではあるが、政府がこれまで本気ではやってなかった事を本気でやるという事で

ある。具体的手法の概要を次に示す。  

【具体的手法の概要】  

１．国や地方公共団体や独立行政法人の調達する物品やサービスや（以下、政府調達とい

う）において、個別の政府調達の案件ごとに、その政府調達が知的財産権の権利者又は正

当なライセンスを受けている者から調達できていることを記録に残る形で確認する。そし

て、その記録を情報公開の対象とする。  

２．政府調達の内容を政府調達の調達予定の段階から特許権者などが確認できるように、

インターネットで具体的に開示するし、特許権者などから自己の特許権が政府調達の全部

または一部をカバーするとの申し出があった場合には、政府側は誠実に対応して、随意契

約にて特許権者に発注できるかどうかを、特許権者の事業規模や技術力なども含めてチェ

ックする。  

チェックの結果、条件に合致すれば特許権者に政府調達を随意契約で発注すればよいし、

合致しなければ合致する事業者に対してライセンスするように特許権者に勧めるという
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方策がとれる。 （「公共調達と特許権」と題した２００８年知財学会での発表内容を下

記Ｗｅｂサイトに掲載しているので、それも参照）  

http://www.wada-pat.jp/pdf/kuoen08-wada.pdf  

【提案手法がもたらす他の大きな効果】  

デフレ圧力と国内産業の空洞化をもたらす中国からの製品の日本への流入を阻止するこ

とができるという効果がある。  

「政府調達が知的財産権侵害とならないようにすることを徹底する」という政策を、米国

で２０１０年から推進している。下記Ｗｅｂサイトはホワイトハウスが発表しているもの

であり、その政策の６項目の中の第１番目が、政府調達から知的財産権侵害を排除すると

いうことである。  

http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/omb/assets/intellectualproperty/i

ntellectualproperty_strategic_plan.pdf  

本政策の発表の際の動画がホワイトハウスに下記のとおり、掲載されている。  

http://www.whitehouse.gov/blog/2010/06/22/releasing-joint-strategic-plan-combat

-intellectual-property-theft  

米国は付加価値の高い成長性のある産業（知的財産高度集積産業）を、知的財産権を用い

て徹底的に守ることで、ＷＴＯ加盟の時の約束を守らず、知的財産権侵害と環境破壊など

で安価に生産した製品を大量に輸出している国に対抗しようとするものである。  

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案６（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 クラウド分野における産業の一層の活性化（新たな産業創出）にもつながる、ハードウ

ェアクラウド実現に向けた研究と、サブルーチンクラウドとそのクラウドの組み合わせ

を実現する記述言語（Software Defined Cloud）の開発  

前例のない考え方であることから、早期の取り組み、標準化を進める必要がある。  

サブルーチンなどは、組み込みシステム開発の強みを出せる。一方で、リードすべき

分野としては、高速無線通信環境の開発（海外主導）  

国の役割としては、無線通信開発を柔軟に行える地域（特区等）の指定（大阪南港沖

等） 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

（２） 研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

クラウド手法は、多くの分野に浸透しており、日常生活の利便性向上に大きく貢献し

ているだけでなく、システム構築に関わる費用の削減に加え、迅速な業務の立ち上げな

ど、企業等のとってのメリットも大きい。  

しかし一方で、より高度で高速な処理を行いたい場合や、研究開発につながる特殊な

用途には、自らの手でプログラムやハードウェアを構築しているのが現状である。  

 

・ハードウェアクラウドの研究  

コンピュータはやそれを応用した制御装置は、一般的に、ＣＰＵ、メモリ、周辺機器

等、それぞれのハードウェアの組み合わせによって構成されている。しかし、新たなシ

ステムの研究開発となると、多大なコストと時間が必要になってくる。  

そこで、超高速のネットワークをバスラインとした環境上に上記パーツ（ＣＰＵ等）を

配置し、ネットワークをバスラインとして動作させることで、任意のシステムを構築す

るものである。例えば、スーパーコンピュータのＣＰＵを使いたい場合は、そのアドレ

スのあるＣＰＵを接続、同様にメモリ、周辺機器を接続していく。  

ソフトウェアは、ＨＤＤクラウドにインストールし、総合的に動作させることになる。  

＞実現に向けた課題：  

超高速のネットワークの実現  

バスラインの同期手法  

パフォーマンス（速度、遅延等）低下の検証（単独ハードウェアに比べて）  

コストパフォーマンスの検証  
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過去システム（ＭＳＤＯＳやメインフレームＯＳ）による動作検証 

 

・サブルーチンクラウドと記述言語（ＳＣＬ）の開発と規格化  

現状のクラウドは、アプリケーション利用が主となっており、サブルーチンのような

細分化した機能のサービスは殆ど聞かれない。  

イメージとしては、ハードウェアクラウドをベースレイアーとしてその上位にあるレ

イアーという考え方である。  

動作イメージ ：例えば、ＵＳＢポートから拠点情報であるＧＰＳ情報が付加された大

量の１６ﾋﾞｯﾄ振動測定データが入力され、これをＦＦＴ処理し、ＧＰＳ情報からＧＩＳ

上にﾋﾟｰｸ振動周波数をプロットする。という場合を想定してみる。  

この場合、ＵＳＢポートから１６ビット情報を入力するサブルーチンクラウドサービ

スに接続し、データ入力は実行される。しかし、入力されたデータは、ＨＤＤ等に一次

保管する必要があることから、ＨＤＤデータ保管サブルーチンクラウドに接続する。  

クラウド上からのＨＤＤ等のデバイスの操作は、ネットワーク越しの操作となることか

ら、テーブル参照等の規格を定めておく必要がある。  

ＧＩＳ上への表示に関しては、既存サービスが存在する。  

このように必要な業務ルーチンをクラウドサービスとして存在させ、それを記述して

組み合わせる。  

この組み合わせを記述する言語を開発することで、目的とするアプリケーションの開発

を比較的簡単に開発できる。  

ここのサブルーチンに特化したクラウドは、新たな産業の創出にもつながる。  

このようにクラウド化すれば、クラウド上に存在する高速な環境で処理（ＦＦＴ等）が

できるため、タブレット端末等で利用する場合など、本体ＣＰＵの付加軽減にもつなが

る。  

＞実現に向けた課題  

超高速無線ネットワーク環境  

サブルーチンクラウド化に向けての規格化  

各種パラメーター等の統一化  

実行における遅延等の検証  

言語開発に伴う規格化  

 

上記の課題が実現に向けた開発スキームとなる。  

ＡＴＲやＮＩＣＴ等、国の研究機関で開発を進めるとともに、組み込みシステムのノウ

ハウを持つ民間との連携が重要。  
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

その成果が実用化され、広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェク

ト  

超高速通信環境の研究  

ハードウェアクラウドの研究と実証  

ＳＣＬ言語の開発に伴う規格化・研究  

ハードウェアクラウド環境での旧サービス（ＭＳＤＯＳ等）の実証  

上記のプロジェクトが必要である。世界でも例がなく、日本が先行して進めることで、

国際競争力の強化・強みの発揮につながる。  

 

社会への適用としては、  

携帯情報端末から高速なハードウェア環境を構築できる。  

災害時等、迅速な対応が要求される場面等における、アプリケーションの開発（ＳＣＬ

言語）  

個別に特化したプログラマーに、新たなビジネスチャンスが訪れる可能性がある。 
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提案７（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

電子書籍のビジネスモデル 

 

 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

クラウド型の電子書籍流通システムを開発。サーバーは、公共性の高い団体が構築。そ 

のシステムを活用することにより、電子書籍を販売サイドの利便性の向上、電子書籍の 

読者の開拓が容易になる。また、副次的に利用者データが蓄積されるため、その保護、 

利活用につき、更なるイノベーションの可能性が高まる。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

電子書籍の流通プログラム。課金モデルとしては、ダウンロード型ではなく、時間従量 

制モデルとなる「タイム スペント ペイメント」方式を採用。また、このモデルを採 

用した、書店モデルを構築。【別添資料】 
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提案８（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

※ここで記載した各項目は，（２），（３）の記載項目とは独立した内容となっています。 

① データセキュリティ分野 

現在のデータのセキュリティは、ディスク関連、データベース関連、ネットワーク関

連など物理的な構成要素ごとに技術が開発されています。また、データを扱う場所と

いった物理的（地理的）制約を課すことで、最終的な安全性の担保を考えているのが

実情です。クラウド環境等を考えると、この物理的（地理的）制約に因らず、物理的

な構成を意識しないバーチャルな環境下でのデータセキュリティの安全性を保証で

きる技術の研究開発が必要と考えます。 一方、イノベーション創出には多種多様な

人々が様々な場で出会い、協働することが必要であり、そのような場は固定されたオ

フィスなどのみではなく、いつでもどこでも時間・場所を選ばずに行えることが望ま

しいと考えます。その意味でも、この研究開発は通常のセキュリティ技術の発展のみ

ならず、イノベーション創出の場を自由に構築するために必要となる技術の研究開発

と認識しています。 

 その分野について、取り組むべき時期：  

データ利活用シーンとして注目されている領域に医療情報があります。医療情報

については、これに関わる指針や法令が、データ利活用を促進する上で、高いハ

ードルになっています。（オープンデータ等は公開が前提であるため、その他の領

域としては、スマートメータの情報などライフログ関連の情報も注目すべき領域

であり、かつ、頑強なデータセキュリティを必要としていると認識します。） 指

針や法令を緩和するには、頑強なデータセキュリティ技術の適用および運用が前

提であり、２０２０年あたりにデータ利活用の更なる進展を実現するとなると、

（物理的構成に偏らない）統合的視点からの頑強なデータセキュリティ技術の確

立は、３～４年先を目指す必要があり、そのための検討等は、直ぐにでも開始す

る必要があると認識します。 

 現在我が国がリードしているもの、今後リードすべきものの分類 

ＩＣＴとしてこの分野でリードするものとして特筆できるものはありませんが、 

 超高齢化社会に既になっていること 

 国民皆保険制度があり、（ある意味で）個を捉えやすいこと 

 電力をはじめとして公共事業を限られた事業体が担っており、ライフログを

採取できる基盤を普及させやすいこと 
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 震災からの復興というテーマで、安心・安全に向けた情報基盤を充実させる

ための機運も定着していること 

という状況があり、解決することで多くの便益が享受できるような具体的な課題

があることは、イノベーションを創出する上で好機と捉えられると思います。そ

の意味で、上記のような土壌の存在が我が国としてリードしているポイントであ

り、そこにある課題を解決することが今後リードすべきものであると考えること

ができます。 

 取り組む際に国に期待する役割： 

「ＩＣＴを提供する企業・研究機関・高等教育機関」、「ＩＣＴの利活用を目指す

企業・研究機関・高等教育機関」と国／関連省庁が協働することで、実用に供す

る技術の開発が可能となると認識します。そのための、産産－学学－官官連携を

促進するための措置（多種多彩な人材から構成される検討組織の設立、競争的資

金の導入等）を企画いただきたい。 

② コンテンツ流通分野 

ＣＳＳ３／ＥＰＵＢ３の縦書き関連仕様の洗練・早期確立、ＨＴＭＬ５やＣＳＳ３を

ベースとしたインタラクティブで表現性豊かなリッチコンテンツを制作・流通させる

ためのプラットフォームの確立に取り組む必要があると考えます。 日本の重要な文

化資産として、美しい日本語や縦書き文化があります。縦書き文化圏の中でも特に早

期から文学が開花し発展した日本においては、こうした文化資産を海外に、そして後

世に伝えるべく、Ｗ３Ｃ等の国際的な場で日本語組版要件を国際的な仕様に盛り込む

ために多くの貢献・実績を残してきています。また、日本文学・縦書き文化だけでな

く、日本が生み出した漫画の質は世界中から高い評価を受けています。縦書き仕様や

マンガ表現のための固定レイアウト仕様等が盛り込まれたＥＰＵＢ３や関連するＣ

ＳＳ３の仕様を洗練し、早期に確立することが重要です。これに加えて、ＥＰＵＢ３

ベースのコンテンツを制作し流通するためのＩＣＴ基盤が構築されれば、日本文学や

日本の漫画が世界中で再評価されることとなり、日本発のコンテンツに対する海外の

関心が更に高まり、国内のコンテンツ産業を更に活性化させることが期待されます。 

そのために、日本以外にも縦書き文化を誇る諸外国等とも連携しながら早期の仕様確

定に向けての環境面・資金面の援助が望まれます。さらに、既存の文化資産の流通促

進という側面に加えて、インタラクティブ性やアクセシビリティ対応の充実したＥＰ

ＵＢ３やさらに表現性の高まったＨＴＭＬ５等の活用が広まれば、旧来の表現形式に

捉われない自由で斬新な新しい形の文学、書籍、出版、教育を生み出す可能性が大い

に拡がります。そうした最新技術に長けた国内のクリエイターを国をあげて育成し、

彼らの制作やインタラクション、切磋琢磨して能力開発を継続するためのＩＣＴ基盤

を整備することにより、国内コンテンツ産業の雇用・経済の拡大だけでなく、日本の

コンテンツ産業の国際的なプレゼンスを更に高めることが期待できます。 
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 取り組むべき時期：１～３年以内 

 現在我が国がリードしているもの、今後リードすべきものの分類： 

縦書き文化、短歌・俳句、アニメ・漫画。など 

 取り組む際に国に期待する役割： 

ＥＰＵＢ３の縦書き仕様確立／ＥＰＵＢ３のＷ３Ｃ国際標準化のための研究開発

への費用援助、同じ縦書き文化圏（中国・韓国など）との協力体制の確立。国内

のＨＴＭＬ５／ＥＰＵＢ３クリエイター育成基盤と作品の円滑な流通を促進する

仕組みの構築。など 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

※ここで記載した各項目は，（１），（３）の記載項目とは独立した内容となっています。 

① 柔軟な発想が期待できる人材の活用と将来のイノベータ人材の養成 

研究開発成果の試行とその効果測定、さらにはそれらを通じての新たな気づきを得る

場として、初等・中等教育の場を有効活用することを提案します。 ＩＣＴ分野の研

究開発成果の一部を小・中学生（場合によっては高校生）が利活用体験できるような

仕組みづくりと場の提供を行うことで、研究成果の利活用形態をより小・中学生の柔

軟な発想に基づいたフィードバックを得ることで、大人の視点だけで捉えるのではな

く、子供の視点による新たな気づきを得ることでイノベーション創出のヒントを獲得

できることを期待します。 さらには、将来を見据えた施策として、そのような新し

いＩＣＴの利活用を体験させることで早い段階からその仕組みの利点・欠点を理解し

てもらうことにより、子供たち自身が、次代のイノベーション創出を担っていくため

の素地を養う機会を得て，将来のイノベータ人材が生まれてくることを期待します。 

また、子供たちにＩＣＴ分野の研究開発成果を伝えるのは既存の教師では難しい面が

多々あるため、外部のユニークな技術者を積極的に登用・活用するなどの体制と仕組

みも必要となります。 

 民間で取り組むべきもの：  

ＩＣＴ企業と児童・生徒との交流機会の創出。企業からの専門家を派遣して、児

童・生徒向けのＩＣＴに関する教育や体験学習の実施。など 

 政府で取り組むべきもの：  

各学校に通信インフラやＩＣＴデバイスを早期に配備し、教育関係者のＩＣＴリ

テラシ教育・研修の機会を作る。また IＣＴ企業と協力しながら、学生と生徒のイ

ンタラクティブで双方向なやりとりを可能とするオンライン教育や電子教材・電

子黒板等の試行例を増やしていく。などといった基本的なＩＣＴ利活用環境を整

えていただきたい。その上で、研究成果を教育環境で試行できる制度や仕組み作

り、そうした研究成果の試行を先導する研究機関や民間企業へのフィールド提供

と資金面の支援などを期待します。 

18



（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

※ここで記載した各項目は，（１），（２）の記載項目とは独立した内容となっています。 

① 高齢化サービスの産業創出を容易にする街づくりプロジェクト 

高齢化社会に対応するため、移動体に対する通信・位置情報センサなどの社会インフ

ラを実装し、高齢者サービスの産業創出を容易にする街づくり。 本プロジェクトで

は、これまでに個別に行われている様々な研究成果を集中して設置することで研究成

果の総合実証タウンとしての意味合いをもつことを期待します。 

 プロジェクト実施にあたり、政府に期待する役割 

実証タウンとなる特区の設置、住民・企業に対する税制面などの優遇措置などを

検討いただきたい。 
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提案９（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

□ ＩＣＴ分野において、我が国が強みを発揮すべく重点的に研究開発に取り組むべき分

野とその詳細 

スマートグリッドやスマートモビリティなど、様々な情報化インフラの提案があるなか、

それらは、クラウドによるサービス提供を前提に議論されているところがある。しかし

ながら、これらのサービスはタイミングクリティカルな事象を扱うことが多く、スマー

トグリッドにおける系統安定には 10ms、スマートモビリティにおける自動運転制御にも

同様の処理遅延で行う必要があり、センシング・通信・クラウドでの処理・通信・動作

という処理をこの遅延内で行うことは現状のインターネットインフラではほぼ不可能と

いえる。このような、今後必要となるスマートインフラを支える情報通信網について早

急に検討するべきである。 

また、そのシステムが、ビッグデータを直接扱うことで、クラウドでの処理負荷を分散

処理的な発想により軽減する手法、さらには、各種サービスをローカルで提供する手法、

例えば最近問題となっているフィッシング詐欺や、端末乗っ取りによるサイバーアタッ

クといった問題の解決手法についても検討するべきである。 

□ その分野について、取り組むべき時期 

上記問題はすでに問題が顕在化して社会問題化しているか、早々に問題が顕在化する内

容であるため、可及的速やかに取り組むべきである。 

□ その分野において、現在我が国がリードしているもの、今後リードすべきものの分類 

当該分野においては、分野横断的な議論が含まれるため、これまで集中的に議論される

機会がなかった。したがって、現状でその根本的な問題の分類も含め、根本的な技術的

解決手段の提案は行われていないが、例えばフォグコンピューティングといった、問題

解決の一端を担うとも考えられる提案は存在する。我々は、この問題について 2006年よ

り検討と解決法の提案を続けており、すでに ALAXALA、Juniperといったルータベンダー、

さらには NTT の協力も得て、これらの問題を解決するシステムのプロトタイプを構築す

るに至っており、その基本的な技術は蓄積されつつある。 

□ その分野について、取り組む際に国に期待する役割 

たとえば、構築したプロトタイプシステムを実証実験で利用することを検討した場合、

残念ながら、現状では電力インフラでは独占企業約款や電気事業法の問題、データの扱

いではその二次利用に関する明確なガイドラインが存在せず、また、実証実験場所につ

いても協力をお願いできる地方自治体があったとしても実際に実施することができない
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状況にある。これらの隘路を取り除くサポートを期待したい。また、実際に実証実験を

進め、当該技術を蓄積するための、また主に IEEEをターゲットとした技術標準化を推し

量ることで、当該技術を海外展開するに必要な研究開発資金援助を期待したい。このよ

うな従来であれば省庁横断型となる多角的な見方ができる「実を伴う専門家集団」を構

築し推し進めなければならない。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

我々のアイデアは、現状あるインフラをそのまま利用し、その途中にあるデバイスの機

能を拡張することで、対応する手法である。新たな機器設置を伴わず、全体消費電力の

増大を防ぐという意味でも効果が期待できる。具体的には、たとえば、PONや、携帯網中

継局といったところにあるルータ、バックボーンルータにおいて、パケットの中身を解

析し、必要な処理を施すことにより、場合によってはクラウド宛のパケットであっても、

別途制御を行うパケットをルータで生成するといったローカルクラウドとしての機能を

持たせることであると考える。我々はこのようなルータを利用した情報オープンイノベ

ーション(www.openinter.net)と呼ぶ、インターネットが発展したのと同様にオープンな

環境による自由なサービス提供、イノベーション創出について議論また提案しており、

イノベーションを必要とする人が、正しい自由度をもって新しいサービスを当該インフ

ラの上で構築し、産業や雇用の創出につなげていただくことを目指している。 

また、我々は IEEE標準化委員会アンバサダーという立場にあり、IEEE 標準化活動の日本

国内向けプロモーションを行うとともに、実際に IEEE802.3, IEEE2030 の標準化に関わ

るとともに、IEEE スマートグリッドビジョンプロジェクトにかかわることで主にスマー

トグリッドに関する今後 30年の研究・標準化マイルストーンを決定する立場にある。こ

のような活動場所や、IETF といった標準化団体を利用して、当該プロトコルやシステム

の標準化を進めることができる。 

□ ＩＣＴ分野において研究開発成果をイノベーション創出につなげるために導入すべ

きスキーム 

先にも少し述べたが、我々は当該提案を進めるにあたって、まだ基本技術の一部を構築

しただけであるが、すでに Juniper 社からオファーを得て、基本 API の提供を行ってお

り、今後発売されるルータに標準搭載することを協議中である。また、ALAXALA-日立 JTE

により、実際に当該技術を搭載したルータがテストベッドとして存在する。Juniper社で

は現状でも、当該提案のイノベーション創出可能性を見出していただいていると考えて

いるが、さらに推し進めるためには、やはり日本のルータベンダ、情報通信インフラ企

業、さらには、他のエネルギー関連インフラ企業、道路交通インフラ企業といった、こ

れまでは異業種とされた企業と大学による共同研究開発コンソーシアムを立ち上げる 

必要がある。 

□ そのスキームについて、民間で取り組むべきもの、政府で取り組むべきものの分類 
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異業種での結びつきを維持することは、それなりに困難を伴うことが多い。民間は技術

を結集し、それぞれの足を引っ張ることなく技術の構築と実証を進める取組、それを維

持する努力が必要である。政府としては、この活動維持をサポートするスキームが求め

られる。具体的には、失敗例として、経産省 NEDO における JSCA が、多くの会員を集め

つつ、その具体的な成果についても言及されないまま役目を終えようとしている通り、

責任のある運営と確固たる目標、結束力を生む資金・自治体を取り込んだ地域実証とい

った道筋を示さなければ形骸化しかねないため、そうはならない国としての持続的な取

り組みの確証と国内外プロモーションを期待したい。海外の類似案件はこの点で政府の

サポート、加えて特に対外国外説明のサポートが行き届いているといえる。韓国におけ

るスマートグリッド案件や電子政府案件を見るに、この点での我が国との差は歴然とし

ているといえる。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

ＩＣＴ分野において、（２）のスキームを実践しつつ、その成果が実用化され広く社会で

使われることを念頭においてパイロット的に取り組むべき研究開発プロジェクトの案

（例：無給電で半永久的に動作するセンサを社会インフラに実装しネットワーク化する

ことで、防災減災や収集したデータによる新たな産業の創出を実現する街） 

 

スマートインフラを支えるタイミング・ミッションクリティカルサービス対応オープン

ネットワークアーキテクチャとその地域実証 

 

□ パイロットプロジェクトの成果が実用化され広く社会で使われる際に想定されるビ

ジネスプラン案 

このアイデアは具体的に問題解決を図るインフラを構築することであるが、その API を

技術標準として公開し、だれでもシステム上での認証を受ければ API を利用したサービ

スを展開可能である。先に記したとおり、様々なサービスを自由なビジネスモデルをも

って当該インフラの上で構築していただくことを可能としており、特にこれまでのクラ

ウドやサーバといった形態では集めることができないデータを利活用した新しいデータ

マイニングサービス、データブローカービジネス、安心・安全提供サービス、エコビジ

ネスなど様々なビジネスを展開していただくことにある。 

究極的には、提案するルータにより、インターネット上での装置や人の行動が把握でき

るため、Privacy Preserving Data Publishing/Mining といった新しい技術も取り入れな

がら、これまでにない新規検索エンジンの提案や、CDNサービスの提案といった様々なビ

ジネス案件が想定されており、また当該案件について研究・提案を進めているところで

ある。 

□ プロジェクト実施にあたり、政府に期待する役割  
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実際問題として、イノベーションを創出し、ビジネスとして成り立たせる案件を提案す

るに際して、一度軌道に乗れば、特に政府に期待せずとも市場の広がりとともに民間で

進めることができる。しかし、海外でも取り組まれているように、軌道に乗せるまでの

議論の場の提供や、他業種と地方自治体を巻き込んだ案件となるためその結束力維持と

成果や方向性のぶれることのない明確化・具体化、立ち上げまでの資金的、法律上、独

占企業約款上の隘路解決、特にこの隘路解決はこれまでも大変困難であることがわかっ

ているが、この隘路が解決できなくとも、国内ではなく海外展開を考えた道筋について

協力を頂きたい。 
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提案１０（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 

 ・通信技術を生かした交通（航空機・鉄道・船舶・車両等）機関の運行状況及び事故

処置、検証を行うための運行履歴と現運行の把握システム 

・映像、位置情報等は現在の既存手法で行えるので、即実行可能 

・日本が得意とする通信技術とデータ収集センター機能能力 

・防災、災害、運行事故の際に公的機関との情報連携及び救助や救命指示 

 
 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 

 ・全交通機関で使用している交通機（航空機、鉄道、船舶、車両等）に全方向把握映

像機器、GPS機能、双方向会話可能通信設備、衝撃センサー搭載の義務化 

・民間では上記搭載交通機の情報を逐一データ収集センターが収集するサービスを行

う 

・政府としては、全交通機に対して搭載を義務着け又は推奨する努力及び交通機運行

等に関する関連法律の改正及び新法の作成と実施 

 
 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

 

 ・全交通機の運行状況を把握することにより、予期する環境変化（特に天候変化等、

地震）、災害（地震、火災、二次被害等）に素早く対応するためのインフラ整備（GPS

機能や通信環境等）及び強化のための新通信網産業や情報収集センター拡充の産業創

出並びに緊急時に対処（救命、救出、捜査、復旧等）する国家レベルの対応組織創造 

・公民による交通機の実態把握、防災機会、災害時の対応を情報共有によってより安

全な社会を創造する 

・交通機に関連する法規の改正（情報収集機器の搭載義務化）、差のない地域間での通

信状況（山間部、海上部、空域、トンネル等）最適化実現、災害時において民間機関

との情報共有と行動指針作成、必要各機関への指示決定権の細分化と地域の最小単位

機関への委任 
 

添付資料 「事故検証システム」を参考資料として添付いたします。  
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提案１１（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

大学発ベンチャーに必要なのは 事業化前（プレベンチャー）の「教育」と 事業化後（会

社設立）の「マネジメント」であり、それらを融合させる為の新しいビジネスモデルの

研究開発に取組みたい。具体的には「Digital Knowledge & Intelligence Service Platform 

Provider（データ・情報・知見・ノウハウ・知識等の流通基盤提供者）」モデルのことを

言う。※具体的なイメージは添付資料を参照下さい 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

「Digital Knowledge & Intelligence Service Platform （データ・情報・知見・ノウ

ハウ・知識等の流通基盤）」は、既存の e-ラーニングシステムとの有機的な結合を可能に

し、時間、地域、人種の垣根を作らないグローバルでオープンなナレッジプラットフォ

ームであり、ファーストステップとして社会科学系の「マネジメント知」をメインター

ゲットとする世界初の試みである 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

具体的には経営戦略、マーケティング戦略、IT 戦略及び事業推進を確実に成功に導くた

めには、従来のアカデミックなベース理論と現場で日々創発される「実践知＝マネジメ

ント」を体系化、形式知化し、それらをデジタル化することでプラットフォーム上に流

通させる仕組みの革新に繋がる。当に教育とマネジメントが融合することで日本企業の

活性化とグローバルでの競争力の強化にも繋がる。 
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提案１２（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

低周波数帯（AM 帯）と衛星通信を用いた、広域災害対策通信基盤の確立。国内において

は、有線、無線経路（TCP/IP）を用いた通常時の通信基盤が広域災害で遮断された場合

の非常用代替通信基盤として使用し、発展途上国においては、独立したシステム運用が

可能なシステムを目指す。アナログとデジタル、レトロ技術と最先端技術の融合により、

それぞれの長所短所を補完する技術を開発する。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

低周波数帯の通信は、バンド幅が確保できない為、データ通信には向かない一方、その

伝搬特性から、広域の同報通信としては伝統的で安価なソリューションである。今後、

国内においては、AM 周波数帯は空きがでる可能性が高く、発展途上国は広域に人口が分

散している為、密度の高いデジタルネットワークを完備する事はコスト的に困難である。

低周波数帯を下りの経路として使用し、同報通信による、音声信号とデジタル制御信号

の同時配信を可能とする研究開発を行う。制御信号に対する応答は、上りの経路として、

衛星通信を使用する。これにより、広域災害時に通常の通信経路が遮断された場合でも

自立して機能する、通信基盤を確立する。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

災害放送等で使用する太陽光発電等で自立した電源供給が行える基地局（放送設備を持

つ）を沿岸部に分散設置し、AM 周波数帯を利用したデジタルコントロール信号と音声信

号により、放送および、基地局の制御を行う。基地局の稼働状況等、特に基地局が機能

しているかどうかの情報は、天頂衛星等を用いた衛星通信でセンターに送信する。同時

にボランティアをつのり、試験放送を行い、AM ラジオで放送のカバレージ、音声品質を

調査し、最適な実用化システムの設計に利用可能な基礎データを収集する。 
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提案１３（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

重点的に取り組むべき分野について私見を以下に述べさせて頂きます。 

１）分野：クラウド・サービス間の連携分野 

(理由)ここ１－２年、実ビジネスにおいて、クラウド形態のＩＣＴ利用が急速に進展

していると捉えられるため。 

２）取組時期：出来るだけ早期に(例えば来年度、再来年度) 

(理由)技術方式の異なるクラウド・サービスが其々広範に普及した後、相互連携機能

を定め実装していくことは、既成部分変更の量質等の観点から、時間の経過とともにエ

ネルギーが大きくなると推察されるため。 

３）リードすべきものの分類：クラウド間連携のコネクティビティとインターオペラビ

リティ 

(理由)相互接続できることと相互運用できることの両立がサービス連携検討を進める

うえで必須事項と考えるため。 

４）国に期待する役割：産官学の共同検討スキームおよび国際間の共同検討スキーム推

進のためのリード及び支援 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案１４（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

スーパードームシアターSDT「8Kx8K&3D全天映像システム」 

 プラネタリウムは、国内に 360 館（動員数は年間 800万人以上で Jリーグを超す）、世

界に 3000 館あり、現在はほとんど星空や CG の科学映像しか投影されていないが、ドー

ムスクリーンを使った全天映像は前方だけでなく後ろにも映像があることから理想的な

超臨場感空間を実現できる施設である。 

 提案する SDT は、4 台の スーパーハイビジョン (8K)プロジェクタを使って、実写の映

像をドームスクリーンの 全方向に肉眼分解能で立体表示 する究極の映像シアターであ

る。必要な 8K の映像機器はすでにメーカーの研究所で試作されており、4K テレビや 3D

テレビが家庭に入り始めたまさに今、科学館や博物館などの映像設備は、より先端的な

映像展示が求められている。さらに、2016年試験放送を開始 するスーパーハイビジョン

の テレビ以外の具体的なアプリケーション として SDTを実現し、世界の博物館等に設置

されることで、日本発の新しい技術である スーパ

ーハイビジョンの一層の普及促進 を狙うことがで

きる。 

 なお、我が国はプラネタリウム業界ではハード・

ソフトとも世界をリードしているが(世界の 3 大メ

ーカーのうち 2 つが日本企業)、近年のデジタル化

に伴い国内でも参入する企業も増えている（ハード

6 社、ソフト 14 社以上）。SDT を実現できれば、自然

科学はもちろんのこと、歴史文化、観光、芸能、スポ

ーツそして防災 など幅広い分野の映像コンテンツを

高い臨場感でドーム空間に再現することができ、より多くのプロダクションが参入でき

るだけでなく、世界 3000館のプラネタリウム館の活性化に貢献できる。 

 政府予算で SDT の開発と実証実験の事業を実施できれば、そこで得られるノウハウは、

URCF に参加する会員企業などで共有され、その後の普及は民間レベルで進むだろう。さ

らにこれらの映像通信には政府が推進する次世代の超高速光ネットワークの利用が必須

であり、通信網の整備普及を後押しすることができる。 

 

 

 

4K ドームに再現された被災地の光
景。高い教育効果が確認されている。
SDT になれば現地をドーム内で疑似
体験できるようになるだろう。 
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 一般的な 3Dの撮影、投影に関しては多くの企業で研究されているが、プラネタリウム

は特殊システムであるために量産されるものではないために、萌芽的な分野の研究開発

になかなか取り組めない事情がある。特に、ここで提案する映像は 8Kを 4台使い、遠隔

地の映像を生中継するものであり、ハイビジョンの 64画面分の巨大データ（1.5Gbps x 64

〜100Gbps伝送）を扱うことになる。通信実験を考えただけでも民間で研究開発できるレ

ベルを超えている。また、全天映像を撮影したり、ドームスクリーンに投影したりする

際、魚眼レンズを使用するが、現状のシステムではレンズの収差のために本来映像機器

が持つ解像度を実現できていない。ここにも、光学収差のデジタル補正など新たな超高

解像度技術 の研究開発が求められている。また、プラネタリウム映像はテレビ放送用の

素子が 2:1 の横長であるのに対して円形であるために直径 8K の映像を取得するために

は、16K カメラが必要になる。そこで、8K カメラを超高解像度技術と光学収差のデジタ

ル補正に加えて、8K→16Kのスーパーハイビジョンよりもさらに次次世代の「極」超高解

像度処理 に挑戦しなければならない。 

 政府の事業で、SDT の開発と実証実験を実施できれば、その中でプラネタリウムメーカ

ーだけでなく、映像機器メーカー、通信業、映像プロダクションなどが、それぞれ、撮

影、伝送、投影、コンテンツ制作のための研究開発を行うことができ、そこで得られた

ノウハウをもとにビジネス化することができる。さらに、これまで宇宙映像しか扱って

こなかったプラネタリウムが多目的な SDT になることで、新たな利用方法が生まれ 、そ

こからさらに次世代の超臨場アプリケーションが誕生するに違いない。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

「スーパードームシアターの開発と実証実験」プロジェクト 

 SDT の実現にはハイビジョン 64 枚分の撮影、伝送、投影という膨大なデータ処理技術

を構築する必要がある。その上で、光学収差を除去する超高解像度技術と 8K→16Kの「極」

超階層度技術を開発する。完成した SDT で扱える景観は分野を問わないが、パイロット

プロジェクトでは、成長分野である観光分野で実証実験を行う 。世界遺産やジオパーク

の多くは多くの観光客を期待するもののその環境の保全には最大限の注意を払う必要が

ある。そこで、国内各地の世界遺産に SDT 用カメラを設置し、次世代光ネットワークを

利用して都市部の SDT ドームスクリーンに再現することができれば、集客のための画期

的な広報ツールになるだけでなく、立ち入りのできない自然をもドーム内に再現するこ

とができ、その遺産の価値を高めることができる。そこで、歴史文化遺産（例えば岩手

の平泉や紀伊半島の那智の滝）と自然遺産（例えば登録を目指す奄美・琉球）のそれぞ

れ 1〜２箇所程度と、大学等の研究機関に設置した実験用ドームを次世代光ネットワーク

で接続し、世界遺産をドーム内で超高精細で全方向に立体映像として再現できるように
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する 。本提案のための予備実験は 4K 映像を使って URCF の全天映像 WG で実施 されてお

り、SDTの実現の目処はついている。 

 これらの技術が実現し、プラネタリウムに普及した際の国内の経済効果はハード、ソ

フト、入館料で それぞれ年間およそ 20 億円、20 億円、40 億円であり、世界の市場はそ

のおよそ 10 倍である。また、このような SDTを使った観光コンテンツを内外のプラネタ

リウムで投影できれば、国内観光はもちろん、インバウンド観光客を 2020 年に 2500 万

人と設定して政府が展開する ビジット・ジャパンへも貢献 もできるだろう。さらに、SDT

はプラネタリウムを変革するだけでなく、繋ぎ目がなく、後ろにも映像が投影できるこ

とから上方や後方にも映像が必要な航空機（ヘリコプターなど）の シミュレーターにも

応用 できる。なによりも、多くの動員が見込める SDTが実現すれば、2016年試験放送を

開始する スーパーハイビジョンの素晴らしさを国民に広報する良きツール になり、スー

パーハイビジョンの普及促進に貢献できる。以上の理由から、政府には、この SDT の研

究開発と実証実験用を支援していただきたい。 

  

 

38



  

提案１５（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

歴史文化遺産などを高品質に電子化した情報をデジタルアーカイブとして保存・共有

するだけではなく，それを積極的に活用し，現実世界での人間の活動をより活性化させ

る仕組みに関する研究開発に取り組むべきである． 

日本には，貴重な歴史文化遺産が至る所に存在し，その高品質なデジタルアーカイブ

に向けた取り組みが試みられてきた．しかし，その取り組みの遺産所有者にとっての価

値が不明瞭で，必ずしもこの取り組みが成功しているとはいえない． 

また，我が国の強みの一つは，もてなしの心という我々日本人の精神文化にあり，そ

れは世界的にも認められている．観光産業は非常に大きな経済波及効果を有しているた

め，このような強みを活かし，我が国の国際的観光競争力を高めることは，我が国の持

続的発展の鍵になる． 

人間活動の本質は，実際に動き，実際に体験し，実際に対話することである．この人

間の本質的な活動をより活性化させるＩＣＴの研究開発を，我が国の強みを活かし，積

極的に推し進めるべきである． 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

ＩＣＴを技術の中心に据え，それをうまく活用するための仕組みのデザインが重要と

なる．情報技術の分野では，「ユーザ」という言葉を用いてアプリケーションのデザイン

コンセプトを定義する手法がよく用いられるが，観光というサービス産業は巨大なシス

テムであり，それに関わる人々を「ユーザ」という言葉でくくるのは困難である．人間

を中心に据えたシステムデザインは重要ではあるが，この取り組みで重要になるのは，

人間に対する情報デザインではなく，対象とする歴史文化遺産に関わる多様な人々（現

在の人間のみならず，その歴史文化遺産に関わった過去の人々も含む）の間の関わりを

デザインすることである．そういった人々の関わりをデザインする手法，および，その

目的に適合するヒューマンコミュニケーション技術，メディア技術の開発が鍵になる． 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

京都・奈良といった日本を代表する観光地において，その地域の代表的な歴史文化遺

産の所有者と連携し，最先端のＩＣＴに基づく歴史文化遺産の革新的な利活用方式に関

して実践的な研究開発を実施する． 

そのために，国や地方公共団体には，公的機関の管理する歴史文化遺産に係る部分の

利用に関しての著作権上の許認可，および，ＩＣＴ利用に対する各種規制の緩和などの

協力をお願いする必要がある． 
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提案１６（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

携帯端末を対象とした、安全・安心・防災・生活支援・産業支援を可能とする、これ

までにはない新しい発想に基づくサービス提供基盤の実現。携帯端末は複数の通信機能

(LTE, 3G, Wi-Fi, Bluetooth, Zigbee, NFC, etc.)を備えており、これは言い換えると

搭載されている数と同じかそれ以上の種類のネットワークに接続できることになる。し

たがって、もはや携帯端末は、インターネットに接続するだけではなく、M2M、センサネ

ットワークといった様々なネットワークを利用できる超高機能サービス基盤のための端

末としての十分な性能を秘めていると言える。この携帯端末を対象として、日本人の持

つ世界に類を見ないサービス品質に対する感性をふんだんに活かしてサービス提供基盤

を開発することで、日本が世界をリードできる技術を創出できる。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

前述のサービス提供基盤を利用する手段を広く国民(個人も含めて)に公開すること

で、独創的な発想に基づいたサービスを多く開発することができると考えられる。開発

された様々なサービスを産業界で活躍している人達によるオーディション形式で評価

し、評価済みのものについては、実際のサービス提供までを視野に入れた産業界の支援

を求める。こうすることで、イノベイティブなアイデアを実現し、社会に本当のイノベ

ーションを起こすことが可能になると考える。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

イノベイティブなサービスを実体験できる、実験用アミューズメントパーク。楽しみ

ながらイノベイティブなサービスを実体験でき、さらにその結果を蓄積・フィードバッ

クすることで、サービス開発者の感性と人間の行動の微調整を行うことを可能とする。

実験過程で洗練したサービスは実社会に徐々に浸透させていく。 
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提案１７（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野 ※３ 

ＩＣＴを利用したスマートシティの実現 

 

 スマートシティはエネルギーの文脈で語られることが多いが，部分的な改良ではなく，

都市機能全体を連携させたスマート化が重要である．これを実現するための鍵となる技

術はＩＣＴである．ＩＣＴを用いて少子高齢化，過疎化，経済低迷などさまざまな問題

をかかえる街を持続可能にするという研究開発に重点的に取り組むべきである．われわ

れはまず公共交通システムをメインに取り組むのがいいと考えている．詳細は（３）に

述べる．公共交通システムをメインにすることによって，環境，エネルギー，日常生活，

医療などさまざまなスマートシティの要素を有機的に結び付けることができる． 

 従来のデマンドバスは過疎地で高齢者向けに実施する場合が多いが，その多くは国あ

るいは自治体が補助金を投入しないとやっていけない．われわれの提案は都市型で大規

模に実施することによって補助金なしに事業として成立する形を目指している．現在自

家用車を使っている人々に自家用車を止めて公共交通を利用してもらうようにできれ

ば， 

（１） 利用者はいまより安価で便利になる（路線バスより早く移動でき，タクシーより

安く移動できる） 

（２） 国、自治体は補助金の負担がなくなる（少なくとも減らすことができる） 

（３） バスやタクシーの事業者も利用者が増えてなおかつ車の稼働率があがるので経営

にいい効果がある 

とすべての関係者にとっていい結果になると期待される．ポイントは，いま公共交通を

使っている人（高齢者や学生など）だけでなく，いま自家用車を使っている人を新たな

ユーザとして獲得できることにある． 

 この研究開発は今すぐに実施すべきと考える．日本の多くの地方都市は疲弊して破た

んしつつある．いまなら再生ができる可能性があるが，もうすぐ手遅れになる危険性が

高い．直ちに取り組まないと手遅れである． 

 日本がこの分野でリードしていると思われるのは，大規模シミュレーション技術，モ

バイルコンピューティング技術,マルチエージェントシステム技術などである．道路など

インフラの整備ができると望ましいが，そのためには多額の費用が必要であることを考

えると，ＩＣＴによって対応するのが現実的と考える．パイロットプロジェクトとして

はこだてで成功すれば，この枠組みは他の都市にも適用可能である．日本国内だけでな
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く，世界中にこの枠組みを広げることができる．日本発のビジネスとしても成立する可

能性があると考える． 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 ※３ 

国としてプロジェクトの立ち上げ時に適切に費用を支援する仕組みを実現してほしい．

軌道に乗れば民間業者が十分に事業として実施できるはずであるが，最初の大規模な実

証実験のためには公的な支援が必要である． 

 国としては必要な法規の整備をお願いしたい（乗合タクシーやバス停やバスの運行ル

ートなどに関する法規を緩和していただきたい）． 

 マイカーをやめて公共交通を利用することにした人に対して何らかの支援をすること

で移行を促進してほしい． 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 

パイロットプロジェクトとして「スマートシティはこだて」を実施したい。ここでいう

スマートシティとは，ＩＣＴの適用により，街の様々な活動やサービスを有機的なシス

テムとして統合し，全体として住みやすい便利な街の構築を目指すものである（はこだ

てを例にしたものを Fig.1に示す）．特に，公共交通機関のフレキシブルな運行と他の都 

            

 

Fig.1 Smart City Hakodate 

市内サービスを連携させることにより，高効率の移動を実現するための基本システムを
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開発することを中心とする．基本的にはすべての公共交通をデマンドによって動かすフ

ルデマンド化を想定している（バスと言うとタクシーを含まないと誤解されるので，後

述のようにわれわれは SAVと呼んでいる）．都市内の全てのバスやタクシーをコンピュー

タシステムにより集中管理し，運行を制御する為の通信システム，ガイドシステムを開

発する．本方式の有効性を示し，固定路線や固定ダイヤを廃することによりデマンドに

応じた有機的な配車が可能となることを都市規模で実証する狙いがある． 

交通システムの改変は需要の変化をもたらす．いまは自家用車を利用している人々が便

利になった SAV を利用するようになることで公共交通の利用者が増えることが期待でき

るのである．そのため，小規模実験で実証することから始め，効果と需要の変化を観察

しながら徐々に大規模化していく必要がある．このような試みは函館規模の都市でしか

実験出来ないが，一旦成功すればそのシステムを他の大規模都市に移植することは可能

である． 

われわれは函館のサイズがこのような開発に最適であると考えている．函館の都市規模

が，公共交通のフルデマンド化が有効である程度には大きく，また実験が可能な程度に

は小さいという意味で絶好の地の利である．開発の要素ごとに様々な公的研究開発資金

を投入し，都市生活を全面的に情報技術で支える，スマートシティを函館圏で実現した

い．最終像としては，移動サービスを中心に据えた都市内の様々なサービス（医療，観

光，娯楽，ショッピングなど）の連携を支えるシステムを作る（Fig.2）． 

提案するスマートアクセスビークル（Smart Access Vehicle : SAV）とは，現在のバス

とタクシーの中間的存在で，両者の利点を兼ね備えた新しい交通システムである．数 

 

 

 

Fig.2 SAV System centered Service Coodination  

 

百台から数千台の都市内公共交通をコンピュータネットワークを通じて集中管理する．
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そして，これらをデマンドに応じて最適配置するといのが基本構想である．現在のバス 

は固定路線，固定のダイヤで運行されており，乗客がこれに合わせて行動する必要があ 

る．一方，タクシーは任意の地点から任意の地点まで乗客のデマンドに応じた移動サー

ビスを提供しているが，これは日常的に使うには高額であるという欠点を持つ．スマー

トアクセスビークルは，バスとしては固定路線・固定ダイヤを持たない自由運行システ

ムであり，タクシーとしては乗合をすることにより若干効率は下がるものの料金を大幅

に引き下げるシステムである．コンピュータシステムが最適解を計算することにより，

適切な配車をするため，バスとタクシーといった区別がなくなる．様々な定員の車両を

用意しておくことにより，デマンドが少ない地域では小型の，デマンドが多い地域では

大型の車両を使うことにより最適化が図れる． 

 デマンドバスについてはこれまでもさまざまな試みがなされているが，主に過疎地を

対象としたものである．ここで目指しているのは一定の人口を有する都市型であるとい

う特徴がある．一定の人口を有する都市の方が SAVS（いわゆる「フルデマンドバス」）が

有効に機能することがシミュレーション実験によってわかっている． 

 はこだてを含め，地方都市の公共交通システムは危機に直面している．車社会になっ

てなおかつ人口減少によって利用者が減って便数が減少し，そのことによって不便にな

ってさらに利用者が減るという負のスパイラルにはいっている．スマートシティの実現

に必要な機能はさまざま存在するが，われわれは公共交通システムをＩＣＴによって高

機能化できれば，それを中心に Fig.2 に示したように日常生活，医療，食事などさまざ

まなものと連携でき，その結果として持続可能な街を実現できるものと考えている．現

在は自家用車を使っている人が使わずに SAV を利用することによって環境やエネルギー

の問題に対して大きな効果が期待できる．また SAV に電気自動車を用いることにより，

スマートシティの重要な要素である環境やエネルギーにも効果が期待できる． 

はこだてはこのような実証実験に規模として適切である．プロジェクトの実施にあたっ

て国に期待するのは， 

・立ち上げ時の予算付け（軌道に乗れば民間業者が事業として十分に採算が取れると考

えている） 

・SAVを実現可能にする（特区指定などの）法的な環境整備 

である． 
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提案１８（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野 ※３ 

■知識情報化社会に向けたミリ波帯をはじめとする未利用周波数帯の利用システム実用

化促進 

□重点的に取り組むべき分野 

（概要） 

現在、マイクロ波帯等の既存の割り当て周波数帯では、近い将来その伝送容量が逼迫

することが予想されており、さらに今後は ITS 用途や M2M ネットワーク等の無線システ

ム応用展開が飛躍的に拡大すると見込まれることから、その解決策としてミリ波帯等の

未利用周波数帯を活用し通信容量を確保する事が喫緊の課題となっている。 

そこで、60GHz帯の超高速近距離伝送技術をはじめ、ミリ波帯をはじめとする未利用周

波数帯の利用技術の開発が、日米欧で盛んになってきている。マイクロ波帯までの通信

技術については米国に主導権を取られている部分が大きいが、ミリ波帯・テラヘルツ帯

などの高周波数帯の利用技術については、我が国の技術優位性も高く、国としていっそ

う重点的に技術開発、実用化促進に注力することで、我が国の国際競争力を飛躍的に向

上させることが極めて重要である。また本分野への重点的な注力により、「電波新産業創

出戦略」で示されているブロードバンドワイヤレス、家庭内ワイヤレス、安心安全ワイ

ヤレスの社会が実現できる。 

（個別分野の詳細） 

・60GHz 帯超高速近距離伝送技術 

 例えば 60GHz帯の超高速近距離伝送技術については、現在 IEEEで規格化が進められて

いるが、ここには既に我が国の技術も盛り込まれており、技術優位性がある。また今後

も、さらに利用シーンを拡大すべく新たなチャネル配置を実現する技術やこのグローバ

ル民間規格への積極的な提案で引き続き技術開発と標準化活動を継続する事で、8k4k 時

代の家庭内ブロードバンドの利便性を高めるだけでなく、店舗・公共施設でのコンテン

ツ流通やキオスク端末での屋外大容量データの取得などにアプリケーションを拡大すべ

きである。 

 さらに、高周波帯無線チップセットについては、我が国の有するアプリケーションに

カスタマイズできるサブシステム技術をすり合わせることで多くの実用化が期待されて

いる 

・高周波数帯利用レーダー技術 

例えば、既に 79GHz 帯レーダー技術についても、欧州・日本で盛んに研究開発、実用
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化が進められており、また ITU-R においても標準化議論が加速している。 

今後、この開発コンセプトである安心・安全アプリケーション応用技術は ITS 分野だ

けでなく産業機械・ロボット・建築・資源開発などさらに多様な利用シーンへの展開を

想定すると、より高精度なレーダーも必要となっており、今後引き続き、79GHz帯で確立

するチップセット・モジュールとサブシステムの擦り合わせ実績を踏まえ、未利用周波

数帯の有効活用の観点からもさらに高周波数帯を利用したレーダー技術の開発・国際標

準化、実用化普及に向けた取り組みが重要になっている。 

・テラヘルツ帯利用技術 

既に欧州をはじめこれまで国際分配されていない 275GHz 以上の高周波数帯（テラヘル

ツ波帯）等の基盤技術研究が国際的な規模で盛んになってきている。今後、欧州の動向

にも慎重に対応しつつ適宜連携も視野にしながら、先行的なデバイス開発の基盤研究に

も注力していくことが必要である。 

その際、この周波数帯（275 - 370GHz）はまだ世界的に周波数分配が行われていない

ため、当該技術により新たな電波資源を開拓し、周波数の有効利用や既存業務の高い周

波数への移行を促進するとともに、国際標準化を通じて中長期的な我が国の国際競争力

向上につなげることが不可欠である。 

 

□取り組むべき時期 

平成 25年度から 10年間程度 

2020 年頃の、膨大な情報がネットワークに流通、蓄積されると言われている知識情報

社会の到来に合わせ、高周波数帯無線システムでのオフロード活用などの利活用開発

が必要である。 

□我が国がリードしているもの 

・数 Gbpsの伝送技術及びデバイス技術 

 （化合物半導体デバイスに加え Si系 CMOS技術の先進微細化回路技術や実用化技術） 

既に産学官連携で研究開発を進めてきた 60GHz ミリ波通信用途向けシリコン系無線

チップセット（CMOS）は、グローバル民間規格に準拠しつつ、2Gbps程度の大容量デー

タ伝送を実現しているばかりか、日本が得意とする小型・低消費電力において世界で

もトップレベルの実力を実現している。 

特に高周波数帯 CMOS チップセットの回路設計については、学際領域においても顕著

な優位性がみられるだけでなく、小型・低商品電力化等の基礎技術の応用・実装とい

った実用化技術では他国を大きくリードしている。 

また、我が国にはこのチップセットやモジュールの機能を活かし得る民生品や ITS

等の産業分野で多くのサブシステム技術が存在し、さらにイノベーションを興すため

の「すりあわせ技術」やこれを実現できる人材を有している。 

□今後リードすべきもの 
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・数十 Gbps の伝送技術及びデバイス技術 

 （化合物半導体デバイスの民生産業への転用に加え、Si-CMOSによる低消費電力、小型・

低コストの高周波無線通信用のチップセットの実用化） 

・我が国がリードしている無線通信技術を活用したグローバルに通じるアプリケーショ

ン展開 

今後、我が国がリードしている無線通信技術を活用したシステムの展開が期待され

る ITS、医療、教育、働き方等の事業領域については、まさに我が国が抱える少子高齢

化現象をサポートし得る新産業創出や国民の安心・安全に大きく寄与するとともに、

他先進国に対するモデルになり得るものと考えられるため、そのアプリケーション開

発について官民で注力していくことが不可欠である。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 ※３ 

・投資対効果の最大化を目指したアプリケーションターゲットの選定 

・“ソリューション/コンテンツ”レイヤ等において、グローバルパートナーとのマッチ

ングを視野に入れた、研究成果の実証実験やグローバルな啓蒙活動の推進 

・研究開発／標準化推進／実証実験／技術リリースまでプロジェクトをリード・プロデ

ュースできる権限と責任を委託できるリーダーの選定 

といった点が重要である。 

従って、例えば 

・既存の研究開発スキームにおいても、評価会や運営委員会等において、アプリケーシ

ョン、マーケットの立場のメンバーを必須とする 

・研究開発スキームにおいて、より柔軟な実証実験が可能となるスキームとする 

等の工夫が必要と思われる。 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 

□プロジェクト案 

・さらなる大容量コンテンツの瞬時伝送を前提とした超高速近距離伝送技術開発 

・目視レベルに近い超高精度センシング技術開発 

・超高精細映像長距離伝送技術開発 

 

□政府に期待する役割 

・世界に先駆けた研究開発への投資 

・国際周波数分配及び IEEEその他フォーラム等への国際標準化支援、国際協調の推進 

・多様なレイヤーにおけるグローバルパートナーとの連携の場作り 

・開発技術のグローバルアピールに向けた実証実験・社会実験への投資 
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提案１９（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

日本のモノづくりで最先端を行く技術の統合的な融合により、次世代のマーケットが期 

待できる M2M マーケットでの展開をやりやすくすることが、重点的に取り組むべきと考 

える。最先端技術としては、広域エリアでの通信技術や、MEMS などのセンサ技術、高 

度な制御ができるアクチュエータの技術などがあり、これらの組み合わせ技術が、環境・ 

エコ、農業・漁業、建設・保全、防犯・防災、医療・介護などで活きるのが M2M ビジネ 

スとなる。さらに、欧米で拡大化しているオープンソースハードウェアの概念も柔軟に 

取り入れ、デファクト戦略を視野にいれた展開が必須となり、最近のコンプライアンス 

病を打開するために、教育機関や研究機関を巻き込んだオープンなモノづくり環境を率 

先する誘導が必要と考える。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

最先端の日本のモノづくり技術を、オープンソースハードウェアの概念に基づき、広く 

普及させるための規約をまとめ、特許権や著作権を配慮した技術の自由な共有化や、利 

用・応用の展開をやりやすくする環境をまとめていく必要があると考える。特に、安価 

で、迅速に、特許問題などに悩まされることなく、必要とされる技術が、簡単に手に入 

れられ、新しい製品開発へ用いられることが重要と考える。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

上述した M2M マーケットは、これまで大きな期待があったにも関わらず、大手やキャリ 

アでしか参入できなかった。この障壁を取り除くためのオープンソースハードウェアの 

概念を取り入れた事例（参照：添付資料１）などを、積極的に活用展開することが重要

と考える。しかも大学・高専などでの頭脳を利用し、将来的につなげる教育・研究も含

めた広域通信技術でのセンサネットワークや、クラウド連携、ビックデータの処理など

での M2M のコア技術の研究・応用といった、産学共同のパイロットプロジェクトが必要

と考える。デファクト化対応では、スマートグリッド向けに開発された通信規格 IEEE1888 

などを取り入れ、普及展開の加速度化をはかり、将来的に世界的な M2M マーケットへの

チャンスを作っていく。（参照：添付資料３） 
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提案２０（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

超高齢化・少子化時代に備え、高齢者や障害者を含む誰もが社会の推進力であり続けら

れる社会の実現を支える技術を開発すべき。コグニティブ・コンピューティング技術等

を積極活用し、テクノロジーが人の能力を支えることにより、新たな社会の活力を生み

出す必要があると考える。日本は社会的意義の高いアクセシビリティやエイジング等で

多くの研究を行っている。世界に先駆けて超高齢者社会に突入する技術先進立国として、

グローバルと協働してこの課題に立ち向かい、解決をリードして世界に貢献すべきであ

る。国にはその研究開発拠点の設立、運営資金、支援人財、社会実証実験の遂行等をご

支援いただき、国際的な認知と協力を得るスポンサーシップを担っていただきたい。極

めて厳しい国家財政を踏まえると、これは喫緊の課題であり、官民を挙げて直ちに取組

む必要があると考える。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

本領域の研究の多くは、個々で良い技術と成果を出しながらも、投資資金やスポンサー

シップが限定的なため、社会で広く使われてインパクトを与えるソリューションになり

得ていない。目的を共有できる企業・大学が自治体と協力して、ある程度の壁（独立性）

を保持したまま、課題解決のための共同研究・共同実験を行える場を設立することを検

討いただきたい。個別の尖った成果を他と組み合わせ、刺激し合って新しいアイディア

を迅速に創出し、具体的用途での成立性を立証しながら、場に集う集合体が刺激しあっ

てイノベーションに取り組むべきであり。研究員・プロジェクトマネージメントは主要

な民間と大学で構成し、広く課題や成果の共有と、市場の最新トレンドやニーズ、デー

タの提供を受ける。特定地域での社会実証実験や、国内外での広報宣伝による認知度向

上と協力取り付けに、政府の支援とリーダシップを期待したい。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

以下に現時点でのアイディアをいくつか示す。協業の場で、高齢者や障害者にも協力を

依頼することにより、誰もがイノベーション創造の原動力となって活力と成果を生み出

し、ビジョンを実地で実践し、その成立性を立証しているショーケースとなることを目

指す。 

・ モバイルデバイス用の高齢者向けインタフェース・ソフトウェアプラットフォームの

構築と実装 

・ 各自のスキルとニーズをマッチングさせ、必要とされるところに必要な時に未知の人
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ともコラボして能力を提供出来る、ソーシャルネット・インフラの構築 

・ 大規模センシングデータのアナリティクスによる、認知・五感機能の低下予兆検知と、

それに応じて進化する適切な支援とアドバイス機能の実現 
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提案２１（団体） 

 

 

１）重点的に研究開発に取り組むべき分野 ※３ 

テラヘルツ波技術分野 

【研究開発目的】テラヘルツ波利用による、新たな大容量無線通信システムの創出と広

範囲な応用が可能な新規センシング・イメージングシステムの開拓、及びその基盤とな

る高精度計測技術の確立を目的とする。 

 

【研究開発の必要性】 

○あらゆる層に利用拡大しているスマホ等携帯システムの普及、大容量コンテンツの流

通を前提とした知識情報社会への移行に伴い、ワイヤレス環境での通信伝送量は飛躍的

に増大しつつあり、テラヘルツ波の特性を生かした新たな大容量通信システムの導入の

必要性が極めて高まっている。 

○テラヘルツ帯は光ファイバー通信の 40-100 Gbps をそのままハンドルできるため、光

伝送区間とテラヘルツ無線区間とシームレスに組み合わせた柔軟性の高いネットワーク

が実現できる。その際、光区間と無線区間のデータ相互載せ替えを自在に行う新たな光

電子デバイスがキーデバイスとなる。その実現により、ビッグデータやクラウド世代に

対応した新世代ネットワークシステムにおいて、大容量コア・アクセスネットワークの

みならず、ネットワークにつながる多種多様なものの状態を監視・制御する高範囲なセ

ンサーシステムやその応用サービスが大きく広がると考えられる。 

○一方で、テラヘルツ分野では、センシング・イメージング利用のための光源、検出器、

コンポーネントなど様々な要素技術の開発も急速に進んできており、自動車、非破壊検

査、バイオ、医療などの多様な分野で、将来的に１兆円を越えるマーケットを形成する

と予測される。 

○新たな技術革新が国際的に急ピッチで生まれており、我が国としても産学官連携のも

と、早急に戦略的に着手しないと欧米の後塵を拝すこととなる。 

○これらを支える基盤技術としてテラヘルツ波の計測基盤も早急に整備しなければなら

ない。システムの標準化・技術基準の整備は国が先導すべきであり、産学官一体となっ

た取り組みがまさに今望まれている。 

○このような先端的な研究開発ならびに計測基盤整備のためには、多大な費用負担と研

究規模を必要とすることから民間のみに任せておいては早急な進展は望めない。 

 

【研究開発課題】 
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①CMOS（シリコン系デバイス）及び化合物系デバイスの高周波デバイス技術（素子、発

信器、受信器、回路、伝送路、アンテナ、モジュール等）、マイクロマシン真空素子技術 

②伝送距離に応じたテラヘルツ波通信システム技術 

③テラヘルツ波の特色を活用したイメージング・センシング技術（イメージングアレイ、

バイオチップ、分光ユニット、データベースなど）、①のデバイスを活用した計測システ

ム、および、分光や断層イメージングに利用可能な計測システム技術 

 

【研究開発成果の活用例】 

①ボード内通信、ボード間通信、筐体間通信、光/テラヘルツ波シームレス通信方式、8K

テレビ低遅延伝送等の大容量伝送システム、災害時等での障害から迅速に復旧できる強

じんな有/無線大容量通信システムアーキテクチャ 

②小型テラヘルツレーダー、次世代高度医療用イメージング装置（テラヘルツ CT） 

③テラヘルツ波利用機器の測定や技術基準の基礎となるテラヘルツ計測基盤 

 

【着手時期】 

フェーズ 1として 2014年から 5年間程度（早急に着手する必要がある。） 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 ※３ 

【イノベーション創出につなげる手法】 

以下の手法が効果的であるが、広がり・規模・資金力などの点で単独企業等では実施が

困難であるから、国の支援やコーディネート（関係者への働きかけ等）が必要である。 

 

①技術実証の場を提供して研究開発の PDCAサイクルを確保する手法 

研究開発成果を組み込んだプロトタイプを実利用環境で使用し、その使用結果をフィ

ードバックして技術の改善につなげる。公設民営方式。 

②技術を実証するためのプロトタイプ開発設備を共同利用する手法 

 高価なプロトタイプ開発設備を共同利用して効率的に開発する。公設民営方式。 

③技術開発情報を有効かつ戦略的に共有する手法 

 フォーラムやコンソーシアムを形成し、技術開発情報を共有することで研究開発を加

速する。また、国際的な標準化や規格化の主導権を取る。 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 
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【パイロットプロジェクト及び関連する研究開発成果】 

①超高速テラヘルツ波伝送パイロットシステム（企業内ネットワーク、地域ネットワー

クとしてパイロット利用） 

＜関連する研究開発成果＞ボード内通信、ボード間通信、筐体間通信、光/テラヘルツ波

シームレス通信方式、8K テレビ低遅延伝送等の大容量伝送システム、災害時等での障害

から迅速に復旧できる強じんな有/無線大容量通信システムアーキテクチャ 

 

②テラヘルツ波イメージングパイロットシステム（検査場、工場、老朽建造物等でのパ

イロット利用） 

＜関連する研究開発成果＞小型テラヘルツレーダー、次世代高度医療用イメージング装

置（テラヘルツ CT）、自動車部品・製剤・薬剤等の非破壊検査・診断用イメージング装置 

 

③テラヘルツ計測基盤の確立のためのパイロットテストベッド（計測環境の共同利用） 

＜関連する研究開発成果＞テラヘルツ波利用機器の測定や技術基準の基礎となるテラヘ

ルツ計測基盤 
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提案２２（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

我が国は、地下街での IT化が進み、発災時の避難誘導技術について海外から多数の見

学者が訪れている。このような状況を受け、地下街などの屋内空間を対象に、災害（火

災、自然災害他）の状況に応じた人の行動特性データベースを構築し、それを活用した

避難誘導システムの開発・整備を実施することで、発災害時の避難誘導技術を向上させ、

日本の防災技術の海外（アジア）展開のキー技術になると考える。 

また、地下街での避難誘導計画策定、発災時の避難行動のデータベース整備、避難誘

導のための情報伝達の出し方などについては、国主導による計画策定が重要と考える。 

これらにより、発災時の状況に応じたきめ細かい避難経路を見やすく提示し、弱者に

も優しい安心・安全な社会構築に役立てることが可能となり、確立した技術を日本の防

災分野での海外展開のキー技術とする。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

日本発で G 空間社会の実現に重要な屋内測位技術（IMES*1）を活用し、将来大深度地

下街が整備される名古屋駅に付随するエリアを対象に、IMES の運用管理上の基礎データ

（IMES 電波が GPS電波に干渉を与えないなど）を取得する。また、IMESの運用管理につ

いては、PRNコード*2の日本での運用管理責任機関である JAXAと連携し、国際展開を図

るために、海外の電波行政を考慮した日本としてあるべき姿を策定し、国際標準化活動

が有意に進むような姿に見直す。政府は、PRNコード運用管理のあり方、及び電波行政上

のあり方を検討する。民間は、技術開発・産業化を担当する。 

*1 IMES(Indoor messaging system) *2 PRN(Pseudo Random Noise) 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

公共空間に設置された各種器具に位置情報を検知するセンサー（IMES*）を内蔵し、そ

の電波の活用で、人や物の位置情報を取得し、エリア毎に常時収集することで、防災減

災や収集したデータによる新たな産業の創出を実現する。 

パイロットプロジェクトは、名古屋駅前の地下街を想定している。この地下街は、全

国でも有数の広い地下街であり、また 50年以上を経過した古い地下街ということもあっ

て、南海トラフ地震による被害も想定されている。また、14 年後には、リニア中央新幹

線が開通に伴い大深度地下駅の建設が予定されており、地下での防災や避難誘導が非常

に重要な地域となっている。そのため、名古屋でのパイロットプロジェクトの成果が、

国内外の地下街や屋内における幅広い公共空間にて活用できると考える。 
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【実証イメージを次頁に添付します】 
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屋内・地下街での避難誘導支援システム 実証イメージ 

 
 

 
 

 

災害情報配信サーバ 

平常時 

災害時 

 
 

２階で火災発
生、危険 

 

２階で火災発
生、危険 

 

出入口 

飲食店 

出入口 

出入口 

 
 

火災発生箇所 

ユーザには、 
・有効なクーポンやセール情報の配信 
・店舗までのルート表示など 

災害場所に応じた 
出入り口への 
避難方向を表示 

   
 ・人の行動特性データ   
 ・災害情報の配信データ 
 ・サイネージ配信コンテンツ 
 ・避難誘導計画データ など 
   

屋内測位+ 
サイネージ 

屋内測位+ 
サイネージ 

屋内測位+ 
サイネージ 

屋内測位+ 
サイネージ 

屋内測位情報から 
 ・リアルタイムの人の行動把握 
 ・リアルタイムの対象エリア毎の滞留人員把握 

３階 
洋服店 

 
 ショッピング クーポン情報 

お得な
情報 

本日限り 

コーヒー 
１杯無料 

デュアルユース 

火災検知器 

地下街における南海トラフ地震 
による火災・自然災害 

スマートフォンに災害情報表示 
  ・自分の現在位置 
  ・災害発生箇所 
  ・避難誘導メッセージ 

地震 火災 地下街 
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提案２３（企業） 

 

 

（１） （１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

2020 年に家庭や小規模事業所に 20 ギガ bps のネットワークを引くことができるように 
するための技術開発。情報量が爆発的に増大するのに備え、社会や産業や生活への利活

用の需要が拡大することを想定した取り組みとして、以下の三分野を提案する。 
「端末技術分野」：低電力かつ小型でも大容量通信を可能にする無線通信技術と、 

超広帯域の光アクセス技術。 
「周波数有効利用技術分野」：モバイル機器利用時のラスト数十メートルを効率化し 

超広帯域化するための技術。 
「基幹回線技術分野」：ビットあたり電力二桁削減を目指す超低消費電力の 

光ネットワーク技術。 

（２） 研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 

お仕着せや受け身の「技術」の展示場・体験場ではなく、想像力豊かなクリエーターや

団体が、自由に、双方向で、「魅力開発」を実証実験できる場が必要。 
新たな地域に人を集めるのではなく、元々そういう人材や文化がある場所に実証実験の

場を設ける。 
（３） その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いた 

パイロットプロジェクト 

（１）の技術を商用化前の段階において実験的に導入し、超高速ブロードバンドをアプ

リケーション事業者やクリエイター等が自由に使えるような生活環境及び業務環境を提

供するプロジェクト。 
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提案２４（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

HTML５の標準化を見据えた新たな OS を具備したスマートデバイスや企業の BYOD（Bring 

Your Own Device）を実現するセキュリティ技術の開発により、 次世代のスマートフォ

ンやタブレット PCが急速に社会に浸透し、一層の効率的な社会活動が進展することが想

定される。一方、スマートグリッド、ITS等が整備されたスマートシティでは、今後、セ

ンサネットワークが社会インフラとして、重要な役割を担うことが予想され、多種・多

様なセンサの活用により、ネットワークを流れる情報量は桁違いに増え、その膨大な情

報をクラウドコンピューティングによりハンドリングすることで、社会的な課題解決に

つながるサービスや新たな産業創出につながるサービスイノベーションが期待される。

人と人とのリアリティに富む次世代のコミュニケーションはもとより、いつでも、どこ

でも、必要な時に、アクティブ（意識してサービスを提供される）あるいはパッシブ（意

識せずサービスを提供される）に、必要とする情報やサービスが利用できる、ユビキタ

スブロードバンド環境の整備とその上でのサービスイノベーションの促進が、今後、ICT

分野において、我が国が強みを発揮すべく重点的に研究開発に取り組むべき分野である

と考えられる。具体的には、ワイヤレスネットワークのブロードバンド化とそれを収容

する光アクセスネットワークの融合による経済的で多様なサービスを効率的に提供可能

なアクセスネットワークの研究開発が急務である（参考資料参照）。 

現在、第４世代ワイヤレスネットワークとして、LTE-Aの実用化に向けた研究開発が進展

していることから、上記の「光と無線の融合」した第 5 世代ネットワークに関しては、

２０１４年頃から、方式やアーキテクチャの検討を開始し、２０１６年以降から本格的

な実用化に向けた方式の絞り込みとキーデバイスの研究開発を行うべきと考える。 


現在、我が国では、FTTH の普及や次世代の 10G−EPON や WDM-PON では、NTT を中心に世

界最先端の研究開発を行なっている。また、第 5 世代のワイヤレスネットワークとして

有望な DAS（Distributed Antenna System）の研究においても、東北大、NTTを中心に世

界を大きくリードしている。今後は、上記の光アクセスとワイヤレスアクセスをいかに

融合し、経済的で効率的なユビキタスブロードバンドネットワークを構築するかが重要

な課題である。  

上記のネットワークは、実世界の多種多様なデータを実時間で収集・集約・分析し、防

災・減災、環境、医療、交通等をマネージメントすることで、安全・安心な社会を実現

するサービスの創出につながるため、産業分野の横断かつ異分野の融合がイノベーショ

ンの起爆剤となることが想定され、選択と集中による国の研究開発資金の投入、既存分
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野における規制緩和や撤廃に向けた国の取り組み、我が国発の技術やサービスをグロー

バル展開する上でのデファクトも含めた戦略的な標準化に向けた国のリーダーシップに

期待をする。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

上記のネットワークの方式やアーキテクチャの研究では、産学官連携をベースにコンセ

プトの創出を目指し、研究開発の初期段階から、グローバル化に向けた海外との連携を

進め、研究成果の国際標準化を目指す。実用化に向けては、テストベット構築によるオ

ープンイノベーション拠点を形成し、パイロットプロジェクトを産官学連携により推進

することで、サービスイノベーションの創出を目指す。 

具体的には、研究開発の初期段階では、研究大学と民間企業が中心となって、国からの

マッチングファンドをベースに研究開発に取り組む。実用化段階における LSI 等のキー

デバイスの開発は、国の国際競争力強化につながることから、産官学連携による国家プ

ロジェクトを立ち上げる。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

光と無線を融合したユビキタスブロードバンドネットワークを実現するオープンなテス

トベットを構築し、その上で、安全・安心な社会を実現する防災・減災、環境、医療等

の先進的ソーシャルサービスを創出するパイロットプロジェクトを産学連携のもとに推

進し、社会実装の促進とグローバル展開を目指す。 

政府には、テストベット構築に向けた旗振りとパイロットプロジェクトへの研究開発資

金支援、国際標準化とグローバルな展開に向けたリーダーシップを期待したい。 
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提案２５（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

●我が国が強みを発揮すべく重点的に取り組むべき分野とその詳細 

【先進的超高齢社会を築く ICT 技術】 

超高齢社会においては、高齢者に限らず①生きがいの形成、②ヘルスケア及び③

生活の支援・向上の三つが社会の活力維持と人々の幸福のために極めて重要であ

る。 

① 生きがいの形成 

ふれあいを促進・創出するコミュニケーションをいかに地域に根付かせてい

くかが重要であり、ICT 技術としてはコミュニティインタフェースとも言うべ

きヒューマンインタフェースの開発と場の構築がとりわけ必要とされる。 

② ヘルスケア 

介護、医療、健康維持を目的として、ネットワークロボット、脳情報通信、

ビッグデータ、M2M および HDI（Human Direct Interface）ネットワークの

研究開発が求められる。 

③ 生活の支援・向上 

 高齢者に対する各種生活支援のほか、若年層等も対象として、子育て支援、

テレワーク、グローバル化に対応する e ラーニングなど生活向上に寄与する

ICT 技術が求められている。           

●その分野について取り組む時期 

   我が国の高齢化の進展は世界的にもトップを走っており、それへの取り組みは火

急の要がある。また、他の先進国やアジア諸国の高齢化もすぐ後に続いているので、
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開発した技術や社会実装法については、重要な輸出項目となり得る。したがって、

できる限り速やかに着手することが適当である。 

●その分野において、現在我が国がリードしているもの 

  ① 生活支援のためのネットワークロボット技術 

  ② 非侵襲の脳情報通信処理技術 

●その分野において、我が国が今後リードすべきもの 

① ヒューマンインタフェース技術 

② M2M 及び HDI（Human Direct Interface）ネットワークの技術 

③ ビッグデータ技術 

④ ライフログ技術 

                               （参考資料１） 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

イノベーション創出は、一機関、一企業では実現困難なものであり、多様な分野

における多くの機関、企業がその強みを出しあって分野・業界横断的に連携して行

くことが重要である。 

このような連携を図り、社会展開、社会実装を要件とした研究開発を進めるため

には、ビジネスプロデューサーのような存在が必要である。ビジネスプロデューサ

ーには責任と権限を与え、実行に必要な資金、人材を動かせるような仕組みにする

ことが望まれる。現状では、ベンチャーに対する民間資金の供給は極めて限られて

おり、国として一層の取り組みが求められる。 

同時に、研究開発成果を社会実装していくためには、当該研究開発の中身をよく

知る研究者と実用システムについて経験を有する開発技術者やセールスエンジニア

がチームを組んで進める必要があり、また、場合によっては当該技術分野で販売力

のある企業との合弁会社の立ち上げも考慮されるべきものと考えられる。 
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また、高齢・少子化は先進諸国等の共通課題であることから、将来の国際展開も

見すえ、海外の研究機関等との共同研究にも積極的に取り組むべきである。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

① 【超高齢化に対応する高度 ICT社会実現のための研究開発と社会実装】 

ネットワークロボット技術と脳情報通信技術による、高齢者の自立に役立ち介護

負担を軽減するシステムの開発を核に、それを支えるネットワークとビッグデータ

システムの開発を図る。 

同時に、脳情報通信技術の応用によるリハビリテーションの効率化と被介護者・

介護者の精神的負担の軽減、ライフログ技術による精神疾患の軽快などを実現する。 

以上の研究開発と社会実装により、社会を構成する全ての人々の QOL を大幅に改

善する。                       （参考資料２） 

 

② 【少子化対策として速効性の高い若年層の子育て（保育）支援のための ICT技術】 

少子化が進む一方で、我が国の将来を担う子どもたちとその親を支える社会の枠

組みはいまだ不十分である。特に、0～2 歳の低年齢児に関する待機児童数の解消は

急務であるが、保育所の負担が多く、根本的な解決に至っていない。この問題を解

決するための ICT 技術として、複数のロボットが保育士およびセンサネットワーク

と協調し、子どもたちの注意や行動を適切に制御することで、保育負担を軽減でき

る技術を確立する。さらに、センサネットワークにより蓄積された子どもたちの様

子や保育状況に関するビッグデータを解析して、保育日誌作成の自動化を進める技

術や、子育て支援に関するポータルサイトの構築およびロボットが適切に子どもた

ちに介在する方法の確立を行い、保育支援への ICT 技術の活用を進めることで、若

年層の子育て支援を実現する。               （参考資料３） 
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③ 【ビッ グデータと対話型ロボットを利用した英語学習用 eラーニングシステム】

今後更に進むグローバル化に対応するため、若年層から高齢者まで、ロボットが相手

の理解度・習熟度・年齢と性格に応じて、相手への介在方法を適切に変化させつつ、学

習支援システムと連動して英語学習を支援するシステムを構築する。幅広い年代の人々

による学習実験を長期的に行うことで、英語学習に関するビッグデータを収集し，その

知見をロボットや学習支援システムにフィードバックし、英語学習の効率化や生きがい

の創出を目指す。  （参考資料４） 

④ 【近接型の複合無線システムによる大容量 M2M/HDI（Human Direct Interface）通信

ネットワーク基盤の構築】 

超高齢社会を支えていくためには、ネットワークの働きが欠かせない。脳情報など

の各種生体センシングデータやライフログを構成する各種データを、ユーザの自然な行

動を阻害せずに収集するため、無線を利用した大容量な M2M/HDI 通信基盤の構築を図

る。このようなデータは多様な属性（多数の生体センサからのセンシングデータ（個々

は小容量）から、視覚情報などの大容量データまで）を持ち、かつ社会インフラとして

機能するためには多くのユーザから効率よくデータを収集できる必要がある。このた

め、ミリ波、テラヘルツ波などを用いる超高速近接無線通信技術と、マイクロ波以下で

面的周波数利用効率の高い超多元近接無線通信技術を組み合わせた複合型の無線通信

基盤テストベッドを実現し、新たな情報インフラとして活用することによって上記②、

③のような応用研究も加速する。   （参考資料５） 
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提案２６－１（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

電力制御ネットワーク 

クラウドによる高度エネルギー制御技術とネットワークへの研究開発を加速するこれ

は、提案している EVNOのように、ITが取り組む次世代電力基盤である。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

電力は、流行で研究するのではなく、非常に重要度が高いテーマである。しかし、総務

省としては、その制御技術に関して組織的かつ強い研究開発を望みたい。制御技術は NGN

から培うキャリアをはじめ多くの IT系の技術であり、クラウドと連携させて新しい、総

務省のプロジェクトを希望する。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

まずは、HEMSを全体で制御するネットワークを IPをベースとして整備する。エネルギー

問題には、総務省の視点からのアプローチが重要である 

参考：スマートネットワークの未来 慶應出版会 山中直明著 
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提案２６－２（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

次世代クラウドネットワーク 

特に上位から下位までのクラウド連携をおこなう、インタフェースと標準化および国際

的な普及活動。これは、国際的に次世代最重要項目になり、日本の産業の生き残りをか

けたい。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

産学官をコンソーシアム化して、研究分担を広い範囲でポートフォリオする。3 年ごとに、

期限をもつファンドだけではなく、産学官のメンバーを作り、複数のトピックスをカバ

ーしながら、進捗を見ながら定期的にテーマの進め方をなおし、3年ごとにテーマの方向

を変える。なぜならば、スタートアップとクロージングを繰り返えすことは、総務省の

投資効果上も非効率であり、いわば産官学の仮想研究所（virtual Lab）の研究推進を

総務省が中心となってやる。そのような、labを複数設け、長期的視野も持ちながら研究

成果をイノベーションにつなげる 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

クラウドは、今後世界的な競争に進み、とくにビジネスユースは国内企業が十分にマー

ケットを取れる可能性がある。（SIサービスベスト１０に 3社がはいる）インタークラウ

ドは、日本のコア技術である光技術と密接に関係があり、戦略的融合はその効果は計り

知れない。 
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提案２６－３（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

次世代光ネットワーク 

光ネットワークは、日本が世界をリードしている技術の重要な分野である。一方、デバ

イスの一部はアジア諸国の追い上げを受けており、ここで、クラウドと連携したネット

ワーキングを進めるべきである。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

光ネットワークの研究はかなり組織的な産学連携体制が進んでいる。ある程度継続させ

て組織的に研究するために総務省が仮想研究所を持つことを提案したい。これは、メン

バーを包括的に固定して、分担するトピックスをダイナミックに変更することを行うも

のである。くりかえしであるが、3年ごとに、期限をもつファンドだけではなく、産学官

のメンバーを作り、複数のトピックスをカバーしながら、進捗を見ながら定期的にテー

マの進め方をなおし、3年ごとにテーマの方向を変える。なぜならば、スタートアップと

クロージングを繰り返えすことは、総務省の投資効果上も非効率であり、いわば産官学

の仮想研究所（virtual Lab）の研究推進を総務省が中心となってやる。そのような、

lab を複数設け、長期的視野も持ちながら研究成果をイノベーションにつなげる 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

クラウド試行を進めた光ネットワークは最重要で、十分に日本は世界のリーダとなりえ

ると確信している 
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提案２８（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

・ICT分野において、取り組むべき分野 

様々なセンサを統合し、解析、予測に用いるセンサフュージョンとそれを応用したス

マートタウンと防災 ICTの高度化。 

 気象センサや監視カメラ等の情報を統合するセンサフュージョン技術の開発が必要で

ある。世界的にも都市を効率化するためのスマートタウン的なアプローチと都市を安全

にするための防災 ICT 的なアプローチが独立して進められているが、これらは共通的に

必要となる機能が多く、特に気象に関する現況、予測の情報は重要となる。そこで、気

象情報のプラットフォームを共通項とし、平常時は電力、交通、流通等の用途でスマー

トタウンの効率化のために、災害時は生命・財産を守るための社会基盤として機能する

ICT の仕組み作りについて取り組むべきだと考える（別紙参照）。 

 

・取り組むべき時期 

 今から３年程度の期間で取り組むべき課題だと考える。 

 

・現在、我が国がリードしているもの、今後リードすべきもの 

 固体化気象レーダ、フェーズドアレイ気象レーダの分野では世界をリードしている。

今後は、これを差異化要素とし、複数のセンサを統合するセンサフュージョンの分野に

注力すべきだと考える。 

 

 

・国に期待する役割 

 Ｒ＆Ｄ等による技術開発への支援、国や地方自治体を巻き込んだ実証実験の支援、外

国政府への周知活動等での支援が期待される。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

・イノベーション創出につなげるために導入するスキーム 

 我が国と海外の都市を選び、それぞれにおいてモデルとなるシステムを実験的に取り

入れ、ショーケースとしてその有効性を発信することにより、我が国と世界各国での導

入を目指す。 

 

77



・民間が取り組むべきもの、政府で取り組むべきもの 

 国が実施している社会インフラ基盤の運用については政府がリードして取り組み、シ

ステムの具現化を民間が取り組むことが望ましい。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

・パイロットプロジェクト 

大阪、神戸を中心とした近畿地方において、社会活動の効率化と防災を目的とした実

証実験を民間企業、研究機関、地方自治体が連携してパイロットプロジェクトを実施す

る。 

現在、近畿地方には国土交通省のマルチパラメータレーダが４台設置されており、さ

らに大阪大学にはゲリラ豪雨の事前検知が可能なフェーズドアレイ気象レーダが設置さ

れており、それ以外にも様々な気象センサが設置されており、世界最先端で高密度の気

象センサネットワークといえる環境が整っている。フェーズドアレイ気象レーダは、情

報通信研究機構、大阪大学、東芝が共同で開発したもので、防衛用途ではない気象専用

のフェーズドアレイレーダとして世界から注目されている。気象庁の一般的な気象情報

に加え、これらの近畿地方ならではのセンサ情報をリアルタイムで収集、統合し、さら

に気象解析、予測を行うプラットフォームを構築し評価する。 

 社会実験としては、平常時については電力、交通、流通等のスマートタウン効率化に

ついて、災害時については河川管理、下水運用、避難指示等の防災 ICT についての評価

を実施する。 

 

・ビジネスプラン 

 実証実験のために構築する装置については、地方自治体に管理を移し、そのまま実運

用で活用いただく。それ以外の装置（研究用機材等）については、国または地方自治体

に実運用機を別途購入いただき、実証実験から実運用へステップアップしていただく。 

 気象情報の収集、解析、運用支援情報の配信等についてはクラウド化し民間企業の事

業に取り込み、防災用途のために国、地方自治体に提供すると共に、電力、交通、流通

等の経済活動の効率化に結びつけ、民間事業として運営していく。 

 

・政府に期待する役割 

気象庁からの気象データの入手、国交省河川局からの雨量、河川水位、映像等のデー

タ入手、自治体の下水、防災部門における運用評価とフィードバックが必要であり、こ

の点において各機関との調整をお願いしたい。 
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センサーフュージョンによるスマートタウン、防災ICTの高度化

自然（気象）現象を

リアルタイムに把握

近未来まで精細に予測

平常時はコミュニティ効率化、災害時にはリスク低減に気象情報を活用

平常時：スマートタウンの効率化

災害時：生命・財産を守るガイド

制御・対応可能な
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制御・対応レベルを

超えた自然現象

気象情報

プラットフォーム

エネルギー消費

自然エネルギー活用

水・資源の有効利用

人の動き

交通・物流・静脈物流

生産・流通・消費活動

などの最適化

避難誘導・指示

避難路の状況把握

被災者救助

二次災害対応

物資の輸送

ヘルスケア

におけるリスク低減

センサーフュージョン

情報の二次加工

気象予測プラットフォーム
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提案２９（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

異なるクラウド事業者の広域に設置されたクラウドをユーザがネットワークで接続し、

ユーザの要求に適するクラウドを利用したり、災害時のサービス継続性を維持するため

に異なる事業者のクラウドを活用できる、「インタークラウド基盤」の技術開発、実証実

験、世界標準化、セキュリティの確立を行うことが、政府・行政・自治体へのクラウド

適用、病院・介護施設へのクラウド適用、などに置いて必須の分野である。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

現在のクラウドユーザはある特定のクラウド事業者（たとえば Google, Amazon, 

Salesforceなど）のクラウドサービス（SaaS, PaaS, IaaSなど）にベンダロックインさ

れた状態であり、自治体 Aと B、あるいは X病院と Y病院のクラウドが異なる事業者であ

ると自由に他事業者クラウド間でフェデレーションして住民情報やカルテ情報を共有し

たり移し替えることはできない。このようなベンダロックインを開放し、ユーザが自由

に異なるクラウドをネットワークで接続し、サーバの情報にアクセスできるインターク

ラウド技術の確立とその標準化が必要であり、産学連携フォーラム 

グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）で検討が進められている。（別紙

１に続く） 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

（別紙２） 
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別紙１ 
 
インタークラウドの重要性は世界でも認識し始めており、米国 NSF ファンドプロジェクト

の GENI プロジェクトの中でもインタークラウドの実証実験を行う TransCloud プロジェ

クトが進められつつある。我が国では総務省委託研究「広域災害対応型クラウド基盤構築 
に向けた研究開発（２００９年～２０１２年）においていくつかの基本技術が開発された

が、異なる広域データセンタ間クラウド連携に必要な技術と必要なセキュリティ、その用

抗生を実証する実環境での実証実験は今後の課題であり、これらを推進するプロジェクト

が必要である。 
 
別紙２．  
インタークラウドの実現には異なる事業者のクラウドを接続するためのNetwork-to-Cloud
のインタフェースの標準化、Cloud-to-Cloud のプロトコルとデータフォーマットの標準化、 
クラウドの Virtual Machine（VM）と仮想化されたネットワークの Slice とを結びつける

制御・管理機構、クラウドサービスの品質劣化やシステム故障などを検出し、見える化す

る品質とリソース計測システム、などトータルなアーキテクチャとプロトコル、インター

フェース、コントロール、監視、などの技術を統合化し、インタークラウド基盤として動

作させるプロトタイプの開発プロジェクトが必要である。そのプロトタイプをたとえば複

数のスマートシティやトライアルを行う病院に設置し、その間のネットワークに SDN/ 
仮想ネットワークを適用し、実験用住民情報や医療カルテを複数クラウドでの可用性の実

証実験を行うパイロットプロジェクトを設立する。 
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提案３０（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

●分野 

ＶＨＦ帯、ＵＨＦ帯、ＳＨＦ帯における飛躍的な周波数有効利用効率向上の研究 

●分野の詳細 

周波数の有効利用技術は広く社会的な要請である。特にＶＨＦ帯、ＵＨＦ帯、ＳＨＦ

帯は電波伝搬特性から使用者にとって使いやすい帯域であり、所謂良く飛ぶ電波である。

この周波数帯の有効利用こそが、もっとも社会的に要請されている研究開発分野である。

社会的な要請である実例として、携帯電話におけるソフトバンクによるプラチナバンド

の広報や、次世代のＬＴＥ研究開発における研究者のより効率的な方式が必要との発表、

次世代の無線ＬＡＮやＭ２Ｍ、医療分野におけるＢＡＮなどの研究・開発者とユーザー

からの新たなチャネルの要請など枚挙に暇が無い。 

一方で、既存の無線伝送方式研究による周波数有効利用の研究開発は理論的なシャノ

ンの限界まで限りなく近くまで来ている。例えば誤り訂正方式の研究開発は限りなく限

界に近づいた。従って、従来の日本の研究開発が進めてきた手堅く漸近的な改善で目的

を達成することは難しいであろう。一方でシャノンの限界を越えることは極めて難しい

ものの量子通信におけるシャノンの限界を越えた事例やＭＩＭＯなど、まったく新しい

技術をもってすれば不可能ではない。現在求められているのは、独創的な技術によるブ

レークスルーでありコペルニクス的発想の転回である。必要は発明の母であり強いニー

ズが有るところに必ず新たな解決方法はある。従って、重点的に取り組む分野はＶＨＦ

帯、ＵＨＦ帯、ＳＨＦ帯における飛躍的な周波数有効利用効率向上の研究である。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

●導入すべきスキーム 

 従来の研究開発スキームは有る程度の技術開発の方向性が決まっていて、世界との厳

しい開発競争にある場合に非常に有効なスキームである。このようなスキームの重要性

は論をまたないが、新規の独創的な発想を求めるスキームとしては、新たな制度の創造

が望ましい。すなわち、研究開発を萌芽研究、基礎研究、応用研究の３段階に分け、そ

れぞれのステージおける研究段階の特質によりスキームを分けるべきである。第一の萌

芽研究段階に於いては、その規模を極小として予算も押さえ、多くのテーマについて採

択するべきである。また、萌芽的段階の研究が実用化に至る確率は経験的に非常に低い

ことが知られているものの、その萌芽を早期に摘むことのないように配慮し、単一の研
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究テーマとして評価するのではなく、第一段階（萌芽的段階）全体としての社会経済へ

の還元の視点で評価すべきである。第二段階の基礎研究段階においては、萌芽的段階を

クリアした研究とし規模、予算共に中規模とすべきである。基礎的研究もまた実用化に

至る確率は低いので同様の視点が求められる。第三の応用・実用化研究は、従来の電波

資源開発と同様の規模と予算が望ましい。それぞれの段階で成果の出たテーマについて

はスムーズに次の段階に移行できるような制度的配慮が望ましい。 

●民間で取り組むべきものの分離 

 低価格化の研究、量産に関する研究等は民間で取り組むべきである。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

●広く社会で使われることを念頭にパイロットプロジェクト 

『ＶＨＦ帯、ＵＨＦ帯、ＳＨＦ帯における飛躍的な周波数有効利用効率向上の研究プロ

ジェクト』 

周波数利用効率を飛躍的に向上しＯＦＤＭ方式に比較して、利用効率２倍、４倍、８倍

とし次々世代携帯電話、次々世代無線ＬＡＮ、スーパーハイビジョンの地上放送を実現

する画期的な周波数有効利用向上プロジェクト。 

●プロジェクト実施に当たり、政府に期待する役割 

海外特許は提出に当たり、翻訳、出願等に非常に高いコストが掛る。良いアイデアがあ

っても、ベンチャー企業には敷居が高い。これを補助するようなスキームの実現が望ま

れる。 
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提案３１（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

  「ICTの飛躍をもたらす五感情報技術分野」について，長期的な視点で挑戦的研究開発

に取り組むべきであり，先進性の種を全力で育成することが，今後の我が国の技術の持

続的発展に必須と考えます． 

  「ICT の飛躍をもたらす五感情報技術分野」は，将来の 夢の情報通信 を実現する方向

として極めて重要であると考えられます．本分野は，人間が五感で臨場感を感ずる情報

通信環境を構成するための技術分野 であり，人間が持っている統合的な認知とインタラ

クションを完全にカバーすることを目標としています．究極的には，脳との直接通信が

考えられますが，これも，人間が五感情報を扱う機構を解明することが基礎 であり，五

感技術の発展は，究極の通信への道筋をつけるものであると言うことができます．具体

例を挙げれば，人間の知覚認知特性に基づいて，感覚間相互作用や錯覚を利用し，五感

情報を的確に再現・再構成することによって，他人の多様な体験を追体験する技術 ，が

あります．これは，各分野の優れた人物がなす専門スキルについてのトレーニング，技

能伝承 を可能とするだけでなく，他人の豊かな人生経験（例えば，見学／旅行や身体的

競技）を，限られた時間で追体験して自分の体験とするような，教養と娯楽の両者を可

能とする技術です．（参考：資料は相澤（東大）らの提案の添付資料もご覧ください） 

  この技術分野は，情報通信工学，バーチャルリアリティ，ヒューマンインタフェース，

認知科学，神経心理学，脳科学などの 科学技術を横断的に統合し展開する分野 であり，

上記それぞれの科学技術の急速な発展により，今まさに break through が期待できる瞬

間にあると考えられます．従って，国の十分な支援があれば，今後１０年以内にイノベ

ーションにつなげることができる と考えています． 

  また，五感技術については，我が国が最も活発に技術開発が行われている と言えます．

中でも，超臨場感コミュニケーション産学官フォーラムによって，研究者交流と技術開

発の促進がなされた ことが大きく，他国にないオールジャパンの基盤が形成されていま

す．それらのグループへの研究費支援が，最も効果的な取り組みを可能とすると考えら

れます．五感の組み合わせは，大量の開発課題，解析課題を設定する ので，十分な研究

開発投資 を行う必要があります． 
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

  上記の成果は，完全な体験を複製することを狙う ものですが，短期的には，五感を特

徴づける触覚，嗅覚，味覚，前庭感覚の 一部の組み合わせで，効果的な体験を与えるゲ

ームや体験シアターなどを公開する ことが考えられます．この際，事業化に有効な組み

合わせを並行して開拓してもらう機会を用意することが考えられます．関連業界として

は，ゲーム業界，旅行業界，展示業界，博物館，テーマパーク，教育，病院，高齢者福

祉，スポーツトレーニング などがあります． 

  この実装には，上記の超臨場感コミュニケーション産学官フォーラムや，このフォー

ラムに最も貢献の大きい情報通信研究機構などに対して，１０年以内のレンジでイノベ

ーション開拓を行うための開発課題を請け負わせ，それに対して予算措置を行うのが直

接的な手段と考えられます． 

  その他の国の施策としては，開発の中心となる組織を，大学等に「五感情報学研究セ

ンター」などの名称で複数設置し，五感情報通信技術の展開を全国において促進 し，地

域の開発活動の情報を共有することが有効です．これは，上記フォーラムよりも基礎研

究に近い部分を，大学を中心として研究推進するものであり，業界に近いフォーラムと

の協調によって，五感技術のイノベーションを創出する ことが可能となると考えます． 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

  博物館，テーマパークなどに，体験可能なプロトタイプを設置する ことにより，一般

への公開と理解の促進を図るプロジェクトが考えられます．これは常設を想定した開発

プロジェクトで，長期にわたる実験を可能とする 点で特に有効です．体験型のメディア

は，実際に体験することが必須となるので，常設的に公開できる環境が望ましいです．

また，国会でも話題になった 大型の展示会などで五感技術を公開する 機会を強力に促進

するプロジェクトなども考えられます．これは，五感情報学研究センターなどの研究成

果を，一般に公開する場 として有効であり，TV放送，インターネット配信など，メディ

アを通して国民に未来技術のプレビューを提供でき，特に効果的であると考えます． 

 

  将来，家庭の TVが大型化した場合に，視聴覚だけでない，五感情報を伴った五感ホー

ムシアターになることを最終的な目標としますが，パイロット実験として 博物館，テー

マパークなどで，技術開発とコンテンツの最適化を行う ことは，その過程を通したイノ

ベーションの創出において有効な手段と考えられます． 
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提案３２（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

●取り組むべき分野： 

日本の持つ ICT技術を水産業に展開する。 

●内容詳細： 

沿岸漁業、近海漁業に利用される船舶は小型・廉価のため搭載機器が少なく、情報収集

の手段が携帯電話等に限定されるため、「安全・安心」「市場連携」等の情報を ICT 技術

により、手軽・迅速・正確に提供する方法が必要である。 

●取り組むべき時期： 

東日本大震災からの復興を目指す東北の水産業を支援するために、早急な取り組みが必

要である。 

●我が国がリードすべきもの： 

小型情報端末・情報提供システム・情報通信ネットワーク・情報コンテンツ提供等の連

携は日本の得意とするところで、モデル事業が完成すれば、世界への発信も可能と考え

る。 

●国に期待する役割： 

小型情報端末の配備、情報提供システム開発等への資金支援。 

情報通信ネットワーク（携帯電話電波利用等）利用料の低減支援。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

●導入すべきスキームと担当組織の分類 

利用者：漁業協同組合や漁業従事者等 

利用する情報端末は iPad的なもので、防水性・機能性を有したもの。 

携帯電波を利用して通信を行い、GPSにより自船舶の位置情報を特定する機能

が必要。 

システム構築：民間企業 

     携帯電波を利用して、情報端末からサーバにアクセスさせる。 

     船舶の GPS 情報を取得・記録すると同時に、コンテンツ情報の発信を行う。 

運営者：自治体・民間企業等 

     運営は、地域に運営会社を設立し、雇用創出にも役立てる。 

情報提供：民間企業 

     情報の種類は、「海図・位置情報」「気象・海象情報」「卸売市場情報」等 
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支援：総務省 

※開発は民間主体となるが、地域連携や官民連携が必須と考える。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

●東北の水産業再生のための ICT 活用プロジェクト 

東北復興を目的として、特に養殖や定置網漁法等の沿岸・近海漁業の盛んな地域でパイ

ロット展開を期待する。 
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提案３３（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

～ ビッグデータ社会の実現に向けた「スマートフォトニックネットワーク」の創成 ～ 

(添付資料有り) 

今後、ネットワークを利用した様々なサービス、アプリケーションのサービス実現機

能の大半は、クラウド上に集約されていく。そのクラウドの基盤となるネットワークイ

ンフラには、様々な利用形態、規模（スケールフリー）、要求条件（QoS 等）を伴ったビ

ッグデータに柔軟に対応することが求められる。 

これまでフォトニックネットワークに関する研究開発は大容量化のために、光の伝送

能力を最大限に高めることを目標とした取り組みが進められてきたが、その能力をビッ

グデータ時代において、最大限に活用するためには、光のポテンシャルをさらに「スマ

ートに（賢く）使いこなす」ための取り組みの加速が必要である。 

このコンセプトが『スマートフォトニックネットワーク』であり、そのコア技術とし

て機能合成（シンセティック）フォトニクス技術に基づく「フォトニックネットワーク

プロセッサ」を提唱する。 

「フォトニックネットワークプロセッサ技術」は、１００G ビット（将来的には４０

０G ビット）の超大容量伝送を可能とする（ディジタルコヒーレント処理を行う）DSP（デ

ィジタル信号処理 LSI）とシリコンフォトニクス技術を融合した新たな概念であり、ネッ

トワークノードの光スイッチや光伝送端局に導入することによって、伝送容量や光ノー

ド機能をプログラマブルに再構成可能とする技術である。 

機能合成が可能なフォトニックネットワークプロセッサ技術の導入したスマートフォ

トニックネットワークにおいては、要求条件や利用形態の多様化や変化に対して、高性

能化、高機能化のための設備投資が大幅に削減できるため、コスト削減効果は絶大であ

る。１００G-DSP で優位にある我が国のポジションを活かして、本『日の丸ネットワー

クプロセッサ』の技術開発を進めることよって、１００G-DSP に続く『二の矢』として

世界市場で大きなシェアを獲得できると考える。 

また、２０２０年までの５年間に本技術を仕上げることによって、総務省は掲げるオ

ール光ネットワークの実現を確実なものにするばかりでなく、NICT で進められている新

世代ネットワークの研究開発や H25 年度総務省直轄研究開発『ネットワーク仮想化技術』

の実現を加速する技術である。 
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案３４（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

ＩＣＴ分野において、我が国が強みを発揮し、重点的に研究開発に取り組むべき分野

として、次世代の放送通信関連技術による新たな映像メディアサービスの分野がある。 

スマートフォンやタブレットの普及に伴い、これらを活用しながら従来のテレビ放送と

連携し、双方向のコミュニケーションを実現する通信系のサービスが、様々な場所で議

論され、実現に向けた取り組みも始まっている。特にリッチメディアとされる超臨場感

コミュニケーションは、日本が世界に誇る技術を数多く持ちながら、これまで放送通信

のサービスでは、まだ実現されてこなかったサービスであり、イノベーション創出のた

めのパイロットプロジェクトにて、産官学の連携を推進し、その実現に向けた取り組み

を行うべき分野である。 

とりわけ近年、日本の地位の低下が顕著な映像関連分野においては、これまでの技術

を更に向上させ、実用性の高い「革新的な三次元映像技術の研究開発」により、我が国

の強みを復活させることが望ましい。 

 

この分野について、取り組むべき時期としては、ここ数年の３Ｄブームが沈静化し、 

４Ｋやスーパーハイビジョンによる新たな高臨場感の映像サービスが始まろうとしてい

る今の時期に、４Ｋやスーパーハイビジョンの関連技術やインフラを活用した新たな価

値を持つコンテンツサービスを研究し、確実に実用サービスとして普及させるための基

盤を整備する事が必要である。三次元映像については、技術力では、我が国が現在、世

界のトップに位置しているのは間違いなく、今後もリードしつづけることが可能なリソ

ースも産官学それぞれが十分に抱えている。 

これら、次世代の革新的な三次元映像分野の研究開発に対して、国に期待する役割は 

関連市場、産業育成のための「リッチメディアによるコンテンツドリブンなサービス構

築」である。真にユーザーに必要とされる超臨場感映像サービスを世界に先駆けて確立

する事が最も重要である。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

ＩＣＴ分野、特に次世代の放送通信事業に於ける超臨場感コミュ二ケーション技術、

「革新的な三次元映像」において研究開発成果をイノベーション創出につなげるために

導入すべきスキームとしては、「オールジャパン」、「メイドインジャパン」をテーマに掲

げ、特に関連企業の連携を中心としたプロジェクトを立ち上げ、市場ニーズに基づく体
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制を築くことが第一に必要である。そこから生まれるコンテンツドリブンなメディアサ

ービスが実際の市場で確立していくことが望まれる。 

 

このスキームでは、民間が市場性に基づきコンテンツドリブンなサービスのフレーム

を提供し、政府側は成長戦略分野としてしっかりと位置づけた上で、積極的な財政支援

を行い、学識経験者などにより世界的規模で日本の市場の優位性を保てるような評価と

方向性をしっかり与えていく体制が重要と思われる。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

（２）のスキームを実践しつつ、その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭

において取り組むべき研究開発プロジェクトとしては、以下の２案を提案したい。 

 

プランＡ：「価値のあるコンテンツに対し、時間的、空間的に自在にアーカイブ化できる

三次元映像の取得、処理を安価に可能とするシステムを製品化し、放送・通信サービス

に組み入れることで、高齢化する社会の中でも、新たな映像体験などの超臨場感コミュ

ニケーションにより、活力ある生活が提供されるメディアサービス」 

 

プランＢ：「日本の優れた三次元映像関連技術を世界標準にしていくために、メディアの

発展途上国、特に近年経済成長が著しい東南アジアなどをターゲットにし、上記のＡを

基本とした関連産業が根付いて発展していくような国際的支援」 

 

これらのパイロットプロジェクトの成果が実用化され広く社会で使われる際に想定さ

れるビジネスプラン案 としては、 

 

プランＡでは、「放送通信の連携を、超臨場感サービス・リッチコンテンツを付加する

ことによって、具体的にお金を動かす新たなサービス」が考えられる。 

例えば、現在では、Ｅコマースによるネット通販が急成長を遂げており、これに伴い、

従来の広告メディアが衰退し始めているが、現在はテクストや写真、動画がメインとな

っているこれらの広告の手法をリッチメディアと連携して発展させることにより、より

簡単に、より自然で安心な商用サービスが発展すると考えられる。 

特に放送では、高い信頼性や高齢者に優しいサービス機能を維持しており、例えば、

おじいさん、おばあさんが孫のためにＥコマースにて買い物が安心してできるよう、超

臨場感を活用したリッチメディアと連動した放送やＳＮＳのような通信機能を充実させ

ていく方向で、関連市場が活性化していくと考えられる。 
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また地域情報など、公共性の高い「空間」や「コンテンツ」を三次元アーカイブ化し、

次世代の成長分野として期待されるビックデータ関連産業に統合することにより、地域

の安全や、利便性を高く提供することが可能となる。例えば、各種センター情報を利活

用し、高齢者のライフログを管理するサービスがあるとすると、実際の行動を行う環境、

あるいは実際に享受する感情を推測する際に、それらの対象となる三次元データとして

提供することが可能となる。つまり、具体的な行動として、どこをどう歩いたか？とか、

何をどう感じたか？などのライフログの対象となるコンテンツ側のアーカイブ化を整備

することで、ビックデータ関連産業と連動する確実なビジネスが生まれると考えられる。 

 

プランＢでは、超臨場感技術の世界進出について、ＯＤＡのスキームに倣い、途上国

支援と関連企業の海外事業展開とのマッチングを行う事で、日本の技術が途上国に次世

代メディアの確立に役立つビジネスが展開されることになる。たとえば、超臨場感コミ

ュ二ケーション産官学フォーラムの実証実験部会、多視点映像・自由視点映像ワーキン

ググループにて、複数の企業が連携して研究開発に取り組んでいる多視点映像撮影シス

テム、表示システムなどの技術を活用し、途上国に適したシステムを新たなに開発し、

これによるコンテンツ製作、例えば観光ＰＲや、世界遺産などの文化財アーカイブなど 

途上国と共同で進めることで、日本の技術が役に立つことができる。 

 

これらのプロジェクトは実施にあたり莫大な費用が必要となるため、まずは政府が成長

政策の一つとして位置付け、惜しみない財政援助をすることと、これが世界の中でガラ

パゴス化しないために、実質を伴った標準化や、実用性を最優先した研究開発の評価な

どをしっかり行う事が望まれる。 
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提案３５－１（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

●背景： 

○超高齢社会への対応 

2025 年に団塊世代が後期高齢者となり、高齢者数に対する医療・介護・福祉の要員

の絶対数が不足することが見込まれる。このため、それぞれの機関が連携することに

より、限られた資源でより適切なサービスを提供する必要がある。地域内の連携及び

将来的な地域間連携のため、統一された仕様の利用が重要である。 

○海外展開 

最も早く超高齢社会を迎えている日本は、ここで経験したノウハウを蓄積し、パッ

ケージ化することで海外への展開を図ることも見込まれる。 

○位置情報の活用 

建物内の G 空間情報をベースとし、構内を移動する医療スタッフや介護スタッフ、

利用者の状況情報の表現形式を定義することが重要である。 

 

●取り組むべき技術分野： 

構内での状況把握技術を推進するべきである。 

医療施設・介護施設におけるスタッフ（サービス提供者）や利用者（サービス享受

者）の状況を把握するシステムを構築し、複数の施設からの情報を扱える基盤を整備

すべきである。施設内の人の状況把握を行うことにより、サービスの高効率化を ICT

により実現することが見込まれる。 

構内に多種多様なセンサーを設置し、近年研究が進んできたコンテキストアウェア

（状況認識）技術を使ってそれら複数のセンシングデータの組み合わせると、人や組

織の行動を把握することが可能となる。その場で行われている業務を客観的に（第三

者的に）知ることができる。 

本人や組織がその場で実施している行動を自ら記録・登録するのではなく、センサ

ーにより情報を収集する。その情報を外部から知ることができると、自動的にそれら

の行動に対するアクションを選択することも可能となり、さまざまなサービスを実現

することが可能となる。これらの技術・機能を普遍的なインタフェースで提供するこ

とにより、平時から緊急時にいたる業務を自動化することが可能となる。 

しかしながら、人や組織の行動を外部から取得・把握する技術は要望されているに

もかかわらず、未だ完成にはほど遠い分野である。 
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この分野に対して、技術の研究開発とともに現場での運用を考えて導入を推進する

ことで、将来におけるサービス提供の効率化を行うとともに世界的な技術優位性を獲

得できると考える。 

なお、構内での位置把握の中でも特に医療施設・介護施設のような、ある程度行動

が特定可能な環境で、公共の利益に資する環境から着手することで、技術的にも運用

的にもイノベーション創出が加速されると考える。先々に複数施設、他職種業務間の

相互運用を考えると、個別施設、個別企業での研究開発ではなく、相互運用の指針を

定めてそれに則った研究開発を進めるべきである。 

（図１ 構内状況把握システム 参照） 

 

●取り組む時期： 

団塊の世代が後期高齢者化し医療介護業務の効率化が課題となる、2025 年までにシ

ステムが普及していることが望ましい。 

そのためには、2015 年度には技術開発・実証実験を開始し、5 年後の 2020 年には、

現場へ普及させるための実績ができていることが必要である。 

 

●日本がリードしていくもの： 

未だ開発途上である構内位置検知に加えたセンシング技術と、それらを処理するデ

ータマイニング・コンテキストアウェアネスで状況把握する技術による知的自動化シ

ステムを日本で育み海外へ展開することが望まれると考える。 

構内位置検知技術として、IMES のような国産屋内 GPS の技術を世界に先立って実用

化し、海外へ技術展開することも考えられる。 

 

●国に期待する役割： 

○プライバシーレベル制御の指針 

医療施設という危急の現場では、センシング対象者の利益をプライバシー保護に優

先することも必要と考える。ここに国としての指針を示して頂くことで施設内の情報

流通が円滑化されると考える。（例：医師の手を患わせない状況把握や、利用者の危険

を排除するための見守りなど） 

 

○ICT 導入インセンティブ 

この領域の ICT システムを導入することで得られるサービスに対するインセンティ

ブの設定も普及のために重要となる。 

 

○電波環境指針 

電波環境にセンシティブとされている医療施設内でドップラーセンサー、位置検知
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デバイス、920MHz 帯などの電波のセンシング利用に関して導入基準を規定していただ

くことで円滑なデバイス導入が可能となる。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

●研究開発から現場利用への結びつけ 

研究開発された技術が実運用に根付かない理由として、費用対効果が悪いことが上

げられる。単一の機能を実現するためにシステムを構築した場合、特に緊急時向けの

システムの場合は使われる頻度が少ないため費用が掛かりすぎると判断される場合が

ある。これを解消するために、単一システムで複数課題を解決するような機能を具備

することを提案する。 

(1)で提案した構内での状況把握技術を例に挙げると、平時には民間（施設の経営側）

での利用を行い、緊急時には公共（救急対応等）での利用に供する情報を提供する。

例えば病院内位置検知システムを導入した場合、平時はスタッフの出退勤や人を探す

システムとして用い、救急搬送発生時は、スタッフ繁忙度による患者受入可否情報を

自動的に提供可能となる。さらに震災等の災害時には、院内に残るスタッフの確認に

も利用可能となる。このような複数の目的に供することにより見かけの費用を下げる

ことが可能となり、現場への導入も容易となることが予想される。 

 

●現場のノウハウの継続的取得 

現場に置かれたセンサーから取得されるデータの分析とその利用のためには、セン

シングシステムがあればよいわけではない。実際に現場で使われるシステムとなるた

めには、現場の知識（ノウハウ）の裏付けが必要がある。 

センシングされたデータを分析し、結果をノウハウとしてシステムにフィードバッ

クするループを、実証実験フィールドで繰り返すことでシステムは成熟化される。 

このようにして得られた結果を、他の現場へ展開して、社会に普及する（現場にマ

ッチする）システムが構築されると考えられる。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

●対象となるプロジェクト 

医療介護施設内のスタッフ、利用者の状況を把握するため複数のセンサーと無線ネ

ットワークを使い、それらのリアルタイムデータを利用して業務効率化や QoL 向上を

図ることを実現する施設および、それらを連携させたスマートコミュニティ（地域包

括ケアの実施対象）の構築プロジェクトが望ましい。 

データ取得、分析とそこから得られたノウハウをシステムへフィードバックするこ

とを”継続的に”行う環境が必要とされる。 
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●パイロットプロジェクトの例： 

病院施設内でスタッフに位置検知デバイスを配布。さらに ICU、手術室などの各施設

に稼働状況を検知するセンサーを取り付け、各種業務に利用する。 

平時のシステム利用 

職員の出退勤管理システムへの利用 

職員の呼び出し時の利用（PHS が届かないときの補助利用） 

施設利用状況（利用頻度）把握 

救急時のシステム利用 

救急搬送の受入可否を自動回答するシステムへの利用 

災害時のシステム利用 

屋内残存人員の把握（位置検知デバイスと人感センサ等による） 
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施設内の多種多様なセンサーからの情報に基づき総合的に判断して、施設内の状況を得る。
センシングによる状況把握にためには、得られるデータ（ビッグデータ）を分析するための
データマイニングと発生しつつある状況を判断するコンテキストアウェアネス技術が必要とな
る。

位置検知

動作
検知 センサー

ネットワーク
状況判断

状況情報
共有

機器制御

映像認識

その他
認識機能

WiFi

IMES

RF-ID

電波センサ

画像センサ

その他センサ

920MHz

WiFi

出退勤管理

メール

Web

アプリ

患者受入可否

避難残存確認

加速度センサ

提供サービス

利用技術

 

 

図１ 構内状況把握システム 
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提案３５－２（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

●ＩＣＴ分野において、我が国が強みを発揮すべく重点的に研究開発に取り組むべき分

野とその詳細 

ＩＣＴをイノベーション創出に活かしていくためには、今後、社会問題等の解決を

目指した学際的な研究成果(知見)との組合せが重要になっていくと考えられる。 

その学際的研究候補として、以下の分野を提案する。 

＜分野＞ ジェロントロジー(老年学)分野における応用視点での「生活行動支援へ ICT

活用の研究」 

＜詳細＞ ・高齢者の衣食住、健康、医療、就労、社会参加等の生活行動特性について、 

年代、地域、性別、心身状況等の視点から体系化する。 

・体系化した生活行動特性に対応してどのような支援を欲するか、生活行動

特性と支援ニーズの相関を明らかにする。 

・以上の体系化した生活行動特性と支援ニーズの相関をＩＣＴに組み込むた

めの標準化を行う。 

●その分野について、取り組むべき時期 

＜時期＞ 既に超高齢化社会に突入している我が国では、早々に組織的な取り組みが必

要である。 

●その分野において、現在我が国がリードしているもの、今後リードすべきものの分類 

＜我が国がリードしているもの＞ 

わが国においてもジェロントロジー分野の取り組みが加速しており、実証実験な

どを通して、健康、疾病/介護予防、高齢者の社会参加や就労、生活支援などに関す

る知見がたまりつつある。しかし、それらは、かならずしも新たな商品開発やそれ

らをめざすベンチャー企業などが利用しやすい形にはなっていない 

＜今後リードすべきもの＞ 

政策や企業活動は、今後、超高齢化社会を前提としたものに変わっていく必要が

ある。そのためには、ジェロントロジー(老年学)分野の研究およびその利用の重要

性は高まっている。この分野の研究領域は、労働・退職、高齢者医療、経済、心理

等数多くあるが、イノベーション創出の可能性の視点から、我々は世界に先んじて

リードし、ICT による社会貢献を果たすべきものとして応用視点での「生活行動支援

への ICT 活用の研究」を提案する。この分野の研究者や消費者向け製品の提供企業

では、高齢者のニーズをとらえる多くの努力がなされているが、イノベーション創
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出に利用できるようには体系化されていない。 

●その分野について、取り組む際に国に期待する役割 

＜国に期待する役割＞ 

・ イノベーション創出手段としてＩＣＴが有効に活用できるための学際的な分野へ

の研究開発投資を強化していただきたい。 

・ 特定の企業の商品用途の研究でない形で行うことで、本研究で得られた成果を一

定の条件のもと、広く利活用できる環境を構築していただきたい。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

●ＩＣＴ分野において研究開発成果をイノベーション創出につなげるために導入すべき

スキーム 

近年の研究開発は、細分化、専門化され、粒度が小さくなってきている。一方、イ

ノベーションとして研究開発成果を受け入れる市場は、複雑化、高度化、多様化して

いる。そのため、研究開発成果をそのまま製品化しただけでは、なかなか市場は受け

入れてくれない。 

研究開発成果と市場を結ぶためには、「研究開発」と「製品化」に加えて、これまで

余り意識されてこなかった「融合」と「受容」のフェーズがイノベーション創出には、

必要になってきているのではないか。ここでいう「融合」とは、市場の課題解決のた

めに研究開発成果を含め、どのような技術や知識を融合させていく必要があるかを研

究するフェーズである。「受容」とは、融合の成果をどうしたら市場に受け入れてもら

えるか、それをどう継続させていくか実証するフェーズである。 

概して我が国のものづくり企業は、「研究開発」と「製品化」で投資は終わったと考

え、「融合」と「受容」への投資を怠る。そのため、市場に受け入れられず、息切れ、

撤退を繰り返していることが多いのではないだろうか。また、国においては、「研究開

発」、「融合」、「受容」対して支援を実施しているが、それぞれ独立した目的をもった

支援となっており、その関連性が乏しいように思える。そのため、折角の研究開発成

果が「融合」「受容」フェーズに有効に展開できていないのではないだろうか。 

以上のことから、研究開発成果をイノベーション創出につなげるためには、４つの

プロセス（「研究開発」「製品化」「融合」「受容」）が必要で、その連続性が重要である。

また、このプロセスを回すためには、３つのスキームとそのスキーム間のすり合わせ

が必要であると考える。 

□ 研究開発スキーム 多様な社会的、経済的課題解決に資する、懐が深く、世界 

に先駆けたＩＣＴ研究開発を産学官等の連携スキームで行う。 

□ 技術融合スキーム 多様な社会的、経済的課題があるなかで、その解決に向け 

て研究成果をどのように活かしていくかを検討するスキームである。このスキー 
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ムで重要となるのは、解決に向けて、研究成果以外にどのような技術・ノウハウ

の束が必要になるかを洗い出し、それらを融合して課題解決に向けた新しいモデ

ルシステムを構築することである。 

□ 市場受容スキーム  新モデルシステムを市場でどのように適用して継続可能

なビジネスモデルを構築していくかを検討するスキームである。この段階でのス

キームは、産・金・ＩＣＴベンダの連携が重要となる。 

 

●そのスキームについて、民間で取り組むべきもの、政府で取り組むべきものの分類  

＜民間で取り組むべきもので特に重要と考えられること＞ 

・ 民間企業においては、イノベーション創出プロセスの「融合」「受容」の重要性

を理解し、「融合/受容フェーズ展開の仕組み」を企業内に構築する。 

・ イベーションを創出するためには、事業化に向けた熱意と知見が必要であること

から、イノベーション創出プロセス全体を主導するプロデューサを民間から輩出

すべきである。 

 

 ＜政府で取り組むべきもので特に重要と考えられること＞ 

・ 各スキームはイノベーション創出プロセスの中一部であると認識いただき、研究

開発支援に当たっては、イノベーション・プロセス全体計画を策定し、各フェー

ズの目的に応じた継続的で、一貫性のある効果的な支援をお願いしたい 

・ 課題解決に向けた技術／知識融合も重要な研究開発のひとつと位置づけ、課題解

決型技術／知識融合支援事業として支援をお願いしたい。 

・ 市場受容フェーズにおいては、適用する市場や地域により多様な事業領域、ビジ

ネスモデルが創出される可能性がある。そのため、普及パターン創出支援事業と

して、全国に広くスキーム構築の募るような支援をいただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発 製品化 融 合 受 容

技術 市場

細分化
専門化

摺り合わせ＆適合

複雑化
高度化
多様化

企業

国

□小さい粒度の技術開発成果で短期的な収益にしがみつく （市場に受容されず、撤退）
□融合/受容フェーズの必要性が認識されず、そのためのしくみ（エコシステム）がない

技術開発
実証
実験

導入支援
事業

問題点

高度テーマの研究開発
→細分化、専門化

開発技術製品化 市場課題解決
（複数技術／知識融合）

市場評価＆変容

製品化
事業化

展 開 市場に受容されず、息切れ／撤退

技術開発支援
事業

実証実験
支援事業 課題解決型技術

/知識融合開発事業
普及ﾊ゚ﾀｰﾝ
創出支援事業

融合／受容フェーズ展開の仕組み構築

対策 対策

対策４

イノベーション・プロセス計画
対策

研究開発スキーム
（先進技術開発）

技術融合スキーム
（課題解決モデル構築）

市場受容スキーム
（普及モデル構築）

構築 構築 構築

イノベーション創出プロセス

支援 支援 支援

研究開発 製品化 融 合 受 容

技術 市場

細分化
専門化

摺り合わせ＆適合

複雑化
高度化
多様化

企業

国

□小さい粒度の技術開発成果で短期的な収益にしがみつく （市場に受容されず、撤退）
□融合/受容フェーズの必要性が認識されず、そのためのしくみ（エコシステム）がない

技術開発
実証
実験

導入支援
事業

問題点

高度テーマの研究開発
→細分化、専門化

開発技術製品化 市場課題解決
（複数技術／知識融合）

市場評価＆変容

製品化
事業化

展 開 市場に受容されず、息切れ／撤退

技術開発支援
事業

実証実験
支援事業 課題解決型技術

/知識融合開発事業
普及ﾊ゚ﾀｰﾝ
創出支援事業

融合／受容フェーズ展開の仕組み構築

対策 対策

対策４

イノベーション・プロセス計画
対策

研究開発スキーム
（先進技術開発）

技術融合スキーム
（課題解決モデル構築）

市場受容スキーム
（普及モデル構築）

構築 構築 構築

イノベーション創出プロセス

支援 支援 支援

101



（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 

●成果が実用化され広く社会で使われることを念頭においてパイロット的に取り組むべ

き研究開発プロジェクトの案 

 

ジェロントロジー(老年学)分野における応用視点での「生活行動支援へのICT活用の

研究」に関わるプロジェクトを上述の３つのスキームごとに提案する。 

 

□ 高齢者生活行動と生活ニーズ把握研究プロジェクト（研究開発スキーム） 

既知の高齢者生活行動知識をベースに大都市、地方都市、過疎地域に居住する高

齢者の生活行動実態と高齢者が利用した地域サービスの利用履歴から高齢者の生

活行動と生活支援サービスニーズの相関関係を明らかにし、ICTの活用領域とアー

キテクチャを研究する。 

 

□ 生活ニーズ推定実証プロジェクト（技術融合スキーム） 

高齢者生活行動と生活ニーズ推定研究プロジェクト成果の実用化に向けた実証

実験である。実用化に向けて、必要な他の技術・ノウハウの洗い出し、それらを組

合せてモデルシステムを設計、構築する。そのモデルシステムを利用した実証実験

を行い、その有効性を確認する。主な実証内容は、以下のとおり。 

・ 高齢者の状況を、どんなデータをもって把握すればよいか 

・ 必要となるデータをどのような技術・ノウハウを活用して実現するか 

・ 研究開発スキームで明らかにした大都市、地方都市、過疎地域での高齢者の

生活行動と生活ニーズの相関を実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ サービスエージェントビジネス実証プロジェクト（市場受容スキーム） 

実証したモデルシステムを活用した事業化に向けた実証実験である。生活ニーズ

推定実証プロジェクトの成果の活用を検討している事業主体が中心に実際の現場

で事業の試行を行い、ビジネスシステムを構築し、その事業性を評価する。 

例えば、高齢者個人の「今」を把握し、本人が欲すると推定できる地域サービス

をタイムリーに仲介していくビジネス等が考えられる。概要は次項で記述する。 

 

健康・介護
サービス群

就業
サービス群

センサーネットワーク サービス端末

生活支援
サービス群

高齢者向地域ライフサービス群
クラウドサービスアクセスエンジン

環境状況
センシング

個客状況
センシング

個客向け
ポータル

知識ベース

サービス
選定
エンジン 利用履歴

サービス属性

環境属性

個客属性

ジェントロジ
知見利用履歴分析

個客
サービス

マッシュ
アップ

エンジン

環境
サービス

マッシュ
アップ

エンジン

環境向け
コントロール

ﾎｰﾑゲート
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ
ｾﾝﾀｰ

事業化範囲

◇知見探索、知識ベース管理は、インテリジェントセンターで実施する

◇知識ベース情報は、ホームゲートにダウンロードされ、サービス選定等に利用される

Ｐａｄ

スマホ

健康・介護
サービス群

就業
サービス群

センサーネットワーク サービス端末

生活支援
サービス群

高齢者向地域ライフサービス群
クラウドサービスアクセスエンジン

環境状況
センシング

個客状況
センシング

個客向け
ポータル

知識ベース

サービス
選定
エンジン 利用履歴

サービス属性

環境属性

個客属性

ジェントロジ
知見利用履歴分析

個客
サービス

マッシュ
アップ

エンジン

環境
サービス

マッシュ
アップ

エンジン

環境向け
コントロール

ﾎｰﾑゲート
ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ
ｾﾝﾀｰ

事業化範囲

◇知見探索、知識ベース管理は、インテリジェントセンターで実施する

◇知識ベース情報は、ホームゲートにダウンロードされ、サービス選定等に利用される

Ｐａｄ

スマホ
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●パイロットプロジェクトの成果が実用化され広く社会で使われる際に想定されるビジ

ネスプラン案  

 

高齢者は、年齢とともに行動範囲が狭くなり、欲しいサービスを探すことが難しく

なってくる。一方、地域住民を対象に物販やサービスを提供している事業者にとって

は、販促にかけるお金も時間も乏しく、顧客開拓が大きな課題である。本ビジネスプ

ランは、この高齢者と地域サービス事業者の間に入って、高齢者ニーズと地域サービ

スのICT活用で最適マッチングを実現するビジネスである。骨子は以下のとおり。 

 

【事業名称】 サービスエージェント事業  

＜コンセプト＞ 高齢者本人の今に適合した地域サービスの束を選定し、タイムリー

に届ける 

＜事業主体＞  地域住民に広くモノ・サービスを届けている事業者 

（ex．地域物流業者、商店街組合、郵便局） 

＜対象顧客＞ 地域住民（高齢者）、地域サービス事業者 

＜提供価値＞ 高齢者：自分の今に適する地域サービスの紹介/仲介 

地域サービス事業者：①お客様開拓、②間接コスト削減 

＜ビジネスモデル＞ 事業者からの顧客開拓/仲介フィー   

 

本ビジネスで実現する高齢者と地域サービスのマッチングによって、高齢者や地域サ

ービス事業者ニーズを満たすだけでなく、以下のような地域活性化にも貢献すること

が期待できる。 

 ・地域経済の活性化  ・地域コミュニティ活性化  ・地域雇用創出  等 

 

 

●プロジェクト実施にあたり、政府に期待する役割  

 ＜政府に期待する役割＞ 

・ プロジェクトの成果は、一定の条件のもと、他のプロジェクトでも利用できる環境

を構築していただきたい。 

・ プロジェクトでの必要技術の洗出しのために、官側で権利を保有している他の利用

可能技術の公開をお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 

 ※３ 提案募集要領にしたがって空欄にご記入下さい。全ての項目を記入頂かなくても 

結構です。添付資料がある場合はその旨を記載下さい。 
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提案３５－３（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

■重層ネットワーク＆自治体メッシュによるセンシングネットワーク 

インターネットに次ぐイノベーションはセンシングネットワークにより起こる。 

強靭な国土を創るためには、地域社会の様々な情報を集約して監視し最適な制御を行う

仕組みが必要である。その中核がセンシングネットワークであり、複数の通信ネットワ

ーク（有線／無線）を組み合わせて重層的かつ地域社会（自治体）全体に網の目のよう

に張りめぐらせたメッシュネットワークで構成する。 

重層ネットワーク＆自治体メッシュは、災害時、防災行政無線が何らかの損傷を受け

て故障した場合に住民へ災害情報を伝達し、防災行政無線のバックアップとしての役割

を担う。また、平常時は、河川の水位や水門の監視といった防災用途に加えて、トンネ

ルや橋などの社会インフラの老朽化を監視するためのセンシングネットワークとして活

用することができる。さらには、電力使用量の見える化といったエネルギーマネジメン

ト関連や児童・高齢者見守りといった福祉関連の応用にまで拡張できる（別紙１）。 

本センシングネットワークに接続するインタフェース仕様を標準化することで、様々

なセンシングデバイスがつながり、それに対応した様々なアプリケーション（サービス）

が生まれる ICT インフラを提供できる。 

研究開発する要素技術は、多種多様な通信ネットワークを結合する通信プロトコル、

輻輳制御、セキュリティ、アプリケーションインタフェース、センシングデバイスイン

タフェースがある。 

本センシングネットワークを介して展開できるアプリケーションは、防災用途を基本

として、公的機関が運用するサービス（アプリケーション）と平常時の民間活用により 
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創造されるサービス（アプリケーション）で構成される。 

 

■国に期待する役割 

・地域社会のセンシングネットワークを結合し、日本全国のデータが集まる（ビッグデ

ータ）仕組み（情報流通基盤）を整備する。 

・すでに各省庁が保有するデータを使えるようにする（オープンデータ）。 

・研究開発におけるAllJapanチームの形成を推進する。 

・国際標準化を推進する。 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 ※３ 

■イノベーション創出につなげるスキーム 

 本センシングネットワークは、公共インフラでありながらも民間に開放することで、

新しいサービスを創造できるようになり、地域に根ざした産業を興すことができる。民

間利用するために、民間企業の利用シーン・要求仕様とのすりあわせを行いながらシス

テム構築を行う必要がある。 

■スキームについて取り組むべき事項 

●官民共同で研究開発し、官民双方で利活用できる仕様を作成 

●センシングネットワークの運用・管理団体の設立（全国規模） 

・加入者登録、年間利用料管理 

・加入者管理（企業と接続機器にID払い出し） 

防災無線バックアップ 

デ
マ
ン
ド
バ
ス 

児
童
・高
齢
者
見
守
り 

自
販
機
管
理 

鳥
獣
被
害 

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

農
業
Ｉ
Ｃ
Ｔ 

河川監視・堤防監視 

  

 

防災用途（自治体が運用） 基本機能 

公
的
機
関
が
運
用 

民
間
企
業
が
運
用 

社
会
イ
ン
フ
ラ
老
朽
化
監
視 

アプリケーション例 
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・システム維持管理 

・機器認定 

●国費（100%補助）で整備し、自治体で運用（アウトソーシング、第３セクタもあり） 

・民間企業の利用料金を自治体に落とす仕組み作り 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 

■公的利用PJ 

・児童見守り 

 児童のランドセルに IC タグを取り付け、防災無線の柱などに 920MHz 無線とタグリー

ダをセットで設置することで、通学路途上や街の中の児童を見守る。「登校時のメール配

信」と「通過履歴のWeb閲覧」により児童の居場所を把握できる。 

・高齢者見守り 

 徘徊行動がある高齢者に児童見守りと同じ IC タグを身につけ（簡単にはずせない方

法）、「通過履歴の Web 閲覧」により高齢者の居場所を把握できる。交通機関との連携に

より、地域外への移動を防止する（改札口通過でアラームなど）。 

・デマンドバス 

 宅内に設置した告知端末（通信ゲートウェイ）のボタンを押すことで、コミュニティ

バスの乗車予約を行う。バスの運営者は、バスの位置をセンシングネットワークにより

リアルタイムに把握し、予約情報に基づいてバスの走行ルートの調整と予約者に対して

バス到着時刻の連絡を行う。運営コストの低減と利用者へのサービス向上が同時に実現

できる。 

■民間利用PJ 

・地域エネルギーマネジメント（デマンドレスポンス） 

 消費電力や CO2 排出量など環境の見える化とデマンドレスポンス（電力需要制御）の

サービスを告知端末（通信ゲートウェイ）やタブレット PC（見える化端末）を通じて行

う。ソーシャルネットワークサービスや売電収入を財源にしたコミュニティビジネスの

仕組みを構築することによって、地域コミュニティと地域経済の活性化が期待できる。 

 

 ※３ 提案募集要領にしたがって空欄にご記入下さい。全ての項目を記入頂かなくても 

結構です。添付資料がある場合はその旨を記載下さい。 
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別紙１－① 

 

別紙１－② 

次頁 

別紙１－② 
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提案３６（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

〔分野〕 情報入力の 90%は視覚だといわれることもあり動画はインフォメーション・フ

ローにおいて重要である。また、インターネットが普及した今日その量は爆発的に増加

し続けていることからその重要性は増すばかりである。 

 動画中の言葉を雑音や多重音声など悪環境に耐える音声認識技術で文字化した上で他

の言語情報と一元的に取扱い、検索、マイニング、情報抽出、要約、分析、翻訳等の高

度言語処理を施し、新らたな価値を持った情報に変換し、イノベーションを起こす技術

の研究開発は喫緊の課題である。 

〔取組時期〕 2014~2018年度（2018 年までに順次事業化） 

〔現在リードしているもの〕 日本語・英語の高精度音声認識(既に講演音声については

利用可能)、専門分野向け高精度自動翻訳 、概念に基づく分析・換言技術、要約技術 、

機械と人間が協調してポジティブループを作るクラウドソース技術 

〔今後リードすべきもの〕 雑音や多重音声など悪環境での性能維持技術 、認識結果に

含まれる誤りに頑健な処理技術、分野適応による汎用化技術、推論に基づく分析・換言

技術、 SNSに多用される柔らかな表現も処理できる頑健な技術 

〔国に期待する役割〕 研究開発資金提供 と 著作権など規制緩和 （＝TEXT の検索や翻

訳が自由にできるのと同様に、字幕化・多言語化を制約なく可能とすること）と 対訳コ

ーパスなど言語資源の構築 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

内閣府社会還元加速プロジェクト ※ で成功した実証実験の繰り返しによるニーズとシ

ーズの確実なすり合わせ 

〔民間で取り組むべきこと〕 

実証実験による改良 

ビジネスモデルの確立 

〔国で取り組むべきこと〕 

著作権など規制緩和（＝字幕化・多言語化を制約なく可能とすること） 

基礎技術の研究開発とその民間へのライセンス 

実証実験の費用の負担 

※  http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20110901/siryouki-1.pdf 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

①放送・ネット動画プロジェクト 

〔ビジネスプラン〕 字幕製作/広告 

〔政府の役割〕 パイロット実験の実施費用、著作権などの規制緩和・コンテンツホル

ダーへの働きかけ、海外への宣伝、対訳コーパスなど言語資源の構築 

②遠隔会議プロジェクト 

〔ビジネスプラン〕 高付加価値遠隔会議システム 

〔政府の役割〕 パイロット実験の実施費用、対訳コーパスなど言語資源の構築 

③個人ビデオプロジェクト 

〔ビジネスプラン〕 海外旅行サービス/情報弱者に対する公的サービス 

〔政府の役割〕 パイロット実験の実施費用、対訳コーパスなど言語資源の構築 
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提案３７（企業群） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

● ICT 分野において、我が国が強みを発揮すべく重点的に研究開発に取り組むべき分野と 

その詳細 

車車間/路車間/歩車間通信等、ITS を活用したスマートモビリティ社会 

・ 我が国の強みである 自動車関連技術（事故を未然に防ぐアクティブセーフティー技

術）と ITS 通信を組み合わせて、交通事故の削減、渋滞の解消等を図るとともに、高齢

者や歩行者などの交通弱者を対象とした事故防止技術等を開発し、安心・安全な交通

社会を実現。 

・ また、将来の超高齢社会を見据え、クルマを運転することが困難な高齢者などのアクセ

スを確保するための超小型モビリティ等でヒト・モノの流れの変革を誘導し、地域の活

性化・低炭素化を促進。 

・ 地震や集中豪雨などの広域大規模災害をはじめ、局所的な豪雨や突風、降雪などの

小中規模の気象災害も頻発する中、非常時における生活・交通基盤への影響を最小

限に抑える 

・ 上記の取り組みを実装することで、あらゆる国民が安心して豊かに生活できる安心・安

全で環境に優しいスマートコミュニティと新たな産業・雇用を創出する街の実現。 

● その分野について、取り組むべき時期 

・ 2014 年度～ 

● ICT 分野において、我が国がリードしているもの、今後リードすべきものの分類 

・ 周波数を有効に利用できる無線通信技術（コグニティブ等） 

・ 自動車関連技術（アクティブセーフティ技術・ミリ波レーダー等検知技術・超小型モビリ

ティ） 

・ 交通流の円滑化等を図る交通ＩＣＴ技術 

● その分野について、取り組む際に国に期待する役割 

・ 研究開発への先行的投資 

・ 国際調和活動の支援 
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

● ICT 分野において研究開発成果をイノベーション創出につなげるために導入すべきスキー

ム 

・ 既存規制に捉われない、省庁横断的な特区等による事業化を前提としたパイロット事

業のスキーム 

・ 事業化、実装効果を判断できる評価基準、評価の仕組み 

● そのスキームについて、民間で取り組むべきもの、政府で取り組むべきものの分類 

1)パイロット事業において、民間で取り組むべきもの 

① 車両技術と連携したアプリケーションと信頼性を担保するセキュリティの開発・導入 

② 道路交通情報等、交通に関するビッグデータの活用 

③ 継続利用が可能なモニター車載機・歩行者端末の開発 

④ 一般車両への普及展開 

2)パイロット事業を進めるにあたって、政府で取り組むべきもの 

① 基盤的研究開発支援（電波資源拡大のための研究開発等） 

② 応用研究開発支援（競争的研究資金） 

③ 試行運用のための環境整備 

・ 研究開発中の技術を試行運用するための特定地域での実証実施協力 

・ 長期間にわたっての試行運用のための運用費用の支援 

④ 実用化支援 

・ 事業化時におけるシステム等資産の税制優遇 

・ 資金貸出時における低金利による支援 

・ 事業に必要となる交通ＩＣＴインフラの整備 

・ 緊急車両・公共車両への普及展開 

 

3)官民連携して、上記の取り組みの社会実装性を評価するための基準の策定。 

実装に向けた知見の蓄積を図り、社会制度への反映、デファクト化を目指す 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

● ICT 分野において、(2)のスキームを実践しつつ、その成果が実用化され広く社会で使われ

ることを念頭においてパイロット的に取り組むべき研究開発プロジェクトの案 

・ 既存規制に捉われない、省庁横断的な特区等での取り組み 

・ 車車間/路車間通信の大規模実証（すべての車両が通信端末を保有し、安心・安

全・防災減災につながる社会実現と収集したデータによる新たな産業創出） 

・ 歩車間通信技術、レーダー・センシング技術等の研究開発プロジェクト 

● パイロットプロジェクトの成果が実用化され広く社会で使われる際に想定される市場イメー

ジ（数字は仮置き） 

① 交通事故の削減、渋滞の削減 

・ 交通事故死者数→年間 2000 人以下 に 削減 
    交通事故削減による社会的便益 5786 億円 以上 
考え方：現在の交通事故死者数 4411 人(2012 年)をさらに半減。 
    4411 人－2000 人×2 億 4 千万円*＝5786.4 億円 
＜*交通事故による損失額：死亡 2 億 4 千万円／人 

出典：交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査研究（内閣府 平成 24 年）＞ 

・ 交通事故件数→年間 350,000 件以下 に 削減 
    交通事故削減による社会的便益 1204 億円 以上 
考え方：現在の交通事故件数(物損を除く)665,138 件(2012 年)をさらに半
減。 
    665,138 件－350,000 件×382 千円*＝1203.8272 億円 
＜*交通事故による損失額：物損 382 千円／件 

出典：交通事故の被害・損失の経済的分析に関する調査研究（内閣府 平成 24 年）＞ 

・ 都市圏の渋滞削減 

・ 緊急車両（救急車等）の現場到着時間の短縮 

② 自動車・道路交通に関する市場の拡大 

③ 地方での経済活性化により、雇用を創出 

④ 新たな地域モビリティ（デマンド対応型モビリティ、1km 未満の末端モビリティ、都市内

モビリティなど）の実用化。地域におけるモビリティ資産の共有。 

⑤ クルマを利用した電力供給サービスの実現、標準化 

⑥ クルマ、インターネット、アドホック通信などを利用したリダンダンシーを有した通信シ

ステム、地域内での情報流通の仕組みの実現 

● プロジェクト実施にあたり、政府に期待する役割 

① 研究開発支援 

② 大規模実証事業の実施 

③ 通信端末普及促進（補助） 
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ITS Japan

ITS

30

交通事故のない社会 誰もが思い通りに
移動できる社会

環境にやさしく円滑に
移動できる社会

常に安定して
ｴﾈﾙｷﾞｰ・情報が使える社会

V2H

ITS
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提案３８（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

○ビッグデータと情報通信技術を結合した安心・安全社会プラットフォーム 

 震災後の避難状況の分析等の過去のビッグデータの利用や、スマートグリッド等の現

在のビッグデータによるシステムの最適化制御など、ビッグデータと通信との組み合わ

せはこれまでに考えられなかった用途と効果をもたらしている。そこでこの新たな技術

分野の応用分野と必須技術について分析し、実現の鍵となる技術の開発と標準化を推進

するとともに、実証実験に取り組むことにより、プラットフォームを実現する。 

 なお、主な開発課題は、以下のとおり。 

（１）ビックデータを得るために必要となる通信技術（センサーデータ集約ネットワー

ク、光通信・無線通信連携フレキシブル通信インフラ等） 

（２）ビックデータを整理、利活用する情報処理技術（データ処理、セキュリティ等） 

（３）ビックデータを利用するために必要となる通信放送技術（大容量通信インフラ等） 

（４）ビッグデータと情報通信技術の結合による新たな応用技術（災害現場のロボティ

クス等） 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

○事業化（ビジネスプラン）までを念頭に置いたプロジェクトスキームの創設 

 フィンランドのＫＡＡＴＯ（別紙１参照：http://www.kaato.org/ ）のように、プロ

ジェクト終了後２～３年で事業化することを前提としたスキームを創設する。プロジェ

クトが単なる実証で終わらないよう、事業化できない場合には執行額の一部を国庫に返

納することも視野に入れるなど、ある程度の拘束も必要。 

 

○多分野にわたる関係機関を束ねる政府系委員会の創設 

 ビッグデータの活用が社会に大きなイノベーションをもたらす可能性を秘めているこ

とについては疑いないが、民間企業が単独でデータの提供を呼びかけても、なかなかデ

ータが集まらないことがイノベーションの誘発を阻害している場合がある。そこで、政

府主導で、警察、消防、電力、病院、地方自治体等の他分野にわたる関係機関にデータ

の提供を求める場を創設することにより、ビッグデータ活用のための環境整備を推進す

る。 

 

○規制制度と合わせた研究開発プロジェクト 

研究開発成果をイノベーション創出につなげるためには、予算だけでなく、許認可を始
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めとする規制制度と合わせた研究開発プロジェクトの実施が有効。総務省情報通信国際

戦略局においても、予算措置や研究開発成果の管理だけでなく、他部局との調整も含め、

主体的にプロジェクトに取り組んでいくことにより、従来にない枠組でのイノベーショ

ンの創出が可能となる。（別紙２参照） 

（例） 

 研究開発プロジェクト実施の際に、公的個人認証等を始めとする総務省が有する

データを可能な限り解放する「ビッグデータ推進構想」。データ解放に関する総務

省担当部局との調整については、総務省情報通信国際戦略局が実施。 

 研究開発プロジェクト実施の際に、予め指定した特定の地域を移動範囲とする無

線局免許申請書を提出すれば、特段の調整の必要なく無線局免許が交付される「電

波特区構想」。実験試験局用周波数の使用に関する総務省担当部局との調整につい

ては、総務省情報通信国際戦略局が実施。（特に、ＹＲＰ研究開発推進協会におい

ては、これまでにも多くの実験試験局免許を取得してきた実績があるため、「電波

特区構想」の実現に当たっては、事務手続を含め、様々な協力が可能。） 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

○ビッグデータと情報通信技術を結合した安心・安全社会プラットフォーム 

 防災・減災機能の強化、道路・橋・水道等の社会インフラの維持・管理、農林水産、

医療・健康、交通・物流等の分野における新産業・雇用の創出等を目的として、様々な

地域においてセンサーやデータセンターが設置され、リアルタイムデータの収集、分析

等を行う環境が徐々に構築されつつある。そして、そのデータについても、様々な団体・

プロジェクト等に活用されつつあり、関係が複雑化している状況にある。 

 また、ビッグデータに関連するＩＣＴサービスは、インフラからプラットフォーム、

アプリケーション、デバイスのそれぞれが複数のものから構築されており、さらにそれ

ぞれの領域も多様な構成要素から成り立っており、構成要素ごとに得意な国・企業が存

在している。このように複雑化したＩＣＴサービスでは、一企業や一国で全てをカバー

することは不可能であり、強みと弱みを認識して相互補完できる座組を構築し、上流か

ら下流まで含めた最大勢力となることで、最大の市場を獲得するといった考え方が必要

になる。そのため、国際競争力強化と同時に、できるだけ多くの仲間を作る「協調力」

を重視する戦略をベースとすることも重要になる。 

 以上を踏まえ、ビッグデータと情報通信技術を結合した安心・安全社会プラットフォ

ームの実現に向けては、平成２４年度補正予算による独立行政法人情報通信研究機構施

設整備費補助金「モバイル・ワイヤレステストベッド」の執行拠点等が中心となり、各

地域・プロジェクトとの連携や、国際協調を図っていくことが必要。その後も、事業化

（ビジネスプラン）までを念頭に置いたプロジェクトスキームにより、関係企業のイノ

ベーションを誘発することが必要。 
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提案３９（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野 

■情報通信リレーサービス 

 意思疎通の困難さを抱える聴覚障害者や言語障害者の音声通信を円滑に行うための通

信支援システム。かってはほぼ音声電話だけだったのでこれらの方々には音声通信が困

難だったが、近年のインターネット環境の進展が、支援システムの介在を可能にしてい

る。母語以外の音声通信への支援システムも可能性がある。 

１）VCO（Voice carry over）のシステム 

身体障害者手帳を持つ聴覚障害者のうち、手話を主なコミ手段にしている聴覚障害者は

約２割程度。音声の発音が可能な聴覚障害者も多い。その場合電話相手との間に視覚的

補助できるオペレーターが介在することで、話者→相手は音声、相手からの返答は視覚

的手段で話者に戻すことで音声通信が可能になる。PC リテラシーの高くない方々の利用

を可能にする。 

 将来的には音声認識の方法で代替できるようなシステム開発を狙う。 

２）言語障害者 

 VCOの逆パターンで、相手へ伝えたい内容を視覚的にオペレーターに伝え、代読しても

らう方法がある。 

３）ビデオリレーのシステム 

 利用者とオペレーター間はビデオ映像、オペレーターと通話相手とは音声通話等。利

用者とオペレーター間は手話や筆談、読話など、視覚的なコミュニケーション支援を受

けてやりとりする。 

 

 国際的には電話リレーサービスは欧米各国で進んでいるが、わが国は遅れている。但

し ITU-T に提案し、電話リレーサービスが ITU の国際勧告化されたのは、日本の JIS X 

8341-4 の国際規格化の提案及び働きかけがあったからである。 

 システムは従来わが国にはなかった１）の方法が今後有力。プラスヴォイス社が取り

組んでいる。アメリカでは民間業者が近年ネット利用の VCO 的な方法を提供開始し、利

用が急増している。 

 音声認識についてはアドバンストメディア社と社団法人全日本難聴者・中途失聴者団

体連合会とで、聴覚障害者に適した音声認識システムの開発について評価検討を進めて

いるところである。 

 ２）や従来からある３）の方法も必要である。通信事業者はコスト等の問題があり、
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運用を義務づける法整備が必要と考えるので、検討のための委員会立ち上げをお願いし

たい。その他、システム開発や費用助成など、国からの支援となる取り組みが必要であ

る。 

 

■窓口での通訳的な支援 

 上のシステムの応用。官公庁や民間に様々な窓口がある。それらの来訪者が日本語音

声で会話することが困難な異文化者等の場合に支援する。手話通訳や異文化支援オペレ

ーターに通信端末で中継し、会話内容をリレー支援するシステムが民間に複数実在する。

これらのシステムを窓口支援機関が一元化して担うことで、様々な窓口来訪者のニーズ

に対応可能になる。費用は各窓口の設置者が負担すべきものだが、当初は国の支援が必

要と考える。 

 

 緊急に音声通信支援が必要になったとき、かっては近くの人に頼むしか方法がなかっ

た。人的リソースが用意されていないため、周囲にも負担になってしまう。雇用の場で

は雇用主が環境を用意すべきだが、雇用主も専門的な知識がなく理解が不十分な場合が

多い。 

 利用者が自力で音声通信のネットワークに乗れるようになれば、社会的な波及効果は

大きい。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 従来音声電話の困難だった聴覚障害者等が、音声通信ネットワークへの参加を可能に

することで、 

１）聴覚障害者等の就労、起業など社会進出の支援になり、社会参加の幅が広がる。 

２）高齢で聴力に不安を抱える方々の社会参加促進となり、経験と能力を社会に還元で

きる。 

３）聴覚障害者を雇用する企業が聴覚障害者支援に必要とするコストやエネルギーを軽

減できる。 

４）リレーするためのオペレーター養成やリレーセンターを設けることで、新たな雇用、

業態の創出になる。 

５）リレーする方法は、当初人的オペレータが必要と考えているが、将来的には音声翻

訳システムで多言語間で自動化が可能になることを見込む。この分野は将来性発展

性が非常に高く、リレーのためのシステム構築やノウハウの蓄積で、諸外国に先鞭

をつけることができる。 

６）通信支援に利用できる場面は就労以外にも、社会参加のあらゆる場面が想定される。

窓口での支援にも活用できる。一方で当初使える資源は限られている。省庁の枠組

みを超えた分野で利用が可能になるようなシステム構築が必要と考える。 

７）政府はこうした視点から、委員会で明確なロードマップの作成、必要な法整備、従
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来から同様のシステムを運用している企業への支援、通信事業者への実施義務づけ

等を行うべきと考える。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

■情報通信リレーサービス 

１）全国共通のアクセス番号（アドレス） 

 全国各地の聴覚障害を持つモニターが、同一番号（アドレス）にアクセスし、各自に

適した手段で通信内容のリレーを受けられるようにする。 

 システムの利用状況を見て段階的にモニター・利用者数、中継するオペレーターの数、

通信手段等を増やす。 

 モニター側は特別な利用料金負担はないようにすべき。電話を利用するのに聴覚障害

者だけが通常の通信料金以外に特別な料金負担することはなじまないと考える。 

 運営コストは当初国の支援が必要と考えるが、いずれは通信事業者が運営できるよう、

ユニバーサルサービス的な料金収受方法を整備する必要がある。 

 

２）通信のみならず教育、就労、地域生活、娯楽などで遠隔支援が受けられる環境を当

初から用意することが、利用者の利便、推進につながる。 

 アイセックジャパン社や長野サマライズセンターで実施している遠隔通訳サービスが

好例。 

 緊急災害時に自力で情報取得が可能になることも期待される。 

 

３）政府はこうした視点から、委員会で明確なロードマップの作成、必要な法整備、従

来から同様のシステムを運用している企業への支援、通信事業者への実施義務づけ等を

行うべきと考える。 
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提案４０（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

在宅医療情報の記録と要約 

我が国では在宅医療が推進されているが，その効果検証はまだ不十分である．すなわ

ち，在宅医療の実態を定量的につかむことは困難であり，従って最適な処方や，在宅リ

ハビリ，在宅介護の計画を立てることは困難である．ICT 技術により，在宅医療情報を

継時的に収集し，医師に情報を集約・要約して届けることが必要である． 

2007 年より超高齢社会である我が国では，待ったなしでこれに取り組む必要がある．

また，韓国も人口のピークをうち，中国もあと 10 年でピークを打つことから，今ビジネ

スモデルを確立しなければならない． 

我が国では，電子カルテなどの医療 IT は進んでいるものの，介護業界の IT 利用は始

まったばかりであり，在宅医療となると IT 化はほとんど進んでいない．介護業界にして

も，在宅の場にしても，必要なのは研究者だけでなく，現場と一体となって開発を進め

られる腕利きの開発者であるが，キャリアもキャリアパスも存在しないため，ぜひこの

開発者の人件費の支援を希望する． 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

（１）にも書いたように，必要なのは研究者だけでなく，現場と一体となって開発を進

められる腕利きの開発者である．そこに雇用を確保する必要がある．ここには政府の支

援が必要である．さらにはこの事業に深い興味と真摯なフィードバックをもらえるアー

リーアダプタをできるだけたくさん見つける必要がある．効率よくアーリーアダプタと

出会うために，患者会や介護業者らとネットワーキングをする必要がある．ICT による

全国的なネットワーキングが望ましいが，彼らの多くは ICT が苦手なため，効率の良い

ソフトウェアの開発と，ICT リテラシー教育が必要で，これらは民間と政府が協力しな

ら進める必要があると考えられる． 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

WiFi ルータと Tablet（カメラ， GPS,加速度センサを内蔵するもの），および

MicrosoftKinect に代表される深度センサを社会インフラに実装し，ネットワーク化す

ることで，在宅，介護，回復期病院，急性期病院が飛躍的な情報交換を行う，新たな産

業の創出を実現する街．申請者が既に全国パーキンソン病友の会奈良県支部と試行を開

始しているプロジェクト「Medictome」の資料を別紙として添付します． 
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提案４１（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

我が国においてイノベーションを起こすための 1 つの方策としては、有益なビックデ

ータを造ることが挙げられる。有益なビックデータを造ることにより、当該ビックデー

タにアクセスする研究者やメーカ等が、これまでは不可能であった新たな手法での研究

開発を行ったり、その成果を社会実装することが可能となり、大きなイノベーションに

つながり得る。ビックデータの生成は、個社や個別の研究者では収集しきれない分野が

しばしば見受けられ、そのような場合には、政府主導で重点的に取り組むことが必要と

なる。なお、ビックデータを用いた研究開発について、その社会実装は、医療であった

り、防災であったりと、ICT 分野それ自体に限定されず幅広い分野が対象として考えられ

るが、イノベーションの創出にあたっては、他分野との協力が不可欠であり、また、ビ

ックデータの生成や運用にあたっては、基盤としての我が国の ICT 技術自体の発展も期

待される。 

上記観点から、例えば、個々人の遺伝子特性にあわせたテイラーメイド医療実現のた

めに、圧倒的多数の日本人を対象としたヒトゲノムシーケンスに取り組むべきである。 

病気のかかり方や薬の利き方に個人差があるのは、ゲノムの配列がわずかに異なって

いることが原因の一つになっていることが、既にわかっており、今後、個々人のゲノム

配列ごとに適切な治療法や投薬を行うテイラーメイド医療の進展が期待されている。 

そして、テイラーメイド医療の進展のためには、膨大なサンプルの入手とそのシーケ

ンス、解析データの蓄積及び解析が必要となる。また、発症頻度が極めて低い疾病に関

しては、解析データの母数が膨大でないと、研究開発に必要なサンプルが十分に含まれ

ないことになる。 

ここで、シーケンスそのものや、データの蓄積及び解析のために必要な計算能力につ

いては、シーケンス専用のチップの開発や、データセンタの建設・運用、スーパーコン

ピュータの計算能力の向上など、我が国が基幹技術を有している分野となっている。 

一方で、サンプルの入手や解析手法の研究に関しては、他国の後じんを拝している状

況である。これは、前者についてはゲノムシーケンスの重要性が国民の理解を得られて

いないこと、また後者についてはサンプル数が少なく十分な研究環境が整っていないこ

とにその一因がある。 

このような現状の環境のもとで医療技術を発展させるためには、他国からの技術導入

や、何十年にもわたる基礎研究の積重ね、さらには、ごく一部の「天才研究者」による

「ひらめき」に頼るしかない。 
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しかし、環境を圧倒的に変動させれば、研究開発手法自体を変革されることができ、

システマティックにイノベーションを起こすことが可能となる可能性がある。すなわち、

国が旗ふり役となりサンプル提供への国民的理解を求めるとともに、国の研究予算によ

ってシーケンスを行ったゲノム情報を医療関係者や医療研究者に広く公開するために必

要な法整備を行うことによって、膨大なゲノム情報を医療関係者の共通プラットフォー

ムとして利用することができるようになり、そのうえで効果的にイノベーションを発生

させることを期待することができる。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

（１）で述べた、膨大なヒトゲノム情報のプラットフォーム化を実現するためには、

医療関係者やゲノムシーケンスの研究者のみならず、幅広い組織や人材を結集し、タス

クフォースチームを組成する必要がある。すなわち、民間からは、大規模解析を行うに

あたって必要となる大型計算機やデータセンタの専門家はもちろんのこと、さらには、

プライバシーや個人情報に造詣の深い法律家からゲノム情報というセンシティブな情報

を扱うことについて法的問題を生じない体制を整えるための助言を得ることが必要であ

るし、そのように適切な体制をとっていることや国民医療への意義について適切にプロ

モーションを行うことができる広報担当者も必要となる。また政府においては、サンプ

ル収集やゲノムシーケンスに必要な予算の確保に加え、国家予算により集積したゲノム

情報を広くプラットフォームで公開するために必要な法整備を行うことが期待される。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

日本人 1,000 万人を対象としたヒトゲノムシーケンスを行うことを提案する。 

日本人は人種構成が単純であり、それぞれのゲノム構造も大きく違わないことから、

一定程度のサンプルを集めれば、他の地域に比べ病的因子の抽出が容易であると考えら

れ、我が国で行うことの優位性を持つ。 

そして、日本人ゲノム情報のプラットフォーム化により、それを利用して医療分野の

研究が進展し、効果的なテイラーメイド医療の開発や、それによる国民の健康の改善及

び無駄な医療費の削減が望まれる。さらに、それらの直接的な効果だけではなく、高速

計算機の開発やデータセンタの運用技術の向上、ビッグデータ解析技術の向上等の周辺

分野への波及効果が見込まれる。 
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提案４２（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

社会での活動や企業活動などから生み出される大量のデータの活用が、新たな価値を生み

出します。しかし、現状は企業や組織に閉じたデータ分析が中心となっており、更なる価

値の創出のためには、異種データ、異なる組織が保有するデータの統合・分析が必要です。 

データ活用を進めていく中で課題となるのが情報管理です。特にパーソナル情報が価値創

造に重要な役割を果たしますが、高度な攻撃によるプライバシー漏えい問題等の事業リス

クがあります。事業リスクを払拭し新たな価値創造を実現するデータ活用を促進するため

にも、信頼できるパーソナル情報管理の仕組みづくりが不可欠です。 

＜重点的に取り組む技術課題＞ 

・データ匿名化 

データ自体を加工し、ユーザの準識別子を知る閲覧者に対してセンシティブ属性を知ら

れないようにする技術。例えば、移動軌跡データは経路解析(ある施設を利用したユー

ザの経路分析等)に有用ですが、第三者に公開する場合、滞留点を意図的にぼやかす事

で個人特定を防ぎ、プライバシー漏えいを防ぎます。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

ビジネスプロデューサーを中心にビジネスモデルを検討し、実現に必要な規制・制度改

革、新規技術開発・標準化を三位一体で進める必要があります。 

・「ビジネスプラン検討→研究開発・標準化、制度設計→パイロット実証」の一連の流れ

を一気通貫で行うプロジェクトが必要です。加えて、市場導入に向けた具体的な仕組
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みの構築と実施が必要になります。 

・フェーズごとにステージゲート審査を行い、成果の確認、市場動向等を踏まえ、ビジ

ネス化の観点から継続の可否を決定する形を想定しています。 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

匿名化技術をはじめとしたパーソナル情報管理技術を確立、技術の標準化と第三者認証機

関の整備を通じて、パーソナル情報管理共通 PF を構築、異業種間のパーソナル情報の安

全・適正な活用を実現します。 

（例） 交通情報サービスの将来イメージと情報の横断的活用 
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提案４３（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

先進医療分野、特に iPS 細胞をはじめとする再生医療の「産業化」に重点的に取り組

むべきである。再生医療分野において日本は研究では世界をリードしているものの、事

業化・産業化については非常に後れを取っているのが現状である。医療機器だけでなく、

研究用の道具や理化学機器・試薬類においても、海外製品が圧倒的に多いのが現状であ

る。 

再生医療の事業化には、大企業ではなく中小企業による医療産業への参入促進が重要

である。再生医療は「テーラーメイド医療」と呼ばれるように、患者や医師による個々

の細かいニーズに対応する必要があるため、大企業が事業化するのは難しいからである。

さらには、再生医療をはじめとする先端科学分野は、その目的に合致する研究道具や理

化学機器・試薬類、医療機器が未開発で市場にさえまだ存在しない場合も多く、研究者

は不便な中で研究を推進している。小回りの利く中小企業（モノづくり企業）にとって

は絶好の活躍の場である。 

優れた技術やノウハウを有する中小企業がこれらの先端科学を支える研究道具や理化

学機器・試薬類、医療機器の開発に取組むことは、保有する技術やノウハウの応用展開

や高度化、さらにはイノベーションにつながると考えられる。もっと多くの中小企業が

医療産業に取り組み、日本のモノづくりの優れた技術を活かすことで、日本全体の産業

復興につながることが期待される。山中伸弥教授がノーベル賞を受賞し、再生医療の実

現に向けた期待が広がっている今こそ、国全体で総力を挙げて取り組むべき課題である。 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

中小企業による医療産業への参入を妨げている大きな要因のひとつは「情報不足」で

ある。中小企業にとっては、再生医療をはじめとする医療分野の「言葉」が分からず、

実際の研究や医療現場で、どのような目的で、どんな道具や機器を用いて、何が行われ

ているかが分からない場合が多い。そのため、「自分たちの技術が医療分野にどう活かせ

るのか分からない」「医療現場のニーズが分からない」「相談したくても人脈がない」と

いった悩みがある。また、医師や研究者の側にも「自分たちの研究成果を使ってどの企

業と製品開発を進めればよいのか」「どの企業がふさわしい技術を持っているのか」とい

った情報を知る方法は少ない。そのため、日本の中小企業の優れた技術が眠ってしまっ

ている現状がある。 

そこで必要なのは、再生医療の研究現場からのニーズと中小企業のものづくりのシー
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ズをつなげる「橋渡しの仕組み」であり、グローバル規模での迅速かつ適切な「橋渡し」

を実現するためにはＩＣＴ技術を活用することが得策であると考えられる。具体的には、

ＩＣＴ技術を活用して、再生医療等の研究や医療現場のニーズを広く募集し、技術やノ

ウハウを保有し新たに再生医療分野への参入にチャレンジする中小企業との、最適な橋

渡し（マッチング）システムを構築することである。 

ＩＣＴ技術により再生医療分野における産学連携や医工連携が促進され、中小企業の

モノづくり技術により国際的な競争力を持った再生医療製品が開発・事業化されれば、

新たな先進医療産業の創出という大きなイノベーションへと発展する。特に、研究用途

の道具や理化学機器は薬事法等の規制対象外であるため、新たに参入する中小企業にと

っても、ニーズを適格に把握できれば、参入障壁は比較的低いと考えられる。 

現状では、文部科学省や経済産業省により産学連携に向けた取り組みが行われている

が、いずれも研究者側からの一方的な情報提供である場合が多く、企業の情報はなかな

か伝わってこない。研究者と企業の双方からの積極的な情報発信が実現してこそ、両者

（ニーズとシーズ）の効率的なマッチングが成功するはずである。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

ＩＣＴ技術を応用して、医師や研究者が持つニーズ情報と中小企業が持つシーズ情報

を結びつける方法として、クラウドを利用したマッチングシステムの構築を提案する。

効率的なマッチングを実現させるためには、情報の集積・整理・共有化が重要である。

日本全国の再生医療に関わる情報を集め、適切な基準に従って分類し、誰もがアクセス

できる状態で公開するためのマッチングサイトを立ち上げたい。 

医師や研究者と中小企業とのマッチングにおいてよく問題となるのは「言葉の壁」で

ある。医療分野の専門用語と製造業の専門用語を互いに理解することができず、開発が

うまく進まないことが実際に起こりうるため、マッチングサイトには「翻訳機能」と「レ

コメンド（推奨）機能」が求められる。それぞれの言葉の意味を説明するだけでなく、

それらの情報を関連付け、関連すると思われるユーザーにレコメンド情報として発信し

ていく機能である。同じ作業を人が行おうとすると莫大な時間とコストが必要となるが、

ＩＣＴ技術を応用すれば効率的なシステムが構築できるはずである。 

こうしたマッチングサイトが実現すれば、現在の再生医療現場が抱える様々な問題を

解決し、例えば「移植のための細胞を自動的に安全に培養できる装置」「組織再生のため

の適切な場を提供する足場材」「患者に負担をかけず低侵襲で細胞移植ができる道具」「移

植細胞の有効性や安全性を正確に短時間で判断できる技術」などの開発が促進される。 

さらにこのサイトは、開発された製品の普及・販売にも貢献することができる。中小

企業にとっては、製品の開発だけでなく医療業界への広告宣伝や販売ルートを確立する

ことも、時間とコストのかかる困難な作業である。これらの製品の潜在的なユーザーで
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ある医師や研究者が集まるマッチングサイトが、効果的な製品紹介の場となり、独自に

開発された優れた製品の普及に貢献することができる。 

このようなマッチングシステムの存在は、再生医療分野以外の先端科学や次世代産業

分野への中小企業の参入促進にとっても重要なベースとなるソーシャルエンタープライ

ズ的な（社会正義のある）プラットフォームであると考えられる。しかし、そのシステ

ムの構築（開発）と立ち上げ、運営初期にあたっては多額の費用を要するため、民間企

業には負担が大きいため、補助金等による支援を期待したい。また、現状では薬事法等

の法整備が遅れているため、中小企業が参入する際のリスクが大きいという問題もある。

国には、これらの法整備とともに、実際にマッチングに成功した中小企業が研究のため

の道具や理化学機器、医療機器開発を進める際の開発支援助成金についても積極的な支

援を期待したい。 
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提案４４（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 ２０１０年代の後半には世界で主要な携帯電話システムとなる第４世代携帯電話シ

ステムや、それ以降の携帯電話システムに関する研究開発 

 特に、無線アクセス技術については、すでに 1Gbps 程度まで性能向上がなされてい

るが、今後は、更なる大きな性能アップにむけた将来無線アクセス技術（FRA：Future 

Radio Access）が注目されている 

 今後の研究開発の成果によっては、日本発の技術が、世界のスタンダードとなるだ

けでなく、グローバル市場への発信力の強化も見込めるため、このタイミングでの

産官学による取り組みを強化すべき 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 日本発の世界最先端技術確立のため、産官学が連携した実証実験を行なうなど、成

果を共有できる場が必要 

 携帯電話技術の研究開発の際には、フィールド実験による実証を行うことが一般的

であるが、実施の際の国の積極的なサポート（免許、資金等々）があると、ベンチ

ャー企業まで含めた多くのプレイヤーが参画しやすくなる 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

 世界的に携帯電話用の周波数が逼迫しており、多くの国で、新たな追加周波数帯域

を確保するべく検討がすすめられている。２０１５年には、ITUにおいて WRC15会合

が開催され、第４世代携帯電話用の追加周波数帯域の特定が行われる可能性がある。 

 このような世界の動きを捉え、周波数特定の前から、様々な候補周波数帯域におけ

る FRA 技術の研究開発を推進するとともに、いくつかの候補帯域において、フィー

ルド実証実験を早期に実施することが望ましい。 

 これにより、将来的な装置開発における基礎技術を早期に確立できると共に、関係

するベンダ、事業者の技術的な検証、将来の高速モバイル通信におけるサービスイ

メージなどの検証を行い、日本の持つ技術力、モバイルとしての先進国としての地

位確立、情報発信を行うことができる 
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提案４５（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 

医療情報システムは、医療情報の電子化についてその技術的側面及び運用管理上の課

題解決を推進しているが「死亡診断書」作成の部分に関しては、A3の用紙（別紙、A3サ

イズ死亡診断書・死亡届）に右側が死亡診断書（厚生労働省）、左側か死亡届（法務省）

といったその様式の特殊性の為に手つかずの状況におかれている。 

 また、主に葬儀社が利用する死亡届作成システムも同様で、医師が書いた A3の手書き

用紙に故人の遺族が残り半分を記入し、地方自治体に提出する書式になっており、開発

は全く進んでいない状況である。 

 システムの基礎的な部分をいち早く分析し、具体的な実証研究を効率的に進めること

が ICT実用化を飛躍的に進めることになると考える。 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 本システムが事業化されることにより、期待される効果は以下の 3 つである。 
第一が、お悔やみ情報を利用する側の利便性向上である。いつでもどこでもインター

ネットを通じてお悔やみ情報を速報にて閲覧することができる。また、メールでおくや

み通知を受信することが可能となる。 
第二が、業務の効率化である。今まで紙で扱ってきた情報を単に電子化するだけでな

く、電子化をきっかけに従来の業務の在り方を見直し、医師業務や葬儀業務の簡素化・

効率化を向上させ、地方自治体の業務改善にも貢献する。 
第三が産業の振興である。医療情報産業の文書管理に加えて、これまで情報化に手間

取ってきた葬儀関連産業に電子弔電や電子香典、遺言や墓参りなど斬新なソリューショ

ンビジネスを創出、ソーシャルメディアの新たな分野を形成し、日本経済を大きく活性

化する効果が期待できる。 
この 3 つの効果を達成するためには、システムの最適化による業務の簡素化・効率化

及び維持コスト削減を実現し、安価で前向きな情報サービスの向上に振り向けていくこ

とが望まれる。さらに、これらの目的の将来像として、自治体クラウドへのシステム参

画により、地方行政の在り方自体の変革に貢献できることが期待される。 
 

 以上を今年度の研究開発実施内容とし、次年度は、蓄積葬儀情報を利用するソーシャ

ルメディアシステム開発と新たな特許出願を目指す。また、総務省推進の自治体クラウ

ドと連携するシステム開発を計画する。 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

「死亡診断書・死亡届・おくやみ情報作成システム」 

 本システムは、「死亡診断書作成システム」、「死亡届作成システム］、「お侮やみ広告シ

ステム］の３個のシステムからなる（別紙、死亡診断書・死亡届・おくやみ情報作成シ

ステム流れ図）。 

 死亡診断書システムは、Webブラウザ上で死亡診断書の作成を行うシステムであり、主

たる利用者として医師を想定している。実際に手書きで診断書に記入する際に近付け、

直観的に診断書を作成できるよう、画面構成を診断書と同様のレイアウトとしている。

（別紙、画面 1に示す） 

 死亡届作成システムは、主たる利用者として遺族に手続きの代行を委託された葬儀業

者を想定している。死亡診断書と同様、画面構成を死亡届と同様のレイアウトとしてい

る。（別紙、画面 2に示す） 死亡診断書作成システムにアクセスし、故人の情報を取得

することで、死亡届の入力労力を軽減する。 

 お侮やみ広告システムは、遺族が希望する場合にインターネットで閲覧可能な広告を

掲載するサービスであり、死亡届作成システムにアクセスし、故人の情報を取得するこ

とで入力労力を軽減する。本システムは、Webサイト上で葬儀等の概要を公開する。また、

登録されている閲覧ユーザに対して詳細な広告の閲覧を許可する。メールでの通知を希

望する登録ユーザに対しての配付も行う。 
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提案４６（企業群） 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法 ※３ 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト ※３ 
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※３ 提案募集要領にしたがって空欄にご記入下さい。全ての項目を記入頂かなくても 

結構です。添付資料がある場合はその旨を記載下さい。 
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提案４８（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

起業家マインドの醸成へ 

Ernst & Young レポート（添付資料：Ernst & Youngレポート“Innovating for growth”）

によると、イノベーションの創出に重要なことは、画期的なアイデアとそれを具現化す

る技術も大切だが、むしろ、サービスドミナント思考の継続的なトライ＆エラーができ

るマインドセットといわれています。そのような文化（事業体としての起業家コンピテ

ンシー）の醸成のため、グローバルでオープンな人材の流動化、および、人材育成が重

要と考えます。 

 

１．グローバルでオープンな人材の流動化支援（単なる交流に終わらない人材流動化の

仕組み） 

 

① 研究開発者（大学、大企業等）と起業家のマッチング 

研究開発者と斬新なアイデアを提供できる若い起業家を結びつけイノベーションを誘発

する機会・場を提供する。(発表カンファレンス・懇親会等)  必ずしも、日本国内で閉

じている必要はなく、海外での開催、または、海外からの参加者を募って日本で開催す

る。開催は、官民どちらでも可能。 

 

② 企業からの出向プログラムの実施支援 

よく言われますように、日本の大企業は豊富な人材の宝庫と考えられます。これらの大

企業等で、営業・マーケティング・人事・知財・法務等の豊富な経験を持った人材が、

イノベーション事業体へ流入されるよう促す仕組み作りを提案します。対象とする人材

は、大企業等で新規事業やイノベーションを担当している者に限らず、または、必ずし

もICT経験者である必要はなく、それ以外の幅広い業務経験者を想定しています。（例 幅

広い視野を持ち、限られた時間の中で、市場ニーズをくみ取り形にするビジネススキル

を持つ化粧品マーケティング担当者等。）上記を実施するためのプログラム（人材拠出

および受入側双方）の実施を提案します。（参考 公認会計士の企業出向プログラ
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ム http://www.cfo.jp/topics/2012-01/index.html） 

 

③ 海外展開を見据え、外国人の参加促進： 

多彩なタレントを取込むことで研究開発の事業化を推進していく組織力を高めるととも

に、海外展開力を強化することが可能です。そのためにも、研究企画時から参加しても

らう人材を、海外から発掘する支援プログラム等を実施することを提案します。対象は、

研究者・技術員だけでなく、ビジネスプロデューサー・知財/法務専門家など、幅広い領

域で、特に、斬新なアイデアを提供できる若い世代を発掘することが重要です。具体的

にはキャリアフォーラム・発表カンファレンス、または、資金調達のためのロードショ

ーが考えられ、前述案同様、これは官民両方での開催が考えられますが、他方、政府に

よる支援として、パイロットプロジェクトの選定の際に、海外展開を視野に入れたアウ

トカムの設定と、また、それを裏付ける人材採用をしていることを、選定クライテリア

として入れることで、外国人のチーム参加が促進されると考えられます。また、関連し

て海外からのリスクマネーをキャピタルとして取り込むことも促進される効果もあると

考えられます。 

 

④ ステージにあった専門家の参加の促進 

イノベーション創出には、画期的な研究開発と共に、イノベーションの見える化のでき

るマネージメント人材（ビジネスプロデューサー）の参加が重要です。（添付資料：事

業貢献のためのイノベーションについて） 想定される行政からの支援策としましては、

事業体に対する専門家派遣費用を補助などが考えられます。または、パイロットプロジ

ェクトの選定の際に、そのような専門家の受入れを推奨し、または候補者の提示をする

ことの効果が高いと考えられます。 

 

 

２．起業家コンピテンシーを持った人材育成へ 

 

① 研究開発者向け育成支援 

Ernst & Young レポート（添付資料：Ernst & Youngレポート“天性か育成か”）による

と、起業家は天性のものでなく育成されるものと結論されています。事業体として、継

続的なトライ＆エラーができるマインドセットを育成するため、ビジネスプロデューサ

ーを中心に、研究開発者も含めイノベーション創出チームの一員は、皆、事業化スキル

（＝ビジネススキル）を一定程度、向上させることが重要と考えます。いわゆるエレベ

ータスピーチではないですが、非専門家への説明など、多様なタレント人材とのオープ

ンコミュニケーションのためにも、研究者といえども、情報発信力およびコミュニケー

ション力の強化が大切と考え、例えば、以下のアジェンダのような基礎的なビジネスス
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キル向上のための育成プログラムが、ケーススタディ形式で、積極的に受けられる環境

を提供されることを提案します。このような研修はすでに多くの民間企業等で提供され

ていますが、特に研究開発者およびサポートする人員までに普及させるために、一定の

行政の補助が大変有効と考えます。 

 

 ビジネス・プレゼンテーション 

 ロジカル・シンキング （自らの主張ポイントを整理し、相手に分かるように説明

するスキルの獲得） 

 マーケティングおよびアカウンティング基礎 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案４９（個人） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

ワイヤレスクラウド，スマートグリッド、センサーネットワーク，M2Mネットワークなど，

今後の無線アクセスネットワークは，社会的な課題を解決するサービスや新たな産業創

出につながるサービスイノベーションのための社会インフラとして、その重要性は言う

までもありません．従って，第５世代以降のワイヤレス通信技術は，至るところにある

省電力で簡易なアンテナ装置で指数関数的に増大する瞬間トラヒックを取り扱わなけれ

ばなりません．これには周波数も信号形式も異なる種々の無線方式を駆使する必要があ

り，そのためには無線アクセス部分とバックフォールとなるブロードバンド光アクセス

を柔軟に接続できるバックフォールネットワークの研究開発が重点的に取り組むべき開

発分野と考えます．我が国は，無線周波数資源を最大限に有効利用する技術をはじめと

する無線通信技術と FTTH の普及率を見ても分かる様に光ブロードバンド技術の両者と

も，世界をリードする技術を持っています．固定通信である光のブロードバンドに多数

の無線サービスを経済的に効率的に収容できるようにする光と電波を融合したネットワ

ークに関する研究開発は，今後、我が国が強みを発揮でき，かつ，急務な研究開発分野

と考えます． 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案５０（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

遠隔地の人とあたかも同じ場所にいるような感覚でコミュニケーションを行うことがで

きる超臨場感コミュニケーション技術分野．特に我が国がリードしている高精細映像技

術や立体ディスプレイ，ロボットなどの技術を，ユーザーエクスペリエンスや産業上の

利用価値の観点から統合する応用システム分野を重点分野にすべきだと考えています． 

例えば，地方に在住していてもあたかも同じオフィスにいるような感覚で同僚と仕事を

することができるテレワークシステムになります． 

詳細は以下をご覧ください． 

http://reality.ei.tuat.ac.jp/urcf/ 

http://reality.ei.tuat.ac.jp/urcf/urcf_tw_suggestion2011.pdf 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

超臨場感テレワークシステムが，広く社会の人々の働き方に変革をもたらすシステムで

あることを実証するために，複数のモデル企業・地区を設定し，業務内容や組織規模な

どが異なる様々な働き方においてモニタ評価を行なうことが望ましいと考えます．例え

ばテレワークにより就業は広域で行ない，生活は地域で行なうことで，エネルギーの地

産地消を実現するような社会実験になります．企業や自治体が協力して，このような実

験を行なうことを希望いたします． 
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提案５１（大学） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 重点領域として「サステナブル・イノベーション」を挙げます．従来の消費者の購買

活動は，企業のイノベーションにより生み出された製品を消費者が取捨選択するという

スタイルが主流でした．我々は，開発者と消費者の壁を取払い，消費者が自分自身や家

族，その地域文化が本当に必要としている製品の開発や改良に積極的に参加し，イノベ

ーションを創出していくスタイルの重要性を主張したいと思います． 

 これを実現していくために具体的に 2つの ICT重点課題を掲げます． 

 1つめは，生活者の「懐に入り込むコンピュータ」の実現です．ユビキタスコンピュー

ティングによって小型化コンピュータが衣服や日用品レベルに組み込まれていき，生活

者の「懐」に入り込んでいくことで，コンピュータを意識的に使用せずとも，生活者は

情報環境と常につながることができるようになります．これにより生活者は日常の生活

様式を崩すことなく行動や感情状態が抽出され，状況に合った温もりのあるサービスを

自然に受け取ることができようになります． 

 2 つめは，「懐に入り込むコンピュータ」によって生活者から取得した日々の「膨大な

データ（ビッグデータ）」の解析です．取得できた生活者の行動や感情データによって製

品の使い心地や居住空間の快適さを理解できるようになります．このビッグデータを統

合して分析することで，万人が満足できるユニバーサルな製品を開発でき，一方生活者

個々のデータに焦点を当て分析することで，個人の欲求や，その地域文化に合わせて最

適にカスタマイズされた製品や居住環境を提供できるようになります． 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 消費者と開発者の潤滑剤となるのが「リビングラボ」と呼ぶコミュニティです． 

 「リビングラボ」の初期戦略として，まずは各都市に存在する科学館を，科学技術の

普及啓蒙でなく，新しいイノベーション創出スタイルを実行し，発信するエンジンとし

て利用していきます．この科学館に未来の生活空間としての環境を用意します．来場者

はこの環境に滞在し，空間に溶け込んでいる製品や研究物を使用することで，使い心地

を開発者や研究者にフィードバックできるような仕組みになっています．また，来場者

はその生活空間で「自らの身体を動かし」「家族や科学コミュニケータと対話しながら」

未来の生活空間を発想できます．さらに，来場者が発想したアイディアを具現化するた

めに，その場で研究者や開発者とともにプロトタイプし検証できる環境になっています．
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消費者が開発ルームで開発したシステムを次に訪れた来場者にデモンストレーションを

するというループを作り，「イノベーションを連鎖」させていくことも可能です．来年度

から我々の研究グループも日本科学未来館の一区画を借りて上記の取り組みを実践して

いく予定です． 

 このように「リビングラボ」を通じて，消費者と開発者が混ざり合いながら，議論，

実装，実証というループを何度も繰り返していくことで，「個人の欲求」や「地域文化」

を見つめ直し，本当に必要としている製品を開発することができるようになると考えて

います．この消費者駆動型の新しいイノベーションスタイルは，「持続可能な地域社会の

構築」に貢献することができます． 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

（１），（２）を実践していく上で想定されるパイロットプロジェクトは次の通りです． 

・ 生活空間で人に長時間密着する「懐に入り込むコンピュータ」の基盤技術の構築 

・ 日常生活の「ビッグデータ」から製品の使い心地や居住空間の快適さを分析する手法 

・ 消費者と開発者が地域単位でコミュニティ「リビングラボ」を形成して，個人や地域

文化のニーズを具現化し，持続可能な社会を構築していく，サステナブル・イノベー

ション創出の枠組み 
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提案５２（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

①「クラウド」：高信頼クラウド 

 ・ミッションクリティカルな業務や社会インフラ等の大規模システム、 

  基幹システムへの適用拡大に対応したクラウド技術の確立 

②「スマート」：ＩＣＴ×社会インフラ 

 ・コアとなるソリューションの開発・整備 

  （EAM（資産管理）、GIS（地図情報管理）、MDM（メタデータ管理）等） 

③「ビッグデータ」：ビッグデータ利活用ＰＦ 

 ・ビッグデータ利活用を支えるプラットフォーム技術の確立 

  （SDN、DBM 等） 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

①実証実験を通じた実績・ノウハウの構築と実案件への展開 

②テストベッドの整備（普及促進、アプリケーション開発、相互接続検証、 

 プラットフォーム開発、PoC （Proof of Concept）等の様々な用途・目的別に 

 整備が必要であると考えられる） 

③ICTシステムを社会インフラシステムやサービスとパッケージ化し海外に 

 輸出できるよう、研究開発当初から新興国等との連携関係確立が望まれる。 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

記載なし。 
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提案５３－１（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

・リアルコミュニケーション技術 

・日本では，少子高齢化が進み，高齢者の割合が増加して労働力人口が減る状況にある．

また，ある世論調査では人が「心の豊かさ」を実感する主な条件は「健康」「家族のきず

な」「経済的な豊かさ」「将来の生活への安心感」「時間的な余裕」「趣味の充実」である

と報告されている．こうした背景を意識し，ICT技術によって元気なシニア層や子育て世

代の女性の活力を支援し，心の豊かさを実感しながら社会参画を最大化できる視点での

研究開発が必要である．そのためには，自宅に居ながらあたかも仕事場にいるのと同じ

ように仕事ができるテレワークなど，遠隔地にいてもその場にいる感覚が得られる技術

の研究開発が望まれる．この核となる要素技術として，遠隔地に居ながらもあたかも対

面しているのと同じような感覚でのコミュニケーションを実現するリアルコミュニケー

ション技術があり，テレワークだけでなくヘルスケアや高齢者介護などのライフサポー

トサービスなどへの応用も想定され，波及効果は極めて大きい技術と考えられる． 

・今後日本では労働力人口の減少が予測されているため，そのための対策を今から講じ

る必要がある． 

・日本は FTTHの普及率で世界的な有意性を有しており，固定系の高速ネットワークを活

用して少子高齢化といった日本が直面する課題にあったサービスが普及する事で，ICT技

術における世界的な有意性が確保できる． 

・リアルコミュニケーション技術における研究開発費用の支援，社会実装・実証実験を

容易に行える実験環境構築への支援，実証実験で得られた知見を社会実装する際の社会

制度への反映（特に，医療応用を対象とすると社会制度への反映が重要となると考えら

れる）などを期待する． 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

・リアルコミュニケーション技術に関しては，今までも研究開発がなされてきたが，ま

だ十分遠隔地の人とあたかも同じ場所にいるような感覚が得られるところまで至ってい

ない．そのため，この技術分野における研究開発費の支援の強化スキームが最も重要で

ある．  

・民間では要素技術の開発や要素技術を組み合わせたアプリケーションをデザインする

が，国ではデザインしたアプリケーションを実証する実験環境を構築する際の費用的な

支援を期待する． 
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（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

・あたかも対面でコミュニケーションしているかの感覚を遠隔地でも得られることが重

要となるアプリケーションの一例として，今後の高齢者などが遠隔地から社会参画でき

るユースケースを想定する．例えば，組み立て作業や故障修理などを行っている若手作

業者を遠隔地から指導する熟練作業者を想定した遠隔作業支援プロジェクトを提案し，

必要な要素技術の研究開発および実証実験を実施する．将来イメージは以下の図の通り

である． 

 

 

別のユースケースとして，家にいる患者が病院の医師とネットワーク越しに対面コミュ

ニケーションを行い，非定形的な医療プロセスを遠隔で実現する遠隔診察プロジェクト

を提案し，必要な要素技術の研究開発および実証実験を実施する．このプロジェクトで

は，遠隔地にいる患者を病院へ搬送する必要があるか，そのまま安静にしておくだけで

良いかをスクリーニングする事を目的に，医師が患者を診察するプロセスを遠隔地にい

ながら実現するものである．このような遠隔医療の適用はまだ日本では実現できていな

いが，安心した社会生活を送るためにも重要なサービスと考えられる．また日本だけで

なく外国でも深刻な問題であり，世界的にも応用が想定される． 

このように様々なアプリケーションを想定した研究開発プロジェクトの実施を行う． 

・遠隔作業支援や遠隔診察などへの応用が想定され，新たなビジネスの創出が期待でき

る．さらには，テレビ会議の高度化などにも要素技術は応用されることが可能となり，

波及効果は大きい． 

・特に研究開発費の支援および実証実験環境の構築のための支援，遠隔医療を対象とし

た場合は実証実験で得られた知見を社会実装する際の社会制度への反映を期待する． 
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提案５３－２（団体） 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

・ユーザセントリックなリッチコンテンツ技術 

・現在ではブームも沈静化したが 2010年に 3Dブームが起こった．これ以前にも 3Dブー

ムがあったが，ブームが去ると社会に何も残らなかったのとは大きく異なり，今回のブ

ームの結果，映画館での 3D 上映として 3D が社会実装されるに至った．現在でもハリウ

ッドで 3D 映画の制作が行われている．現在の 3D 映画は特殊な眼鏡をかける方式である

が，人に与える影響を軽減するためには眼鏡無しの 3Dが期待されている．さらに，4Kや

8Kといった超高精細映像技術の進展により，2016年には 8Kの実験放送や 2020 年には商

用放送が計画されるなど，3Dや 4K・8Kを始めとした映像コンテンツが今後も社会に普及

されようとしている．このように 3D や 4K・8K のインフラが整ってきており，これらイ

ンフラを利用するリッチコンテンツ関連技術を重点的に取り組む事が今後の新たなイノ

ベーションを創出するにも重要であり，しかも今が最も良いタイミングである． 

・近年，日本における映像関連産業の競争力は相対的に低下しているが，決して技術そ

のものが劣っている訳では無い．また，初音ミクを始めとして日本の CGやアニメが世界

的にも注目されており，映像コンテンツ制作という観点でも日本は世界をリードしてい

る．そのため，今後 3D や 4K・8K が社会展開していく中で，日本が強い映像を中心とし

たコンテンツ産業で今後も世界をリードし続けるための施策が重要である．ただし，日

本ではこれまでハードウェア中心の開発を進めてきたために現在の競争力低下を招いた

と考えられる事から，この反省から今までの延長ではない新しい目標設定が必要である．

具体的には，一般生活者に支持されるユーザセントリックなサービス・アプリケーショ

ン創出といった視点で目標設定が重要である． 

・一般生活者に支持されるユーザセントリックなサービス・アプリケーションといって

も様々なものが考えられるが，例えば，人に取って心地よいあるいは快適なナチュラル

インタラクション技術や人間の記憶や体験などの機能を活用することで人がより高い臨

場感を与えることができる技術（ヒューマンメカニズムに基づいたコンテンツ制作技術）

などが基盤技術になり，これらへの研究開発の実施が重要となり国にはこの研究開発費

の支援を期待する．他にも，映像を配信するインフラとして放送と通信があるがこれら

の連携が重要となるが，通信と放送との連携については，ハイブリッドキャストやセカ

ンドディスプレイなどで検討が行われているものの，著作権など既存の権益が絡みなか

なか踏み込んだ連携サービスが提供できないでいる．そのため，既存の権益を考慮しな

くてもリッチコンテンツを一般ユーザに配信し，ユーザからのフィードバックが得られ

る実験環境の提供を国に期待する．  
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（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

・前記に示したユーザセントリックなサービス・アプリケーションを実現するには，コ

ンテンツ制作技術だけでなくネットワークインフラ上での配信技術やモバイル端末での

リッチコンテンツ表示技術など多岐にわたる．また，研究開発からサービスまでをトー

タルにデザインできる人材が必要となるが，この人材を育成するには，実証実験とユー

ザからのフィードバックを何度も繰り返して経験することでそのセンスが磨かれると考

えられることから，アイデアを直ぐに具現化し実験するサイクルを早く構築することが

重要となる．これらのためには，関連技術者を組織化したオールジャパン体制の構築が

望まれる．この体制下において，ユーザセントリックなサービス・アプリケーション創

出に必要な要素技術の研究開発や実証実験を実施することが必要である． 

・リッチコンテンツ分野に対して上記に示した内容を費用面で支援することが国として

必要である．一方，民間では個々の技術開発やビジネスプラン構築などサービスの商用

化に向けた具体的な取り組みを行う． 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

・リッチコンテンツを活用した様々なサービスを社会実装し，広くユーザに利用しても

らってフィードバックを得るためには，商用化されているインフラの利用が必須である．

しかし，一般に商用インフラを実験に利用する事はほとんど不可能であるため，商用イ

ンフラ上でも実証実験と割り切ってサービスの提供が行えるリッチコンテンツ実験特区

（比較的若者が多い場所）を指定した上で，例えば，リッチコンテンツの一つのサービ

スとして期待されている自由視点放送をプロジェクトとして提案する． 

・自由視点放送では，放送局制作の映像を通信ネットワークで配信してスマートフォン

などのモバイル端末でインタラクションしながら映像を視聴できる．ユーザは放送局が

意図して制作した映像とは異なり，自身が見たい視点から映像を視聴できるようになる．

例えば，サッカー中継で放送局はフィールド全体を見渡す映像を制作して放送するが，

自由視点放送を受信したユーザは自身のモバイル端末で特定の選手の目線の映像を視聴

する事が可能となる．このようにユーザは放送局制作の映像を異なった視点で見ること

ができる点で，放送・通信の連携サービスとして現在検討されているハイブリッドキャ

ストやセカンドディスプレイと言ったサービスよりも踏み込んだ放送・通信の連携サー

ビスである．このサービスが一般ユーザに受け入れられれば，放送・通信の連携がさら

に一歩踏み込んだ新たなビジネス機会が創出されると期待される． 

・上記のような放送と通信の連携は，放送局が意図して制作した内容をユーザが勝手に

改編する事に対する抵抗が大きな障壁になっていると想定されることから，放送局が納

得できるような社会制度（ルール）作りを政府に期待する． 
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提案 54（団体） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 我が国の進むべき道は、大量生産で安価なものを作るのではなく、高い対価を払ってでも

手に入れたいと思ってもらえる製品やサービスを世界に提供することと考えます。 

 そのため方策の一つとして、他国に模倣されにくい日本文化の強みである「職人技によっ

て産みだされる独特な様式美、形式美、スタイル」を情報として扱い、製品設計などに役立

てる知見を広めることが重要です。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

「スタイル情報学」はそのような目的のための学際的な研究分野として提案するものです。

例えば、以下のようなテーマが考えられます。 

 -スタイル／様式に関する計量，検索，共有が可能なデータ表現 

 -スタイルに関する類似性の認知的尺度 

 -情報表現のスタイルがもたらす効果の検証とその応用 

 -円滑なコミュニケーションを支援する環境や情報呈示の様式 

 -スタイル記述を介したビッグデータの知的フィルタリング 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  
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提案５５（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

 BOP（Base of Pyramid）層が抱える貧困・食糧難・病気など多くの社会的課題を解

決するために、BOP層の生活に貢献する ICTの利活用の研究開発が重要である。 

 従来の ICTは先進国の企業のオフィスや個人ユースを目的に進化してきたが、BOP層

向けには彼らの現場ユース起点での新たな発想が必要となる。特に、彼らの主要産

業であり、生命の糧である農業にフォーカスした取組を行うことで、BOP層の収入基

盤に貢献しつつ、人口爆発時の日本や世界の食糧担保につなげる可能性を秘めてい

る。 

 現場ユース起点での ICT とは、パソコン・携帯・スマホという形だけではなく、現

場作業で長年培われてきた農機具などの道具に ICT 機能を融合させて、携帯などを

介したインターネット連携が一つの方向である。またそれらが普及するためには、

それぞれの現場に見合った適正な品質・コストで実現することが重要であり、従来

のありもののモノでは実現はできず、新たなモノづくりが必要である。 

 また、農業技術・営農管理を支援する ICT の研究開発は、先進国側からの押しつけ

ではなく、その ICT 自体も現地の人材や企業と一緒に開発し地産地消に持っていく

ことで、BOP層への新たな産業育成と就労増につながる可能性を持つ。従来の先進国

主導での技術開発・製品供給という構造から、BOP国での内需活性化や、BOP発の技

術・製品供給というリバースエンジニアリングイノベーションを支援することで、

グローバルな視点での社会構造の変革につなげていくことが重要となる。 

 その変革を日本が持つものづくり技術と農業指導技術を融合して、積極的に貢献す

ることで、現在日本企業がほぼ手つかずの５兆ドルと言われる BOP 市場の開拓を行

いつつ、日本のグローバルなポジションを上げて日本の国益に貢献していくことが

重要である。 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

 BOP 向けのソリューションを見つけるためには、環境の全く異なる国内でいくら考え

ていても難しく、彼らの現場に ICT の開発者が自ら出向き、彼らと同じ目線で課題

を見つつ、ICT 開発者ならではの彼らが気づかない視点での解決手法を考え、プロト

タイプを作り、何度も試行錯誤を行う手法が必要と考える。 

 さらに、派遣する ICT 技術者は一人だけでなく、バックグラウンドが同じ人であっ

ても複数の人数で一度に行き、複眼的に課題を見ることで幅広い提案が生まれる可

能性を生む。また、ICT 以外の農業技術者など多方面のメンバーとチームアップをし
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ていく。多少非効率と思えるが、同じ場所に何度も複数のメンバーで行き来するこ

とで、新しい提案が生み出せる可能性を生む。 

 現地のパートナーや主役となるキーメンバーとの信頼関係を構築することも重要だ

が時間がかかる。BOPビジネスはリバースイノベーションを惹起させる機会であると

共に、BOP に係わる国連開発目標の実現は日本政府の責任であり、一企業の派遣調査

だけではなく、国を挙げて長期の継続的な調査を実施すべきである。 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

 国内では現場目線での農業 ICTの開発を農作業者と一緒に開発しており、ICT自体も

簡易な部品を使ったプロトタイプを安く作り、複数の畑にばら撒き、個別の畑の状

態を連続で監視することで、あらたな知見を得ることができ、営農指導につなげる

サービスモデルの構築を行った。さらに、地元の学校や企業と連携した地産地消モ

デルをトライしている。 

 この手法をグローバル、かつ BOP 市場でトライすることで、新たなイノベーション

を起こしていく。 

 たとえば、人口 8,300万人のエチオピアでは、人口 80%以上の 7,000万人が農民であ

り、周期的な旱魃、過放牧による土壌劣化、森林破壊で深刻な農業状況であり、ICT

や農業技術指導でできることはあると考えられている。農業の安定化を行うことで、

金融投資・天候インデックス保険との連携のビジネスモデルも検討できる可能性を

秘めている。 
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提案５６（企業） 

 

 

（１）重点的に研究開発に取り組むべき分野  

【取り組むべき分野】 

無線通信ネットワーク。 

現状よりより高い周波数を利用する、フレキシブルブロードバンドネットワーク。 

利用を単に現在の携帯電話網の延長線上にあるものではなく、ワイヤレスブロードバン

ドの特性に加え、低遅延性をはじめとして今後市場が大きく広がる m2m(machine to 

machine)にも適し、急激な負荷変動にも強く、耐災害性や自律性をもつことで安心安全

に大きく寄与するもの。 

端末側としては、スマートフォンもあるが、最終的には切手サイズを目指し汎用 I/F を

もつ無線モジュールにより、容易に m2m を実現出来、現在の Wi-Fi の先の技術として、

品質保証のある無線 LANのような魅力のあるものとする。 

【取り組むべき時期】 

携帯電話における新しい周波数の導入を考えると、この一年以内に着手することが望ま

しい。 

【我が国のリード】 

例えば、ワイヤレスブロードバンドにおいては、我が国は世界一の質と規模を有する

WiMAX (IEEE802.16e) のインフラをもち、成長を続けている。 

さらに、LTEにおいても、その標準化を行っている 3GPPで NTT Docomo, KDDIなどが積極

的に活動し、新しい技術提案を盛り込んだ寄書等を行っており、プレゼンスは大きい。 

【国に期待する役割】 

法制度に関して、この新方式を活性化し有効活用出来るよう整備を期待する。 

 

 

 

（２）研究開発成果をイノベーション創出につなげる手法  

【導入すべきスキーム】 

本研究開発は、現在の携帯電話ネットワークを大きく拡張させ、新しい産業基盤と提供

する。 

本無線通信システムは、高い周波数における特徴である小セルで広帯域であることを利

用して、従来システムでは必要とされた制御信号を見直し、大幅に削減する。加えて、

無線フレームの中身を大幅に簡素化する。これにより超高レスポンスを得られ、有線で
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ないと考えられなかった機器制御への無線の活用の道が拓ける。また、非常に大規模な

数の専用線を提供出来るので、従来は大企業でしか利用出来なかった高セキュリティで

使いやすい多地点を繋ぐイントラネットワークを、零細企業や単身赴任のいる家族にも

提供出来る。 

このような革新的な通信インフラは、従来の単なる広帯域データ伝送、マルチメディア

などのアプリケーションだけでは十分に活用出来ない。 

このため、産学官一体となり、特に運輸、住宅、公共事業、生活支援・介護、医療など

特に高い安全性、通信必達性が求められる分野での議論を広く起こし、試験的な街づく

りなどを行うことが有効と考える。 

【民間で取り組むべきもの、政府で取り組むべきもの】 

民間は試験的なサービスを通じての新アプリケーション分野の創成に取り組むべき。 

政府は、場の提供及び法制度の整備により、それらのアプリケーションの国民への理解

浸透、市場への出口を広げるよう取り組むことが期待される。 

 

 

 

 

（３）その成果が実用化され広く社会で使われることを念頭に置いたパイロットプロジェ

クト  

運輸、住宅、公共事業、生活支援・介護、医療など特に高い安全性、通信必達性が求め

られる分野での新サービスを試験的に導入する街づくり。 

本無線通信システムは、従来の大都市から徐々に広げて行かなくてはならない中央集権

型の無線システムとは違い、その高度な自律性を利用することで、同時にいくつもの街

や村でスモールスタートしてもアメーバのように広げて行き最終的に一つの無線システ

ムとして出来上がるという特長をもつ。 

例えば、復興を進める個々の地域から別々にサービスインしていき、徐々にエリアをお

互いが重なり合うまで広げたのちにそれらを一体化していく広域実験などもプロジェク

トに加えることで、拡張性と、自律性に基づく耐災害性を実証出来ると考える。 
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